
東海再処理施設の安全対策に係る廃止措置計画認可変更申請対応について 

令和 2 年 11 月 5 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

〇 令和 2 年 11 月 5 日 面談の論点 

 資料 1 事故対処の有効性評価の申請に係る対応の整理について

 資料 2 事故対処の有効性評価に係る質問への回答

 資料 3 分離精製工場(MP)等の津波防護に関する詳細調査の状況

 東海再処理施設の安全対策に係る面談スケジュール（案）について

 その他

以上 
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【資料１】 

事故対処の有効性評価の申請に係る対応の整理について 

令和 2 年 11 月 5 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

１．はじめに 

事故対処の有効性評価に係る申請の進め方としては、令和２年 10 月末申請時

は、事故対処の具体的手順等を含む個別対策の実効性について、今後訓練等を

通じて確認し申請書の記載内容の充実を図る必要があった有効性評価の基本方

針や前提条件となる項目を申請範囲とし、その他の事項については、現状の検討

状況を示す参考資料として申請書に添付することとした。 

今後、訓練等を通じて個別施設の事故対処の実効性を確認し記載内容の充実

を図り、令和 3 年 1 月に有効性評価の全体を申請する計画であり、別紙 1 に計画

を示す。また、検討状況は、会合等で適宜確認頂くこととしたい。 

２．申請範囲及び時期 

申請範囲及び時期については以下の通り整理する。 

（10 月申請範囲） 

有効性評価の基本的考え方、事故対処の特徴、事故の抽出、事故の選定、

選定の理由、事象進展 

（１月申請範囲） 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟における事故対処については、先行施設の申請書を踏まえ、

東海再処理施設の事故対処の特徴を反映した記載とし、事故の発生防止に

必要な措置を実施するために必要な技術的能力について、下記事項を申請

範囲とする。 

〇事故等対策 

・事故等対処設備に係る事項

・復旧作業に係る事項

・支援に係る事項

・手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備

〇事故等の対処に係る有効性評価の基本的な考え方 

・事故の発生を仮定する際の条件の設定及び事故の発生を仮定する機器
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の特定 

・評価対象の整理及び評価項目の設定 

・評価に当たって考慮する事項 

・有効性評価における評価の条件設定の方針 

・事故の同時発生又は連鎖 

・必要な要員及び資源の評価方針 

〇冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処 

・蒸発乾固の発生防止対策 

・蒸発乾固の発生防止対策の具体的内容 

・蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価 

・有効性評価 

・有効性評価の結果 

・事故等の同時発生又は連鎖 

・判断基準への適合性の検討 

・蒸発乾固の発生防止対策に必要な要員及び資源 

 

３．審査基準等への対応 

必要な技術的能力に係る審査基準※及び解釈における要求事項、JNFL 申請

書の記載内容及び令和２年１０月申請時点の TRP 申請書の記載内容との対比

を別紙２に示す。また、面談等における指摘事項について別紙３に整理した。1 

月申請に向け、これらの要求事項に対する検討（重大事故等対処設備に係る規

則要求事項を含む）を進め、廃止措置計画への反映を行っていく。 

※ 使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の重大事故の発生及び拡大の

防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

 

 

以 上 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（1/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

Ⅱ 要求事項 

再処理施設において、重大事故に至るおそれが

ある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準

事故を除く。）若しくは重大事故（以下「重大事故

等」と総称する。）が発生した場合又は大規模な自

然災害若しくは故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによる再処理施設の大規模な損壊

が発生した場合における当該事故等に対処するた

めに必要な体制の整備に関し、原子炉等規制法第

５０条第１項の規定に基づく保安規定等におい

て、以下の項目が規定される方針であることを確

認すること。 

なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しな

い場合であっても、その理由が妥当なものであれ

ば、これを排除するものではない。 

Ⅲ 要求事項の解釈 

要求事項の規定については、以下のとおり解

釈する。 

なお、本項においては、要求事項を満たすため

に必要な措置のうち、手順等の整備が中心とな

るものを例示したものである。重大事故の発生

及び拡大の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力には、以下の解釈において

規定する内容に加え、事業指定基準規則に基づ

いて整備される設備の運用手順等についても

当然含まれるものであり、これらを含めて手順

等が適切に整備されなければならない。 

また、以下の要求事項を満足する技術的内容

は、本解釈に限定されるものでなく、要求事項

に照らして十分な保安水準が達成できる技術

的根拠があれば、要求事項に適合するものと判

断する。 

   

1. 重大事故等対策における要求事項 

1.0 共通事項 

(1)重大事故等対処設備に係る要求事項 

①切替えの容易性 

再処理事業者において、本来の用途以外の用途

として重大事故等に対処するために使用する設備

にあっては、通常時に使用する系統から速やかに

切り替えるために必要な手順等が適切に整備され

ているか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 

 5.1 重大事故等対策 

5.1.1 重大事故等対処設備に係る事項 

(1)切替えの容易性 

本来の用途（安全機能を有する施設としての用途等）以外の用途として重大事

故等に対処するために使用する設備は，平常運転時に使用する系統から速やか

に切替操作が可能となるように，必要な手順書等を整備するとともに確実に切

り替えられるように訓練を実施する。 

添付資料八 

8-5-195 

1 月申請予定。 

②アクセスルートの確保 

再処理事業者において、想定される重大事故等

が発生した場合において、可搬型重大事故等対処

設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握す

るため、再処理施設を設置する工場又は事業所（以

下「工場等」という。）内の道路及び通路が確保で

きるよう、実効性のある運用管理を行う方針であ

ること。 

 

 (2)アクセスルートの確保 

 想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を保管場所から設置場所へ運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，

アクセスルートが確保できるように，以下の実効性のある運用管理を実施する。 

 アクセスルートは，自然現象，再処理施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの，溢水，化学薬品の漏えい及び火災

を考慮しても，運搬，移動に支障をきたすことがないよう，被害状況に応じて

ルートを選定することができるように, 迂回路も含めた複数のルートを確保す

る。 

 アクセスルートに対する自然現象については，地震，津波（敷地に遡上する

津波を含む）に加え，敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国内

外の基準や文献等に基づき収集した洪水，風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，

積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩害等の事象を

考慮する。 

 その上で，これらの事象のうち，重大事故等時における敷地及びその周辺で

の発生の可能性，屋外のアクセスルートへの影響度，事象進展速度や事象進展

に対する時間余裕の観点から，屋外のアクセスルートに影響を与えるおそれが

ある事象としては，地震，津波（敷地に遡上する津波を含む），洪水，風（台風），

竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森林火災を選

定する。 

 アクセスルートに対する敷地又はその周辺において想定する再処理施設の安

全性を損なわせる原因となるおそれのある事象であって人為によるもの（以下

「人為事象」という。）については,国内外の文献等から抽出し，さらに事業指

定基準規則の解釈第９条に示される飛来物（航空機落下），有毒ガス，敷地内に

おける化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，爆発，ダムの崩壊，

船舶の衝突及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム等の事象を考

慮する。 

 その上で，これらの事象のうち，重大事故等時における敷地及びその周辺で

の発生の可能性，屋外のアクセスルートへの影響度，事象進展速度や事象進展

に対する時間余裕の観点から，屋外のアクセスルートに影響を与えるおそれが
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  ～202 

一部記載あり。1月申請にて記載を充実する。 

別紙２ 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（2/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

ある事象としては，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，

電磁的障害，近隣工場等の火災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムを選定する。 

 可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，設計基準事故に対処する

ための設備の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図る。屋外

の可搬型重大事故等対処設備は複数箇所に分散して保管す 

る。 

 

ａ．屋外のアクセスルート 

重大事故等が発生した場合，事故収束に迅速に対応するため，屋外の可搬型

重大事故等対処設備を保管場所から設置場所まで運搬するためのアクセスルー

トの状況確認，取水箇所の状況確認及びホース敷設ルートの状況確認を行い，

あわせて屋外設備の被害状況の把握を行う。 

 屋外のアクセスルートについては，「添付書類六 1.6.2 重大事故 

等対処施設の耐震設計」にて考慮する地震の影響（周辺構造物等の損壊，周辺

斜面の崩壊及び道路面のすべり），その他自然現象による影響（風（台風）及び

竜巻による飛来物，積雪並びに火山の影響）及び人為事象による影響（航空機

落下，爆発）を想定し，複数のアクセスルートの中から状況を確認し，早期に

復旧可能なアクセスルートを確保するため，障害物を除去可能なホイールロー

ダ等の重機を保有し，使用する。また，それらを運転できる要員を確保する。 

 屋外のアクセスルートは，地震による屋外タンクからの溢水及び降水に対し

ては，道路上への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受けない箇所に確

保する。 

 敷地外水源の取水場所及び取水場所への屋外のアクセスルートに遡上するお

それのある津波に対しては，津波警報の解除後に対応を開始する。なお，津波

警報の発令を確認時にこれらの場所において対応中の場合に備え，非常時対策

組織の実施組織要員及び可搬型重大事故等対処設備を一時的に退避するための

手順書を整備する。 

 屋外のアクセスルートは，人為事象のうち，飛来物（航空機落下）， 

爆発，近隣工場等の火災及び有毒ガスに対して，迂回路も含めた複数のアクセ

スルートを確保する。なお，有毒ガスについては複数のアクセスルートを確保

することに加え，薬品防護具等の適切な防護具を装備するため通行に影響はな

い。 

 洪水，ダムの崩壊及び船舶の衝突については, 立地的要因により設計上考慮

する必要はない。 

 落雷及び電磁的障害に対しては，道路面が直接影響を受けることはないこと

からアクセスルートへの影響はない。 

 生物学的事象に対しては，容易に排除可能なため，アクセスルートへの影響

はない。 

 屋外のアクセスルートの「添付書類六 1.6.2 重大事故等対処施設の耐震設

計」にて考慮する地震の影響による周辺構造物等の倒壊による障害物について

は，ホイールローダ等の重機による撤去あるいは複数のアクセスルートによる

迂回を行う。 

 屋外のアクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の崩壊及び道路面のす

べりで崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した上で，ホイールローダ等に

よる崩壊箇所の復旧又は迂回路を確保する。また，不等沈下等に伴う段差の発

生が想定される箇所においては，ホイールローダ等の重機による段差箇所の復

旧により，通行性を確保する。 

 屋外のアクセスルート上の風（台風）及び竜巻による飛来物に対しては，ホ

イールローダ等の重機による撤去を行い，積雪又は火山の影響（降灰）に対し

ては，ホイールローダ等による除雪又は除灰を行う。 

 想定を上回る積雪又は火山の影響（降灰）が発生した場合は，除雪又は除灰

の頻度を増加させることにより対処する。 

 また，凍結及び積雪に対しては，アクセスルートに融雪剤を配備するととも

に，車両には凍結及び積雪に対処したタイヤチェーンを装着し通行を確保する。 

 屋外のアクセスルートにおける森林火災及び近隣工場等の火災発生時は，消

防車による初期消火活動を実施する。 

別紙２ 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（3/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

屋外のアクセスルートの移動時及び作業時においては，放射線被ばくを考慮

し，放射線防護具の配備を行うとともに，移動時及び作業時の状況に応じて着

用する。 

 また，地震による化学物質の漏えいに対しては，必要に応じて薬品防護具の

配備を行うとともに，移動時及び作業時の状況に応じて着用する。 

 屋外のアクセスルートの移動時及び作業時においては，中央制御室等との連

絡手段を確保する。 

 夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明

を配備する。屋外のアクセスルート図を第 5.1.1－１図に示す。 

 

ｂ．屋内のアクセスルート 

重大事故等が発生した場合，屋内の可搬型重大事故等対処設備を操作場所に

移動するためのアクセスルートの状況確認を行う。あわせて，その他屋内設備

の被害状況の把握を行う。 

 屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為事象として選定する風（台風），

竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災，

塩害，航空機落下，爆発，敷地内における化学物質の漏えい，近隣工場等の火

災，有毒ガス及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図

られた建屋内に確保する。 

 屋内のアクセスルートは，津波に対して立地的要因によりアクセスルートへ

の影響はない。 

 屋内のアクセスルートは，重大事故等対策時に必要となる現場操作を実施す

る場所まで移動可能なルートを選定する。 

 屋内のアクセスルートは，地震の影響，溢水，化学薬品の漏えい，火災を考

慮しても，運搬，移動に支障をきたすことがないよう，迂回路も含め可能な限

り複数のアクセスルートを確保する。 

 地震を要因とする機器からの溢水及び化学薬品の漏えいに対しては，破損を

想定する機器について耐震対策を実施することにより，その供用中に大きな影

響を及ぼすおそれがある地震動（以下「基準地震動による地震力」という。）に

対する耐震性を確保するとともに，地震時に通行が阻害されないように，アク

セスルート上の資機材の固縛，転倒防止対策及び火災の発生防止対策を実施す

る。 

 設定したアクセスルートの通行が阻害される場合に，統括当直長（実施責任

者）の判断の下，阻害要因の除去，迂回又は障害物を乗り越えて通行すること

でアクセス性を確保することを手順書に明記する。 

 屋内のアクセスルートの移動時及び作業時においては，放射線被ばくを考慮

し，放射線防護具の配備を行うとともに，移動時及び作業時の状況に応じて着

用する。 

 屋内のアクセスルートの移動時及び作業時においては，中央制御室等との連

絡手段を確保する。 

 夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明

を配備する。 

 機器からの溢水や化学物質の漏えいが発生した場合については，薬品防護具

等の適切な防護具を着用することにより，屋内のアクセスルートを通行する。 

 また，地震を要因とする安全機能の喪失が発生した場合においては，屋内の

可搬型重大事故等対処設備を操作場所に移動するためのアクセスルートの状

況確認を行い，あわせて，その他の屋内設備の被害状況を把握するため, 現場

環境確認を行う。現場環境確認に用いるアクセスルート設定の基本方針を第

5.1.1－２図に示す。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（4/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

（２）復旧作業に係る要求事項 

①予備品等の確保 

再処理事業者において、安全機能を有する施設

（事業指定基準規則第１条第２項第４号に規定す

る安全機能を有する施設をいう。）のうち重大事故

対策に必要な施設の取替可能な機器及び部品等に

ついて、適切な予備品及び予備品への取替えのた

めに必要な機材等を確保する方針であること。 

②保管場所 

再処理事業者において、上記予備品等を、外部

事象の影響を受けにくい場所に、位置的分散など

を考慮して保管する方針であること。 

 

③アクセスルートの確保 

再処理事業者において、想定される重大事故等

が発生した場合において、設備の復旧作業のため、

工場等内の道路及び通路が確保できるよう、実効

性のある運用管理を行う方針であること。 

 

１ 「予備品への取替えのために必要な機材

等」とは、ガレキ撤去のための重機、夜間

対応及び気象条件を考慮した照明機器等

をいう。 

 

5.1.2 復旧作業に係る事項 

(１) 予備品等の確保 

機能喪失した場合，重大事故等の原因となる安全機能を有する施設を構成す

る機器については，必要な予備品及び予備品への取替えのために必要な機材等

を確保する方針とする。 

これらの機器については，故障時の重大事故等への進展の防止及び重大事故

等発生後の収束状態の維持のため，１年以内を目安に速やかに復旧する方針と

する。 

また，安全上重要な施設を構成する機器については，適切な部品を予備品と

して確保し，故障時に速やかに復旧する方針とする。 

予備品への取替えのために必要な機材等として，がれき撤去のためのホイー

ルローダ，夜間の対応を想定した照明機器及びその他の資機材をあらかじめ確

保する。施設の復旧作業に必要な資機材を第 5.1.2－１表に示す。 

復旧に必要な予備品等の確保の方針は以下のとおりとする。 

ａ．定期的な分解点検に必要な部品の確保 

機能喪失の原因を特定し，当該原因を除去するための分解点検が速やかに実

施できるよう，定期的な分解点検に必要な部品を予備品として確保する。 

予備品として確保する部品の例を第 5.1.2－2 表に示す。 

確保している予備品では復旧が困難な損傷が判明した場合に備え，プラント

メーカ，協力会社及び他の原子力事業者と覚書又は協定等を締結し，早期に設

備を復旧するために必要な支援が受けられる体制を整備する。 

ｂ．応急措置に必要な補修材の確保 

応急措置に必要な補修材を確保する。 

補修材による応急措置の例を第 5.1.2－３表に示す。 

ｃ．同型の既存機器の活用 

機能喪失した場合に，重大事故等の原因となる安全機能を有する施設を構成

する機器と同型の既存機器の部品を活用し，復旧する。 

ただし，同型の既存機器の部品を活用する場合，再処理施設の状況や安全確

保上の優先度を十分考慮する。 

活用可能な同型の既存機器の数量を第 5.1.2－４表に示す。 

今後も多様な復旧手段の確保，復旧を想定する機器の拡大及びその他の有効

な復旧対策について継続的な検討を行うとともに，そのために必要な予備品等

の確保を行う。 

 

(２) 保管場所の確保 

施設を復旧するために必要な部品，補修材及び資機材は，地震による周辺斜

面の崩落，敷地下斜面のすべり及び津波による浸水等の外部からの影響を受け

る事象（以下「外的事象」という。）の影響を受けにくく，当該施設との位置的

分散を考慮した場所に保管する。 

 

(３) 復旧作業に係るアクセスルートの確保 

復旧作業に係るアクセスルートは，「5.1.1 (２) アクセスルートの確保」と

同様の設定方針に基づき，想定される重大事故等が発生した場合において，施

設を復旧するために必要な部品，補修材及び資機材を保管場所から当該機器の

設置場所へ移動させるため，アクセスルートに確保する。保管場所から当該機

器の設置場所へ移動させるための復旧作業に係るアクセスルート図を第 5.1.1

－１図及び第 5.1.2－１図に示す。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（5/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

（３）支援に係る要求事項 

再処理事業者において、工場等内であらかじめ

用意された手段（重大事故等対処設備、予備品及

び燃料等）により、事故発生後７日間は事故対応

を維持できる方針であること。 

また、関係機関と協議・合意の上、外部からの支

援計画を定める方針であること。 

さらに、工場等外であらかじめ用意された手段

（重大事故等対処設備、予備品及び燃料等）によ

り、事故発生後６日間までに支援を受けられる方

針であること。 

 

― 5.1.3 支援に係る事項 

(１) 概要 

重大事故等に対して事故収束対応を実施するため，再処理施設内であらかじ

め用意された手段（重大事故等対処設備，予備品，燃料等）により，重大事故

等対策を実施し，重大事故等発生後７日間は継続して事故収束対応を維持でき

るようにする。 

プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原子力事業者とは平常時

から必要な連絡体制を整備する等の協力関係を構築するとともに，重大事故等

発生に備え，あらかじめ協議及び合意の上，事故収束手段及び復旧対策に関す

る技術支援や要員派遣等の支援並びに燃料の供給の覚書又は協定等を締結し，

再処理施設を支援する体制を整備する。 

重大事故等発生後，社長を本部長とする全社対策本部が発足し，協力体制が

整い次第，外部からの現場操作対応等を実施する要員の派遣，事故収束に向け

た対策立案等の要員の派遣等，重大事故等発生後に必要な支援及び要員の運搬

並びに資機材の輸送について支援を迅速に得られるように支援計画を定める。 

重油及び軽油に関しては，迅速な燃料の確保を可能とするとともに，中長期

的な燃料の確保にも対応できるように支援計画を定める。原子力災害時におけ

る原子力事業者間協力協定に基づき，他の原子力事業者からは，要員の派遣，

資機材の貸与及び環境放射線モニタリングの支援を受けられるようにするほ

か，原子力緊急事態支援組織からは，被ばく低減のために遠隔操作可能なロ

ボット及び無線重機等の資機材並びに資機材を操作する要員及び再処理施設

までの資機材輸送の支援を受けられるよう支援計画を定める。 

再処理施設内に配備する重大事故等対処設備に不具合があった場合には，継

続的な重大事故等対策を実施できるよう，再処理施設内であらかじめ用意され

た手段（重大事故等対処設備と同種の設備，予備品及び燃料等）について, 重

大事故等発生後６日間までに支援を受けられる体制を整備する。さらに，再処

理施設外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備と同種の設備，予

備品及び燃料等）により，重大事故等発生後６日間までに支援を受けられる体

制を整備する。 

また，原子力事業所災害対策支援拠点（以下「支援拠点」という。）から，再

処理施設の支援に必要な資機材として，食料，その他の消耗品及び汚染防護服

等及びその他の放射線管理に使用する資機材等（以下「放射線管理用資機材」

という。）を継続的に再処理施設へ供給できる体制を整備する。 

 

(２) 事故収束対応を維持するために必要な燃料，資機材 

ａ．重大事故等発生後７日間の対応 

再処理施設では，重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処す

るためにあらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備，予備品及び燃料等）

により，重大事故等発生後７日間における事故収束対応を実施する。重大事故

等対処設備については，第 5－１表に示す「1.1 臨界事故の拡大を防止するた

めの手順等」から「1.14 通信連絡に関する手順等」にて示す。 

再処理施設内で保有する燃料については，重大事故等発生から７日間におい

て，重大事故等の対応における各設備の使用開始から連続運転した場合に必要

となる燃料を上回る量を確保する。 

放射線管理用資機材，出入管理区画用資機材，その他資機材及び原子力災害

対策活動で使用する資料については，重大事故等対策を実施する要員が放射線

環境に応じた作業を実施することを考慮し，外部からの支援なしに，重大事故

等発生後７日間の活動に必要となる数量を中央制御室及び緊急時対策建屋に

配備する。 

ｂ．重大事故等発生後７日間以降の体制の整備 

重大事故等発生後７日間以降の事故収束対応を維持するため，重大事故等発

生後６日間後までに，あらかじめ選定している第一千歳平寮に支援拠点を設置

し，再処理施設の事故収束対応を維持するための支援を受けられる体制を整備

する。 

支援拠点には，再処理施設内に配備している重大事故等対処設備に不具合が

あった場合の代替手段として，重大事故等対処設備と同種の設備（通信連絡設

添付資料八 

8-5-238～

8-5-250 

 

内訳 

文章 

8-5-238～ 

8-5-248 

図 

8-5-249～ 

8-5-250 

1 月申請予定。 

別紙２ 

< 9 >
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使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

備，放射線測定装置等），放射線管理に使用する資機材，予備品，消耗品等を保

有する。 

これらの物品を重大事故等発生後７日間以降の事故収束対応を維持するた

め，重大事故等発生後６日間後までに，再処理施設へ供給できる体制を整備す

る。 

さらに，他の原子力事業者と，原子力災害発生時における設備及び資機材の

融通に向けて，各社が保有する主な設備及び資機材のデータベースを整備す

る。 

 

(３) プラントメーカ，協力会社及び燃料供給会社による支援 

重大事故等発生時における外部からの支援については，プラントメーカ，協

力会社及び燃料供給会社等からの重大事故等発生後に現場操作対応等を実施

する要員の派遣や事故収束に向けた対策立案等の技術支援要員派遣等につい

て，協議及び合意の上，再処理施設の技術支援に関するプラントメーカ，協力

会社及び燃料供給会社等との覚書等を締結することで，重大事故等発生後に必

要な支援が受けられる体制を整備する。 

また，外部からの支援については，作業現場の線量率を考慮して支援を受け

ることとする。 

外部から支援を受ける場合に必要となる資機材については，あらかじめ緊急

時対策建屋に確保している資機材の余裕分の活用とあわせ，必要に応じて追加

調達する。 

ａ．プラントメーカによる支援 

重大事故等発生時に当社が実施する事態収拾活動を円滑に実施するため，再

処理施設の状況に応じた事故収束手段及び復旧対策に関する技術支援を迅速

に得られるよう，プラントメーカと覚書を締結し，支援体制を整備するととも

に，平常時より必要な連絡体制を整備する。 

(ａ) 支援体制 

ⅰ．重大事故等発生時の技術支援のため，プラントメーカと平常時より連絡体

制を構築する。 

ⅱ．「原子力災害対策特別措置法」（以下「原災法」という。）10 条第１項又は 15

条第１項に定める事象（おそれとなる事象が発生した場合も含む）が発生し

た場合に技術支援を要請する。また，通報訓練により連絡体制を確実なもの

とする。 

ⅲ．重大事故等発生時に状況評価及び復旧対策に関する助言，電気，機械，計

装設備，その他の技術的情報の提供等により支援を受ける。 

ⅳ．技術支援については，全社対策本部室のみならず，必要に応じて緊急時対

策所でも実施可能とする。 

ⅴ．中長期対応として，事故収束手段及び復旧対策に関する技術支援体制の更

なる拡充をプラントメーカと協議する。 

ｂ．協力会社及び燃料供給会社による支援 

重大事故等対策時に当社が実施する事故対策活動を円滑にするため，事故収

束及び復旧対策活動の協力が得られるよう，平常時に当社業務を実施している

協力会社及び燃料供給会社と支援内容に関する覚書又は協定等を締結し，支援

体制を整備するとともに，平常時より必要な連絡体制を整備する。 

協力会社の支援については，重大事故等対策時においても要請できる体制

とし，協力会社要員の人命及び身体の安全を最優先にした放射線管理を実施す

る。また，事故対応が長期に及んだ場合においても交代要員等の継続的な派遣

を得られる体制とする。 

(ａ) 放射線測定，管理業務の支援体制 

重大事故等発生時における放射線測定，管理業務の実施について，協力会社

と覚書を締結する。 

(ｂ) 重大事故等発生時における設備の修理，復旧の支援体制 

重大事故等発生時に，事故収束及び復旧対策活動に関する支援協力について

協力会社と覚書を締結する。 

(ｃ) 燃料調達に係る支援体制 

再処理施設に重大事故等が発生した場合における燃料調達手段として，当社

と取引のある燃料供給会社の油槽所等と燃料の優先調達の協定を締結する。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（7/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

また，再処理施設の備蓄及び近隣からの燃料調達により，燃料を確保する体

制とする。 

(d) 注水活動に係る支援体制 

再処理施設に重大事故等が発生した場合に，燃料貯蔵プール等への注水活動

の支援について協力会社と契約する。 

大型移送ポンプ車等の取扱いについては平常時より，24 時間交代勤務体制の

ため，迅速な初動活動が可能である。また，再処理施設で定期的に訓練を実施

する。 

(４) 他の原子力事業者による支援 

上記のプラントメーカ，協力会社等からの支援のほか，原子力事業者間で「原

子力災害時における原子力事業者間協力協定」を締結し，他の原子力事業者に

よる支援を受けられる体制を整備している。第 5.1.3－１図及び第 5.1.3－２

図に原子力災害発生時における支援体制を示す。 

ａ．目的 

国内原子力事業所（事業所外運搬を含む。）において，原子力災害が発生した

場合，協力事業者が発災事業者に対し，協力要員の派遣，資機材の貸与その他

当該緊急事態応急対策の実施に必要な協力を円滑に実施し，原子力災害の拡大

防止及び復旧対策に努める。 

ｂ．発災事業者による協力要請 

(ａ) 原子力災害対策指針に基づく警戒事態が発生した場合，発災事業者は速や

かにその情報を他の原子力事業者に連絡する。 

(ｂ) 発災事業者は，原災法 10 条に基づく通報を実施した場合，直ちに他の協

定事業者に対し，協力要員の派遣及び資機材の貸与に係る協力要請を行う。 

ｃ．協力の内容 

協力事業者は，発災事業者からの協力要請に基づき，原子力事業所災害対策

が的確, かつ, 円滑に行われるよう，以下の措置を講ずる。 

(ａ) 環境放射線モニタリングに関する協力要員の派遣 

(ｂ) 周辺地域の汚染検査及び汚染除去に関する協力要員の派遣 

(ｃ) 資機材の貸与他 

ｄ．原子力事業者支援本部の活動 

(ａ) 幹事事業者 

発災事業所の場所ごとに，あらかじめ支援本部幹事事業者，支援本部副幹事

事業者を設定している。再処理施設が発災した場合は，それぞれ東北電力株式

会社，東京電力ホールディングス株式会社とする。 

幹事事業者は副幹事事業者と協力し，協力要員及び貸与された資機材を受け

入れるとともに，業務の基地となる原子力事業者支援本部を設置し，運営する。

なお，幹事事業者が被災するなど業務の遂行が困難な場合は，副幹事事業者が

幹事事業者の任に当たり，幹事事業者以外の事業者の中から副幹事事業者を選

出する。また支援期間が長期化する場合は，幹事事業者，副幹事事業者を交代

することができる。 

(ｂ) 原子力事業者支援本部の運営について 

発災事業者は，協力を要請する際に，候補地の中から原子力事業者支援本部

の設置場所を決定し伝える。当社は，放射性物質が放出された場合を考慮し，

あらかじめ原子力事業者支援本部候補地を再処理事業所から半径５ｋｍ（原子

力災害対策指針における原子力災害対策重点区域：ＵＰＺ）圏外に設定してい

る。 

原子力事業者支援本部設置後は，緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイト

センター）に設置される原子力災害合同対策協議会と連携を取りながら，発災

事業者との協議の上，協力事業者に対して具体的な業務の依頼を実施する。 

(５) その他組織による支援 

原子力事業者は，福島第一原子力発電所の事故対応の教訓を踏まえ，原子力

災害が発生した場合に多様, かつ, 高度な災害対応を可能とする原子力緊急

事態支援組織を設立し，平成 25 年１月に，原子力緊急事態支援センターを共

同で設置した。 

原子力緊急事態支援センターは，平成 28 年３月に体制の強化及び資機材の

更なる充実化を図り，平成 28 年 12 月より美浜原子力緊急事態支援センターと

して本格的に運用を開始した。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（8/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

美浜原子力緊急事態支援センターは，発災事業者からの原子力災害対策活動

に係る要請を受けて以下の内容について支援する。 

なお，美浜原子力緊急事態支援センターにおいて平常時から実施している，

遠隔操作による災害対策活動を行うロボット操作技術等の訓練には当社の原

子力防災要員も参加し，ロボット操作技術の修得による原子力災害対策活動能

力の向上を図っている。 

ａ．発災事業者からの支援要請 

発災事業者は，原災法 10 条に基づく通報後，原子力緊急事態支援組織の支

援を必要とするときは，美浜原子力緊急事態支援センターに原子力災害対策活

動に係る支援を要請する。 

ｂ．美浜原子力緊急事態支援センターによる支援の内容 

美浜原子力緊急事態支援センターは，発災事業者からの支援要請に基づき，

美浜原子力緊急事態支援センター要員の安全が確保される範囲において以下

の業務を実施することで，発災事業者の事故収束活動を積極的に支援する。 

(ａ) 美浜原子力緊急事態支援センターから支援拠点までの，美浜原子力緊急事

態支援センター要員の派遣や資機材の搬送。 

(ｂ) 支援拠点から発災事業所の災害現場までの資機材の搬送。 

(ｃ) 発災事業者の災害現場における線量当量率をはじめとする環境情報収集

の支援活動。 

(ｄ) 発災事業者の災害現場における作業を行う上で必要となるアクセスルー

トの確保作業の支援活動。 

(ｅ) 支援活動に必要な範囲での，放射性物質の除去等の除染作業の支援活動。 

ｃ．美浜原子力緊急事態支援センターの支援体制 

(ａ) 事故時 

ⅰ．原子力災害発生時，事故が発生した事業者からの出動要請を受け，要員及

び資機材を美浜原子力緊急事態支援センターから迅速に搬送する。 

ⅱ．事故が発生した事業者の指揮の下，協同で遠隔操作可能なロボット等を用

いて現場状況の偵察，線量当量率の測定，がれき等屋外障害物の除去による

アクセスルートの確保，屋内障害物の除去や機材の運搬等を行う。 

(ｂ) 平常時 

ⅰ．緊急時の連絡体制（24 時間体制）を確保し，出動計画を整備する。 

ⅱ．ロボット等の操作訓練や必要な資機材の調達及び維持管理を行う。 

ⅲ．訓練等で得られたノウハウや経験に基づく改良を行う。 

(ｃ) 要員 

ⅰ．21 人 

(ｄ) 資機材 

ⅰ．遠隔操作資機材（小型ロボット，中型ロボット，無線重機，無線ヘリコプ

ター） 

ⅱ．現地活動用資機材（放射線防護用資機材，放射線管理用及び除染用資機材，

作業用資機材，一般資機材） 

ⅲ．搬送用車両（ワゴン車，大型トラック，中型トラック） 

(６) 支援拠点 

福島第一原子力発電所事故において，発電所外からの支援に係る対応拠点と

して Jヴィレッジを活用したことを踏まえ，再処理施設においても同様な機能

を配置する候補地点をあらかじめ選定し，必要な要員及び資機材を確保する。 

候補地点の選定に当たっては，放射性物質が放出された場合を考慮し，再処

理施設から半径５ｋｍ圏外の地点に選定する。 

再処理事業所再処理事業部原子力事業者防災業務計画においては，第一千歳

平寮を支援拠点として定めている。 

原災法 10 条に基づく通報の判断基準に該当する事象が発生した場合，全社

対策本部長は，原子力事業所災害対策の実施を支援するための再処理施設周辺

の拠点として支援拠点の設置を指示し，支援拠点の責任者を指名する。また，

全社対策本部長は，支援計画を策定して支援拠点の責任者に実行を指示すると

ともに，再処理施設の災害対応状況，要員及び資機材の確保状況等を踏まえて，

効果的な支援ができるように適宜見直しを行う。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（9/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

支援拠点の責任者は，支援計画に基づき，全社対策本部及び関係機関と連携

して，再処理施設における災害対策活動を支援する。防災組織全体図を第 5.1.3

－２図に示す。 

また，支援拠点で使用する資機材は，第一千歳平寮等にて確保しており，定

期的に保守点検を行い，常に使用可能な状態に整備する。 

なお，資機材ついては，再処理施設内であらかじめ用意された資機材により，

事故発生後７日間は事故収束対応が維持でき，また，事象発生後６日間までに

外部から支援を受けられる計画としている。 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

再処理事業者において、重大事故等に的確かつ

柔軟に対処できるよう、あらかじめ手順書を整備

し、訓練を行うとともに人員を確保する等の必要

な体制の適切な整備が行われているか、又は整備

される方針が適切に示されていること。 

 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）再処理事業者において、全ての交流電源及び

常設直流電源系統の喪失、安全機能を有する施

設の機器若しくは計測器類の多重故障が、単独

で、同時に又は連鎖して発生すること等を想定

し、限られた時間の中において、再処理施設の

状態の把握及び実施すべき重大事故等対策に

ついて適切な判断を行うため、必要となる情報

の種類、その入手の方法及び判断基準を整理

し、まとめる方針であること。 

5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備 

重大事故等に的確，かつ，柔軟に対処できるように，手順書を整備し，教育

及び訓練を実施するとともに，必要な体制を整備する。 

(１) 再処理施設の重大事故の特徴 

再処理施設で取り扱う使用済燃料の崩壊熱は，原子炉から取り出した後の冷

却期間により低下している。再処理施設は，基本的に常温，常圧で運転してい

ることから，重大事故に至るおそれのある安全機能の喪失から重大事故発生ま

での事象進展が緩やか（設備の温度上昇や圧力低下等のパラメータの変動まで

に一定程度の時間を要する）であり，時間余裕がある。したがって，重大事故

に至るおそれのある安全機能の喪失と判断した後，対策の準備とその後の対策

を確実に実施することが可能である。また，放射性物質を閉じ込めるための安

全機能の喪失に至った場合であっても，大気中への放射性物質の放出に至るま

での時間余裕がある。 

一方で，再処理施設は，同時に複数の工程を運転するため，放射性物質も多

数の建屋及び機器に分散しており，設備及び機器により内包する放射性物質量

が異なることから，重大事故に至るまでの時間余裕もそれぞれ異なる。また，

放射性物質の形態が工程によって異なるため，大気中へ放射性物質を放出する

重大事故の形態も多様である。 

重大事故には，その発生を警報により検知する重大事故及び安全機能の喪失

により判断する重大事故がある。発生を警報により検知する重大事故について

は，制御建屋の中央制御室における安全系監視制御盤，監視制御盤等により事

故の発生を瞬時に検知し，事故発生を判断して直ちに重大事故の対策を行う。

制御建屋 1階平面図を第 5.1.4－１図に示す。 

安全機能の喪失により，発生のおそれを検知する重大事故等については，通

常の運転状態の監視により異常を検知し，復旧操作により，安全機能が回復で

きない場合には，安全機能の喪失と判断し，直ちに重大事故等の対策準備を開

始する。 

a．発生を警報により検知する重大事故 

(a) 臨界事故 

(b) ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

ｂ．安全機能の喪失により判断する重大事故等 

(a) 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

(b) 放射線分解により発生する水素による爆発 

(c) 燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失 

(2) 平常運転時の監視から対策開始までの流れ 

平常運転時の監視から対策開始までの基本的な流れを第 5.1.4－２図，第

5.1.4－３図に示す。自然災害については，前兆事象を確認した時点で手順

添付資料八 

8-5-251～

8-5-257 

 

一部記載あり。1月申請にて記載を充実する。 
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使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

書に基づき対応を実施する。自然災害における対策の開始までの流れを第

5.1.4－４図，第 5.1.4－５図に示す。 

a．平常運転時の監視 

平常運転時の監視は，制御室の安全監視制御盤及び監視制御盤にて流量，

温度等のパラメータが適切な範囲内であること，機器の起動状態及び受電状

態を定期的に確認し，記録する。 

また，機能喪失により事故に至る可能性がある安全機能について，対処の

制限時間を常時把握する。 

ｂ．異常の検知 

(ａ) 異常の検知は，制御室での状態監視及び巡視点検結果から，警報発

報，運転状態の変動，動的機器の故障及び静的機器の損傷等の異常の発生に

より行う。 

臨界警報の発報を確認した場合は，臨界事故発生と判断し，第 5－１表に

示す「1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等」へ移行する。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生による警報の発報を確認した場

合は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生と判断し，第 5－１表に示す

「1.4 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等」へ移行す

る。 

(ｂ) 地震時においては，揺れが収まったことを確認してから，速やかに監視制

御盤等にて警報発報を確認する。 

(ｃ) 火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した場合は，設

備の運転状態の監視を強化するとともに，事前の対応作業として，手順書に

基づき，可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中型移送ポンプ等の建屋

内への移動，可搬型建屋外ホースの敷設及び除灰作業の準備を実施する。ま

た，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 

ｃ．安全機能の回復操作 

回復操作は，発報した警報に対応する警報対応手順書を参照し，あらかじ

め定められた対応を行い，異常状態の解消を図ることにより行う。 

(ａ) 内部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流量低

警報が発報した場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認による故障

の判断及び回復操作を行う。 

(ｂ) 外部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流量低

警報が発報した場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認による故障

の判断及び回復操作を行う。 

(ｃ) 安全空気圧縮装置故障警報又は安全圧縮空気系の圧力低警報が発報した

場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認による故障の判断及び回復

操作を行う。 

(ｄ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設における安全冷却水系冷却水循環

ポンプの故障警報，プール水冷却系ポンプの故障警報又は補給水設備ポンプ

の故障警報が発報した場合は，警報対応手順書にしたがって，現場確認によ

る故障の判断及び回復操作を行う。 

(ｅ) 母線電圧低警報及び非常用発電機故障警報が発報した場合は警報対応手

順書にしたがって，現場確認による故障の判断及び回復操作を行う。 

ｄ．安全機能喪失の判断 

回復操作により異常状態からの回復ができず，動的機器の多重故障又は全

交流動力電源の喪失に至る場合には，安全機能の喪失と判断する。 

ただし，地震を要因とする動的機器の多重故障，全交流動力電源の喪失又

は安全系監視制御盤の機能喪失の場合は，回復操作を実施せず安全機能の喪

失と判断する。 

なお，地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失又は安

全系監視制御盤の機能喪失の場合は，第 5－１表に示す「1.0 地震を要因と

する重大事故等における対応手順等（共通）」へ移行し，対策活動に先立ち現

場環境確認等を行う。 

(ａ) 内部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流量低

警報が発報後，回復操作による異常状態からの回復ができず，動的機器の多

重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，発生した建屋個別で第 5－
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（11/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

１表に示す「1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等」

へ移行する。 

(ｂ) 外部ループの安全冷却水循環ポンプ故障警報又は安全冷却水系の流量低

警報が発報後，回復操作による異常状態からの回復ができず，動的機器の多

重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.2 冷

却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等」及び「1.3 放射線分

解により発生する水素による爆発に対処するための手順等」へ移行する。 

(ｄ) 安全空気圧縮装置故障警報又は安全圧縮空気系の圧力低警報が発報後，回

復操作による異常状態からの回復ができず，安全圧縮空気系の動的機器の多

重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.3 放

射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手順等」へ移行す

る。 

(ｅ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設における安全冷却水系冷却水循環

ポンプの故障警報，プール水冷却系ポンプの故障警報又は補給水設備ポンプ

の故障警報が発報後，回復操作による異常状態からの回復ができず，動的機

器の多重故障に至る場合は，安全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.5 

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」へ移行する。 

(ｆ) 母線電圧低警報及び非常用発電機故障警報が発報後，回復操作による異常

状態からの回復ができず，全交流動力電源の喪失に至る場合は，安全機能の

喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対

処するための手順等」，「1.3 放射線分解により発生する水素による爆発に対

処するための手順等」及び「1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等」

へ移行する。 

(ｇ) 火山の影響により外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電機の多重故障

が発生した場合は，安全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.2 冷却

機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等」，「1.3 放射線分解によ

り発生する水素による爆発に対処するための手順等」及び「1.5 使用済燃料

貯蔵槽の冷却等のための手順等」へ移行する。 

また，火山の影響により安全冷却水系の冷却塔が機能喪失した場合は，安

全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.2 冷却機能の喪失による蒸発

乾固に対処するための手順等」，「1.3 放射線分解により発生する水素による

爆発に対処するための手順等」及び「1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のため

の手順等」へ移行する。 

火山の影響により安全圧縮空気系の空気圧縮機が機能喪失した場合は，安

全機能の喪失と判断し，第 5－１表に示す「1.3 放射線分解により発生する

水素による爆発に対処するための手順等」へ移行する。 

異常の検知から安全機能の喪失までの判断を第 5.1.4－1 表に示す。(3) 

手順書の整備重大事故等対策時において，事象の種類及び事象の進展に応じ

て重大事故等に的確，かつ，柔軟に対処できるように重大事故等発生時対応

手順書を整備する。 

ａ．全ての交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失，安全機能を有する施設

の機器若しくは計測器類の多重故障が，単独で，同時に又は連鎖して発生し

た状態において，限られた時間の中で，再処理施設の状態の把握及び重大事

故等対策の適切な判断を行うため，必要な情報の種類，その入手の方法及び

判断基準を明確にし，重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等の対処のために把握することが必要なパラメータのうち，再処

理施設の状態を直接監視するパラメータを再処理施設の状態を監視するパ

ラメータの中からあらかじめ選定し，計器の故障時に再処理施設の状態を把

握するための手順及び計測に必要な計器電源が喪失した場合の手順を重大

事故等発生時対応手順書に整備する。 

また，選定した直接監視するパラメータが計器の故障等により計測できな

い場合は，可搬型計器を現場に設置し，定期的にパラメータ確認を行うこと

を重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

具体的には，第 5－１表に示す「1.10 事故時の計装に関する手順等」の内

容を含むものとする。 

中央制御室には，昼夜にわたり，再処理施設に影響を及ぼす可能性のある

自然現象等(森林火災，草原火災，航空機落下，近隣工場等の火災等)の発生
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（12/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

を確認するための暗視機能を有する監視カメラの表示装置並びに敷地内の

気象観測関係の表示装置を設ける。また，火災発生等を確認した場合に消火

活動等の対策に着手するための判断基準を明確にした手順書を整備する。 

 

ｂ）再処理事業者において、重大事故の発生を防

ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあ

らかじめ明確化する方針であること。 

 

ｂ．重大事故等の発生及び拡大を防ぐために最優先すべき操作等の判断基準を

あらかじめ明確にし，限られた時間の中で実施すべき重大事故等への対処につ

いて各役割に応じて対処できるよう，以下のとおり重大事故等発生時対応手順

書を整備する。 

全交流動力電源喪失時等において，準備に長時間を要する可搬型重大事故等

対処設備を必要な時期に使用可能とするため，準備に要する時間を考慮の上，

明確な手順着手の判断基準を重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

警報発報により発生を検知する重大事故については，当該重大事故への対処

において，放射性物質を再処理施設内に可能な限り閉じ込めるための対処等を

重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策については，発生防止対策の結

果に基づき，拡大防止対策の実施を判断するのではなく，安全機能の喪失によ

り，重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策の実施を同時に判断すること

を重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

重大事故等対策を実施する際の優先順位については，重大事故の発生を仮定

する機器の時間余裕が短いものから実施する。 

冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による

爆発については原則として，まず，高性能粒子フィルタ等により放射性物質を

可能な限り除去した上で排気できるよう，既存の排気設備の他，放射性物質の

浄化機能を有する代替策を追加することにより，管理放出するための重大事故

等対策を優先し，その後に冷却機能及び水素掃気機能の代替手段としての重大

事故等対策を実施する。これらの対策を記載した重大事故等発生時対応手順書

を整備する。 

重大事故等の発生防止対策，拡大防止対策については，いずれの対策も不測

の事態に備えて，原則として事象発生予測時間の２時間前までに完了するよ

う，手順を重大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等への対処を実施するに当たり，作業に従事する要員の過度な放射

線被ばくを防止するため，放射線被ばく管理に係る対応について重大事故等発

生時対応手順書に整備する。 

重大事故等発生時の被ばく線量管理は，個人線量計による被ばく線量管理及

び管理区域での作業時間管理によって行う。１作業あたりの被ばく線量が 10ｍ

Sｖ以下とすることを目安に計画線量を設定し，作業者の被ばく線量を可能な

限り低減できるようにする。また，１作業あたりの被ばく線量が 10ｍSｖ以下

での作業が困難な場合は，緊急作業における線量限度である 100ｍSｖ又は 250

ｍSｖを超えないよう管理する。その場合においても，作業者の被ばく線量が

可能な限り低減できるよう，段階的に計画線量を設定する。 

建屋内の重大事故等対策の作業については，作業負荷の観点から１回当たり

１時間 30 分以内を目安とし，当該作業後に他の作業を行う場合には，30 分の

休憩時間を確保する。 

建屋外の重大事故等対策の作業については，予備要員を３人確保し，交代で

休憩をとりながら作業を行う。また，可搬型中型移送ポンプや大型移送ポンプ

車の連続運転中の監視作業は，２人の監視要員が１時間交代で休憩をとりなが

ら監視を行う。 

地震時においては，監視制御盤等により安全機能の喪失を判断するための情

報を把握した時点を起点として，安全機能の喪失の判断に 10 分間を要するも

のと想定する。そのため，重大事故等の対策に必要な要員の評価等においては，

重大事故等への対処のうち判断に基づき実施する操作及び作業は，安全機能の

喪失を判断するための情報の把握から 10 分後以降に開始するものとする。 

 

添付資料八 

8-5-257～

259 

表 

8-5-288～

289 

1 月申請予定。 

ｃ）再処理事業者において、財産（設備等）保

護よりも安全を優先する方針が適切に示さ

れていること。 

 

ｃ．財産（設備等）保護よりも安全を優先する共通認識を持ち，行動できるよ

う，社長は，あらかじめ方針を示す。 

重大事故等時の対処においては，財産（設備等）保護よりも安全を優先する

方針に基づき定めた重大事故等発生時対応手順書を整備し，判断基準を明記す

添付資料八 

8-5-259～

260 

 

1 月申請予定。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（13/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

る。重大事故等対策時においては，統括当直長（実施責任者）が躊躇せず判断

できるように，財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基づき，判断

基準を定めた重大事故等発生時対応手順書を整備する。 

重大事故等対策時の非常時対策組織の活動において，重大事故等対策を実施

する際に，再処理事業部長（非常時対策組織本部長）は，財産（設備等）保護

よりも安全を優先する方針に従った判断を実施する。 

 

ｄ）再処理事業者において、事故の進展状況に

応じて具体的な重大事故等対策を実施する

ための手順書を適切に定める方針であるこ

と。なお、手順書が、事故の進展状況に応じ

ていくつかの種類に分けられる場合は、それ

らの構成が明確化され、かつ、各手順書相互

間の移行基準を明確化する方針であること。 

ｄ．事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策を実施するため，実施組

織用及び支援組織用の手順書を適切に定める。手順書が事故の進展状況に応じ

ていくつかの種類に分けられる場合は，それらの構成を明確化し，かつ，各手

順書相互間の移行基準を明確化する。各手順書は，重大事故等対策を的確に実

施するために，事故の進展状況に応じて，以下のように構成し定める。重大事

故等発生時対応手順書を含む 

文書体系を第 5.1.4－６図に示す。 

(ａ) 運転手順書 

再処理施設の平常運転（操作項目，パラメータ等の確認項目，操作上の注

意事項等）を記載した手順書 

(ｂ) 警報対応手順書 

制御室及び現場制御盤に警報が発生した際に，警報発生原因の除去あるい

は設備を安全な状態に維持するために必要な対応を警報ごとに記載した手

順書 

(ｃ) 重大事故等発生時対応手順書 

複数の設備の故障等による異常又は重大事故に至るおそれがある場合に

必要な対応を重大事故事象ごとに記載した手順書は，以下のとおりとする。 

ⅰ．重大事故への進展を防止するための発生防止手順書 

ⅱ．重大事故に至る可能性がある場合，事故の拡大を防止するための手順書（放

射性物質の放出を防止するための手順書を含む） 

警報対応手順書で対応中に機器の多重故障が発生し，安全機能の回復がで

きない場合には，統括当直長（実施責任者）が安全機能の喪失と判断し，重

大事故等発生時対応手順書へ移行する。 

さらに，重大事故等発生時対応手順書で対応中に発生防止及び拡大防止

（影響緩和含む）への措置がすべて機能しない場合は，大規模損壊発生時対

応手順書へ移行する。 

大気及び海洋への放射性物質の拡散の抑制，制御室，監視測定設備，緊急

時対策所並びに通信連絡設備に関する手順書を整備する。 

重大事故等発生時対応手順書は，事故の進展状況に応じて構成を明確化

し，手順書相互間を的確に移行できるよう，移行基準を明確にする。 

重大事故等発生時の対策のうち，要員に余裕があった場合のみに実施でき

るもの， 特定の状況下においてのみ有効に機能するもの， 対処に要する手

順が多いこと等により，対処に要する時間が重大事故等対処設備を用いた対

処よりも長いものは，自主対策として位置づける。 

自主対策については，重大事故等の対処に悪影響を与えない範囲で実施す

ることをこれらの手順書に明記する。 
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図 

8-5-299 

1 月申請予定。 

ｅ）再処理事業者において、具体的な重大事故

等対策実施の判断基準として必要なパラ

メータを手順書に明記する方針であること。

また、重大事故等対策実施時のパラメータ挙

動予測、影響評価すべき項目及び監視パラ

メータ等を、手順書に整理する方針であるこ

と。 

 

ｅ．重大事故等対策実施の判断基準として確認する温度，圧力，水位等の計測

可能なパラメータを整理し，重大事故等発生時対応手順書に明記する。また，

重大事故等対策実施時におけるパラメータの挙動予測，影響評価すべき項目及

び監視パラメータ等を，重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

重大事故等の対処のために把握することが必要なパラメータのうち，再処理

施設の状態を直接監視するパラメータを，あらかじめ選定し，運転手順書及び

重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

重大事故等発生時対応手順書には，耐震性，耐環境性のある計測機器での確

認の可否，記録の可否，直流電源喪失時における可搬型計器による計測可否等

の情報を明記する。 

再処理施設の状態を監視するパラメータが故障等により計測不能な場合に

おける他のパラメータによる推定方法を重大事故等発生時対応手順書に明記

する。 
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一部記載あり。1月申請にて記載を充実する。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（14/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

有効性評価等にて整理した有効な情報は，実施組織要員である当直（運転員）

が監視すべきパラメータの選定，状況の把握及び進展予測並びに対応処置の参

考情報とし，重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

また，有効性評価等にて整理した有効な情報は，支援組織が支援するための

参考情報とし，重大事故等発生時支援実施手順書に整理する。 

 

ｆ）再処理事業者において、前兆事象を確認し

た時点で、必要に応じて事前の対応(例えば

大津波警報発令時の再処理施設の各工程の

停止操作)等ができる手順を整備する方針で

あること。 

 

ｆ．前兆事象として把握ができるか，重大事故等を引き起こす可能性があるか

を考慮して，設備の安全機能の維持及び事故の未然防止対策をあらかじめ検討

し，前兆事象を確認した時点で，必要に応じて事前の対応ができる体制及び手

順書を整備する。 

対処により重大事故等に至ることを防止できる自然現象については，施設周

辺の状況に加えて，気象庁発表の警報等を踏まえた進展を予測し，施設の安全

機能の維持及び事故の防止措置を講ずるため，必要に応じて事前の対応ができ

る体制及び手順書を整備する。 

大津波警報が発表された場合に，再処理施設を安定な状態に移行させるた

め，原則として各工程の停止操作を実施するための手順書を整備する。 

台風の通過が想定される場合に，屋外設備の暴風雨対策及び巡視点検を強化

するため，必要に応じて事前の対応を実施するための手順書を整備する。 

竜巻の発生が予想される場合に，車両の退避又は固縛の実施，クレーン作業

の中止等，設計竜巻から防護する施設を防護するため，必要に応じて事前の対

応を実施するための手順書を整備する。 

火山の影響により，降灰予報(「やや多量」以上)を確認した場合に，事前の

対応作業として，可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中型移送ポンプ等

の建屋内への移動，可搬型建屋外ホースの敷設を実施するための手順書並びに

除灰作業を実施するための手順書を整備する。 

設計基準を上回る規模の積雪が予想される場合に，降雪の状況に応じて除雪

作業を実施するための手順書を整備する。 

干ばつ及び湖若しくは川の水位低下が発生した場合に，再処理施設を安定な

状態に移行させるため，原則として各工程を停止するための手順書を整備す

る。また，必要に応じて外部からの給水作業を実施するための手順書を整備す

る。 

その他の前兆事象を伴う事象については，気象情報の収集，巡視点検の強化

及び前兆事象に応じた事故の未然防止の対応ができる手順書を整備する。 
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1 月申請予定。 

ｇ）有毒ガス発生時の制御室の運転員、緊急時対

策所において重大事故等に対処するために必

要な要員及び重大事故等対処上特に重要な操

作（常設設備と接続する屋外に設けられた可搬

型重大事故等対処設備（再処理施設の外から水

又は電力を供給するものに限る。）の接続をい

う。）を行う要員（以下「運転・対処要員」とい

う。）の防護に関し、次の①から③に掲げる措置

を講じることが定められていること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有

毒ガス防護のための判断基準値以下とするた

めの手順と体制を整備すること。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、制

御室の運転員及び緊急時対策所における重大

事故等に対処するために必要な指示を行う要

員のうち初動対応を行う者に対する防護具の

配備、着用等運用面の対策を行うこと。 

③ 事業指定基準規則第４７条等に規定する通信

連絡設備により、有毒ガスの発生を制御室の運

転員から、当該運転員以外の運転・対処要員に

知らせること。 

 

 

 8-添 1-

1132 

第 10-4 表 

各対策で

の判断基

準（4/4） 

1 月申請予定。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（15/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

２ 訓練は、以下によること。 

ａ）再処理事業者において、重大事故等対策は

幅広い再処理施設の状況に応じた対策が必

要であることを踏まえ、その教育訓練等は重

大事故等時の再処理施設の挙動に関する知

識の向上を図ることのできるものとする方

針であること。 

(4) 訓練の実施 

重大事故等対策を実施する要員に対し，重大事故等対策時における事故の種

類及び事故の進展に応じて的確, かつ，柔軟に対処するために必要な力量を確

保するため，教育及び訓練を計画的に実施する。 

必要な力量の確保については，平常運転時の実務経験を通じて付与される力

量を考慮する。 

また， 事故時対応の知識及び技能について，重大事故等対策を実施する要

員の役割に応じた教育及び訓練を定められた頻度及び内容で計画的に実施す

ることにより，重大事故等対策を実施する要員の力量の維持及び向上を図る。 

教育及び訓練の頻度と力量評価の考え方は，以下の基本方針に基づき教育訓

練の計画を定め，実施する。 

ａ．基本方針 

(ａ) 重大事故等対策を実施する要員に対し必要な教育及び訓練を年１回以上

実施し，評価することにより，力量が維持されていることを確認する。 

(ｂ) 重大事故等対策を実施する要員が力量の維持及び向上を図るためには，各

要員の役割に応じた教育及び訓練を受ける必要がある。各要員の役割に応じ

た教育及び訓練を計画的に繰り返すことにより，各手順を習熟し，力量の維

持及び向上を図る。 

(ｃ) 重大事故等対策を実施する要員の力量評価の結果に基づき教育及び訓練

の有効性評価を行い，年１回の実施頻度では力量の維持が困難と判断される

教育及び訓練については，年２回以上実施する。 

(ｄ) 重大事故等対策における制御室での操作及び動作状況確認等の短時間で

実施できる操作以外の作業や操作については，第 5－２表の「重大事故等対

策における操作の成立性」に必要な重大事故等に対処する要員数及び想定時

間にて対応できるように，教育及び訓練により効果的，かつ， 確実に実施で

きることを確認する。 

(ｅ) 教育及び訓練の実施結果により，手順，資機材及び体制について改善要否

を評価し，必要により手順，資機材の改善，体制，教育及び訓練計画への反

映を行い，力量を含む対応能力の向上を図る。 

重大事故等対策を実施する要員に対して，重大事故等対策時における事故

の種類及び事故の進展に応じて的確，かつ，柔軟に対処できるように，重大

事故等対策を実施する要員の役割に応じた教育及び訓練を実施し，計画的に

評価することにより力量を付与し，運転開始前までに力量を付与された重大

事故等対策を実施する要員を必要人数配置する。 

重大事故等対策を実施する要員を確保するため，以下の基本方針に基づき

教育及び訓練を実施する。 

計画（Ｐ），実施（Ｄ），評価（Ｃ），改善（Ａ）のプロセスを適切に実施し，

ＰＤＣＡサイクルを回すことで，必要に応じて手順書の改善，体制の改善等

の継続的な重大事故等対策の改善を図る。 
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一部記載あり。1月申請にて記載を充実する。 

ｂ）再処理事業者において、重大事故等対策を

実施する要員の役割に応じて、定期的に知識

ベースの向上に資する教育を行うとともに、

下記３ａ）に規定する実施組織及び支援組織

の実効性等を総合的に確認するための演習

等を計画する方針であること。 

ｂ．教育及び訓練の実施 

(ａ) 重大事故等対策は，再処理施設の状況に応じた幅広い対策が必要であるこ

とを踏まえ，重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，重大事故等時

の再処理施設の挙動に関する知識の向上を図る教育及び訓練を実施する。重

大事故等対策時に再処理施設の状態を早期に安定な状態に導くための的確

な状況把握，確実及び迅速な対応を実施するために必要な知識について，重

大事故等対策を実施する要員の役割に応じた，教育及び訓練を計画的に実施

する。 

(ｂ) 重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，定期的に重大事故等対策

に係る知識ベースの理解の向上に資する教育を行う。また，重大事故等対策

に関する基本的な知識，施設のプロセスの原理，安全設計及び対処方法につ

いて，教育により修得した知識の維持及び向上を図るとともに，日常的な施

設の操作により，習得した操作に関する技能についても維持及び向上を図

る。 

現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員が，作業に習熟し必要な

作業を確実に完了できるように，重大事故等対策を実施する要員の役割分担
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1 月申請予定。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（16/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

及び責任者などを定め，連携して一連の活動を行う訓練を計画的に実施す

る。 

重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じて，重大事

故等対策時の再処理施設の状況の把握，的確な対応操作の選択， 

確実な指揮命令の伝達等の一連の非常時対策組織の機能，非常時対策組織

における支援組織の位置付け，実施組織と支援組織の連携を含む非常時対策

組織の構成及び手順書の構成に関する机上教育を実施するとともに，重大事

故等対策を実施する要員の役割に応じて，重大事故等対策に係る訓練を実施

する。 

重大事故等対策時の再処理施設の状況の把握，的確な対応操作の選択等，

実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための訓練等を計画

的に実施する。 

重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じて，知識の

向上と手順書の実効性を確認するため，模擬訓練を実施する。また，重大事

故等対策時の対応力を養成するため，手順に従った対応中において判断に用

いる監視計器の故障や作動すべき機器の不作動等，多岐にわたる機器の故障

を模擬し，関連パラメータによる事象判断能力，代替手段による復旧対応能

力等の運転操作の対応能力向上を図る。 

重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じて，再処理

施設の安全機能の回復のために必要な電源確保及び可搬型重大事故等対処

設備を使用した対応操作を習得することを目的に，手順や資機材の取扱い方

法の習得を図るための訓練を，訓練ごとに頻度を定めて実施する。訓練では，

訓練ごとの訓練対象者全員が実際の設備又は訓練設備を操作して訓練を実

施する。 

 

ｃ）再処理事業者において、普段から保守点検

活動を自らも行って部品交換等の実務経験

を積むことなどにより、再処理施設及び予備

品等について熟知する方針であること。 

(ｃ) 重大事故等対策時において復旧を迅速に実施するために，平常時から保守

点検活動を社員自らが行って，部品交換等の実務経験を積むこと等により，

再処理施設，予備品等について熟知する。 

当直（運転員）は，平常運転時に実施する項目を定めた手順書に基づき，

設備の巡視点検，定期試験及び運転に必要な操作を自らが行う。 

現場における設備の点検においては，マニュアルに基づき，隔離の確認，

外観目視点検，試運転等の重要な作業ステップをホールドポイントとし立会

確認を行うとともに，工事要領書の内容確認及び作業工程検討等の保守点検

活動を社員自らが行う。さらに， 重大事故等対策時からの設備復旧に係わ

る要員は，要員の役割に応じて，研修施設等にてポンプ及び空気圧縮機の分

解点検及び部品交換，並びに補修材による応急措置の実習を協力会社ととも

に実施することにより技能及び知識の向上を図る。 

重大事故等対策については，重大事故等対策を実施する要員が，要員の役

割に応じて，可搬型重大事故等対処設備の設置，配管接続，ケーブルの敷設

及び接続，放出される放射性物質の濃度の測定，線量の測定，アクセスルー

トの確保及びその他の重大事故等対策の資機材を用いた訓練を行う。 

重大事故等対策を実施する要員のうち自衛消防組織の消火班の要員は，初

期消火活動を実施するための消防訓練を定期的に実施する。 

再処理施設とウラン・プルトニウム混合酸化物燃料加工施設（以下「ＭＯ

Ｘ燃料加工施設」という。）の各要員の教育及び訓練は，連携して行うことで

必要な知識の向上及び技能の習得を図る。 

統括当直長は，重大事故等発生時及び大規模損壊時の各事象発生時に的確

に判断することが求められるため，総合的に教育及び訓練を実施する。 

小型船舶，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車，監視測

定用運搬車, けん引車，ホイールローダ及びタンクローリについては，有資

格者により取扱いを可能とし，教育及び訓練を実施することで技能の維持及

び向上を図る。 

 

添付資料八 

8-5-267～

268 

1 月申請予定。 

ｄ）再処理事業者において、高線量下、夜間、

悪天候下等の厳しい環境条件を想定した事

故時対応訓練を行う方針であること。 

(d) 重大事故等対策を実施する要員は，重大事故等対策及び重大事故等発生後

の復旧を迅速に実施するため，高線量下を想定した訓練及び放射線防護具等

を使用する訓練並びに夜間の視界不良及び悪天候下の厳しい環境条件を想

定した事故時対応訓練を行う。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（17/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

また，あらかじめ定めた連絡体制に基づき，夜間及び休日（平日の勤務時

間帯以外）を含めて必要な重大事故等の対策を行う要員を非常招集できるよ

うに，アクセスルート等を検討するとともに, 非常時対策組織要員の対象者

に対して計画的に通報連絡訓練を実施する。 

 

ｅ）再処理事業者において、設備及び事故時用

の資機材等に関する情報並びにマニュアル

が即時に利用できるよう、普段から保守点検

活動等を通じて準備し、及びそれらを用いた

事故時対応訓練を行う方針であること｡ 

(e) 重大事故等対策を実施する要員は，重大事故等対策時の対応や事故後の復

旧を迅速に実施するため，設備及び事故時用の資機材等に関する情報及び手

順書並びにマニュアルが即時に利用できるよう，平常時から保守点検活動等

を通じて準備し，それらの情報及び手順書並びにマニュアルを用いた事故時

対応訓練を行う。 

それらの情報及び手順書並びにマニュアルを用いて，事故時対応訓練を行

うことで，設備資機材の保管場所，保管状態を把握し，取扱いの習熟を図る

とともに，資機材等に関する情報及び手順書の管理を実施する。 
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３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）再処理事業者において、重大事故等対策を

実施する実施組織及びその支援組織の役割

分担及び責任者などを定め、効果的な重大事

故等対策を実施し得る体制を整備する方針

であること。 

 

(5) 体制の整備 

重大事故等発生時において重大事故等に対応するための体制として，以下

の方針に基づき整備する。 

ａ．重大事故等対策を実施する実施組織及び支援組織の役割分担及び責任

者などを定め，指揮命令系統を明確にし,効果的な重大事故等対策を実施し

得る体制を整備する。 

重大事故等を起因とする原子力災害が発生するおそれがある場合又は発

生した場合に，事故原因の除去，原子力災害の拡大防止及びその他の必要な

活動を迅速，かつ，円滑に行うため，再処理事業部長（原子力防災管理者）

は，事象に応じて非常事態を発令し，非常時対策組織の非常招集及び通報連

絡を行い，非常時対策組織を設置して対処する。 

非常時対策組織は，再処理施設内の各工程で同時に重大事故等に至るおそ

れのある事故が発生した場合においても対応できるようにする。 

再処理事業部長（原子力防災管理者）は，非常時対策組織本部の本部長と

して，非常時対策組織の統括管理を行い，責任を持って原子力防災の活動方

針を決定する。 

非常時対策組織における指揮命令系統を明確にするとともに，指揮者であ

る非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）が不在の場合は，あら

かじめ定めた順位に従い，副原子力防災管理者がその職務を代行する。 

非常時対策組織は，本部長，副本部長，再処理工場長，核燃料取扱主任者，

連絡責任者及び支援組織の各班長で構成する非常時対策組織本部，重大事故

等対策を実施する実施組織，実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組

織及び実施組織が重大事故対策に専念できる環境を整える運営支援組織で

構成する。 

非常時対策組織において，指揮命令は非常時対策組織本部の本部長を最上

位に置き，階層構造の上位から下位に向かってなされる。一方，下位から上

位へは，実施事項等が報告される。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設との同時発災の場合においては，非常時対策組

織本部の副本部長として燃料製造事業部長及びＭＯＸ燃料加工施設の核燃

料取扱主任者を非常時対策組織本部に加え，非常時対策組織本部の本部長が

両施設の原子力防災の方針を決定する。非常時対策組織の構成を第 5.1.4－

２表，非常時対策組織の体制図を第 5.1.4－７，８図に示す。 

平常運転時の体制下での運転，日常保守点検活動の実施経験が非常時対策

組織での事故対応，復旧活動に活かすことができ，組織が効果的に重大事故

等対策を実施できるように，専門性及び経験を考慮した作業班の構成を行

う。 

火災発生時の消火活動は，非常時対策組織とは別組織の自衛消防組織（第

5.1.4－８図参照）のうち，消火班及び消火専門隊が実施する。 

b．非常時対策組織本部は，本部長，副本部長，再処理工場長，核燃料取扱主任

者，連絡責任者及び支援組織の各班長で構成し，緊急時対策所を活動拠点と

して，施設状況の把握等の活動を統括管理し，非常時対策組織の活動を統括

管理する。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（18/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

重大事故等対策時には支援組織要員を中央制御室へ派遣し，再処理施設や

中央制御室の状況及び実施組織の活動状況を非常時対策組織本部及び支援

組織に報告する。また，支援組織の対応状況についても支援組織の各班長よ

り適宜報告されることから，常に綿密な情報の共有がなされる。 

あらかじめ定めた手順にしたがって実施組織が行う重大事故等対策につ

いては，統括当直長（実施責任者）の判断により自律的に実施し，非常時対

策組織本部及び支援組織に実施の報告が上がってくることになる。 

核燃料取扱主任者は，重大事故等対策時の非常時対策組織において，その

職務に支障をきたすことがないように，独立性を確保する。核燃料取扱主任

者は，再処理施設の重大事故等対策に関し保安監督を誠実，かつ， 最優先に

行うことを任務とする。 

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）に重大事故等が発生した場合，核

燃料取扱主任者が保安の監督を誠実に行うことができるように，非常時対策

組織要員は，通信連絡設備により必要の都度，情報連絡（再処理施設の状況，

対策の状況）を行う。核燃料取扱主任者は得られた情報に基づき，再処理施

設の重大事故等対策に関し保安上必要な場合は非常時対策組織要員への指

示並びに非常時対策組織本部の本部長への意見具申及び対策活動への助言

を行う。 

非常時対策組織の機能を担う要員の規模は，対応する事故の様相及び事故

の進展や収束の状況により異なるが，それぞれの状況に応じて十分な対応が

可能な組織とする。 

 

ｂ）実施組織とは、運転員等により構成される

重大事故等対策を実施する組織をいう。 

 

c．実施組織は，当直（運転員）等により構成され，重大事故等対策を円滑に実

施できる体制とし，役割に応じて責任者を配置する。 

(ａ) 実施組織 

実施組織は，統括当直長を実施責任者とする。実施責任者（統括当直長）

は，重大事故等対策の指揮を執る。 

実施組織は，建屋対策班，建屋外対応班，通信班，放射線対応班，要員管

理班及び情報管理班で構成する。 

実施責任者（統括当直長）は，実施組織の建屋対策班の各班長，通信班長，

放射線対応班長，要員管理班長，情報管理班長を任命し，重大事故等対策の

指揮を執るとともに，対策活動の実施状況に応じ，支援組織に支援を要請す

る。 

また，実施責任者（統括当直長）又はあらかじめ指名された者は，実施組

織の連絡責任者として，事象発生時における対外連絡を行う。 

実施責任者（統括当直長）及び実施責任者（統括当直長）が任命した各班

長は，制御建屋を活動拠点としているが，制御建屋が使用できなくなる場合

には緊急時対策所に活動拠点を移す。 

ⅰ．実施組織の各班の役割 

(ⅰ) 建屋対策班は，制御建屋対策班，前処理建屋対策班，分離建屋対策班，精

製建屋対策班，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋対策班，ガラス固化建屋

対策班，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋対策班及びＭＯＸ燃料加工施設対策班

で構成する。 

(ⅱ) 建屋対策班は，各対策実施の時間余裕の算出，可搬型計器の設置を含む各

建屋における対策活動の実施及び各建屋の対策の作業進捗管理並びに各建

屋周辺の線量率確認及び可搬型設備の起動確認等を行う。 

また，地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失又は安

全系監視制御盤の機能喪失の場合には，対策活動に先立ち，現場環境確認（屋

内のアクセスルートの確認），可搬型通話装置の設置及び圧縮空気手動供給

ユニットの弁操作を行う。 

なお，建屋対策班の詳細な役割をⅱ項に示す。 

(ⅲ) 建屋外対応班は，屋外のアクセスルートの確保，貯水槽から各建屋近傍ま

での水供給及び可搬型重大事故等対処設備への燃料補給を行うとともに，工

場等外への放射性物質及び放射線の放出抑制並びに航空機墜落火災発生時

の消火活動を行う。 

(ⅳ) 通信班は，中央制御室において，所内携帯電話の使用可否の確認結果に応

じて，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トラン
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ｃ）実施組織は、再処理施設内の各工程で同時

に又は連鎖して重大事故に至るおそれのあ

る事故が発生した場合においても対応でき

る方針であること。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（19/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

シーバ（屋内用），可搬型トランシーバ（屋外用）の準備，確保及び設置を行

う。また，通信班は，通信連絡設備設置完了後は要員管理班へ合流する。 

(ⅴ) 放射線対応班は，可搬型排気モニタリング設備，可搬型環境モニタリング

設備及び可搬型気象観測設備の設置，重大事故等の対策に係る放射線並びに

放射能の状況把握，管理区域退域者の身体サーベイ,モニタリンクポスト等

への代替電源給電，実施組織要員の被ばく管理，制御室への汚染拡大防止措

置等を行う。 

また，実施組織要員又は自衛消防組織の消火班員若しくは消火専門隊員に

負傷者が発生した場合は，負傷者の汚染検査（除染等を含む）を行い，その

結果とともに，負傷者を支援組織の放射線管理班へ引き渡す。 

(ⅵ) 要員管理班は，中央制御室内の中央安全監視室において，中央制御室内の

要員把握を行うとともに，建屋対策班の依頼に基づき，中央制御室内の対策

作業員の中から各建屋の対策作業の要員の割り当てを行う。 

対策作業に先立ち実施する現場環境確認のため，実施責任者（統括当直長）

の指示に基づき，対策作業員の中から現場環境確認要員を確保する。 

また，実施組織要員又は自衛消防組織の消火班員若しくは消火専門隊員に

負傷者が発生した場合は，人命保護を目的に速やかに負傷者の救護を行い，

汚染検査のため，実施組織の放射線対応班へ引き渡す。 

(ⅶ) 情報管理班は，中央制御室内の中央安全監視室において時系列管理表の作

成，作業進捗管理表の作成及び作業進捗の管理，作業時間の管理，各建屋で

の対策実施に係る時間余裕の集約及び作業開始目安時間の集約を行う。 

ⅱ．建屋対策班の要員ごとの役割 

(ⅰ) 地震を要因とする全交流動力電源喪失による安全機能の喪失又は安全系

監視制御盤の機能喪失の場合 

建屋対策班の対策作業員は，建屋対策班長の指示に基づき，対策実施の時

間余裕の算出，作業開始目安時間の算出を行う。 

また，建屋対策班長は，対策作業に先立ち実施する現場環境確認のため，

実施責任者（統括当直長）の指示に基づき要員管理班が割り当てた要員に対

して現場環境確認（屋内のアクセスルートの確認），可搬型通話装置の設置

及び手動圧縮空気ユニットの弁操作を指示する。 

建屋対策班の現場管理者は，初動対応として，担当建屋近傍において，各

建屋周辺の線量率確認，可搬型発電機，可搬型排風機及び可搬型空気圧縮機

の起動確認を行う。 

地震を要因とする溢水及び化学薬品の漏えいに対しては，破損を想定する

機器について耐震対策を実施することにより基準地震動による地震力に対

して耐震性を確保する。 

しかしながら，現場環境確認時の建屋対策班の対策作業員の防護装備につ

いては，現場環境が悪化している可能性も考慮し，溢水，化学薬品の漏えい

等を考慮した装備とする。現場環境確認により施設状況を把握した後の建屋

対策班の対策作業員の防護装備については，手順書に定めた判断基準に基づ

き適切な防護装備を選定し，建屋対策班長と放射線対応班長が協議の上，実

施責任者（統括当直長）が判断し，放射線防護装備を決定する。 

建屋対策班の現場管理者は，対策作業員が実施した現場環境確認の結果を

通信設備を用いて建屋対策班長に報告し，建屋対策班長は，その結果に基づ

いて対策作業に使用するアクセスルートを決定するとともに，手順書に基づ

いた対策作業の実施を建屋対策班に指示する。 

建屋対策班は，要員管理班に対して対策作業に必要な作業員の確保を依頼

し，割り当てられた対策作業員により対策作業を行う。 

建屋対策班の現場管理者は，対策作業開始後，担当建屋の作業状況を通信

設備を用いて建屋対策班長へ伝達するとともに，担当建屋の対策の作業進捗

管理を行う。また，建屋対策班の現場管理者は，対策作業員に建屋対策班長

からの指示を伝達するともに，建屋内の状況や作業進捗状況等の情報収集を

行う。対策作業員に係る汚染管理として，各建屋入口にて対策作業員同士に

よる相互での身体サーベイを実施するとともに，必要に応じ簡易な除染又は

養生により，管理区域外への汚染拡大防止を図る。また，現場作業時は，携

行したサーベイメータにより線量率を把握する。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（20/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

建屋対策班長は，中央制御室内の中央安全監視室において，現場管理者か

らの担当建屋内の状況や作業進捗状況の報告に基づき，建屋内での作業状況

の把握及び実施責任者（統括当直長）への作業進捗状況の報告を行う。 

(ⅱ) 内的事象を要因とする安全機能の喪失の場合 

内的事象を要因とする場合，上記と同じ対応を行うが，建屋内の環境に変

化はないので，現場環境確認（屋内のアクセスルートの確認）は不要である。 

動的機器の多重故障により発生する内的事象については，故障の判断の

後，動的機器の回復操作を試みるが，１時間 30 分（地震を要因とする時の

現場環境確認に必要な時間）以内での回復ができない場合には，実施責任者

（統括当直長）が安全機能の喪失と判断し，重大事故等対策の作業を開始す

る。 

ＭＯＸ燃料加工施設において重大事故等が発生した場合，ＭＯＸ燃料加工

施設の当直長は，再処理施設の中央制御室内の中央安全監視室において，実

施責任者（統括当直長）のもとＭＯＸ燃料加工施設対策班長として，ＭＯＸ

燃料加工施設における状況確認及び活動状況の把握を行い，実施責任者（統

括当直長）への活動結果の報告を行う。 

ＭＯＸ燃料加工施設の対策はＭＯＸ燃料加工施設の当直（運転員）である

現場管理者，対策作業員が行う体制とし，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長が再

処理施設の制御建屋へ移動中は，ＭＯＸ燃料加工施設の現場管理者が指揮を

代行する。 

再処理施設において重大事故等が発生した場合，再処理施設の要員で重大

事故対策が実施できる体制とし，必要に応じてＭＯＸ加工施設の要員が対策

作業に加わる体制を整備する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と再処理施設との同時発災において，両施設の重大事

故等の対策に係る指揮は実施責任者（統括当直長）が行い，両施設の事故状

況に関わる情報収集や事故対策の検討等を行うことにより，情報の混乱や指

揮命令が遅れることのない体制を整備する。 

ＭＯＸ燃料加工施設のみに重大事故等が発生した場合，実施責任者（統括

当直長）は，運転手順書に基づき再処理施設の各工程を停止する操作を開始

し，再処理施設を安定な状態に移行させることとする。 

実施組織の構成を第 5.1.4－３表に示す。 

ｄ）支援組織として、実施組織に対して技術的

助言を行う技術支援組織及び実施組織が重

大事故等対策に専念できる環境を整える運

営支援組織等を設ける方針であること。 

 

d．支援組織として，実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織及び実施

組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営支援組織を設ける。 

非常時対策組織本部要員及び支援組織要員は，非常時対策組織の本部長の

指示に基づき中央制御室へ派遣する者を除き，緊急時対策所を活動拠点とす

る。 

また，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設のそれぞれの必要要員を確保す

ることにより，両施設の同時発災時においても，重大事故等対応を兼務して

対応できる体制を整備する。 

(a) 技術支援組織 

技術支援組織は，施設ユニット班，設備応急班及び放射線管理班で構成する。 

ⅰ．施設ユニット班は，運転部長又は代行者を班長とし，実施組織が行う重大

事故等の対応の進捗を確認するとともに，事象進展の制限時間等に関する施

設状況を詳細に把握し，重大事故等の対応の進捗に応じた要員配置に関する

助言，実施組織の要請に基づく追加の資機材の手配を行う。また，設備応急

班が行う応急復旧対策の検討及び実施に必要な情報の収集及び応急復旧対

策の実施支援を行う。 

ⅱ．設備応急班は，保全技術部長又は代行者を班長とし，施設ユニット班の収

集した情報又は現場確認結果に基づき，設備の機能喪失の原因及び破損状況

を把握し，応急復旧対策を検討及び実施する。 

ⅲ．放射線管理班は，放射線管理部長又は代行者を班長とし，再処理施設内外

の放射線並びに放射能の状況把握，影響範囲の評価，非常時対策組織本部要

員及び支援組織要員の被ばく管理，緊急時対策建屋への汚染拡大防止措置等

を行う。 

支援組織の放射線管理班は，実施組織要員又は自衛消防組織の消火班若し

くは消火専門隊に負傷者が発生した場合，実施組織の放射線対応班により実

施された汚染検査（除染等を含む）の結果（汚染の有無等）を受領し，２次
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（21/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

搬送先（外部医療機関）へ汚染の有無等の情報を伝達する。また，非常時対

策組織本部要員又は支援組織要員に負傷者が発生した場合は，負傷者の汚染

検査（除染等を含む）を行い，２次搬送先（外部医療機関）へ汚染の有無等

の情報を伝達する。 

(b) 運営支援組織 

運営支援組織は，総括班，総務班，広報班及び防災班で構成する。 

ⅰ．総括班は，技術部長又は代行者を班長とし，発生事象に関し，支援組織の

各班が収集した情報を集約，整理するとともに社内外関係機関への通報連絡

及び支援組織の運営を行う。 

ⅱ．総務班は，再処理計画部長又は代行者を班長とし，事業所内通話制限，事

業所内警備，避難誘導，点呼，安否確認取りまとめ，負傷の程度に応じた負

傷者の応急処置，外部からの資機材の調達，輸送，食料，水及び寝具の配布

管理を行う。 

ⅲ．広報班は，報道部長又は代行者を班長とし，総括班が集約した情報等を基

に，報道機関及び地域住民への広報活動に必要な情報を収集し，報道機関及

び地域住民に対する対応を行う。 

ⅳ．防災班は，防災管理部長又は代行者を班長とし，可搬型重大事故等対処設

備を含む防災資機材の配布，公設消防及び原子力防災専門官等の社外関係機

関の対応並びに緊急時対策所の設備操作を行う。 

支援組織の構成を第 5.1.4－4 表に示す。 

ｅ）再処理事業者において、重大事故等対策の

実施が必要な状況においては、実施組織及び

支援組織を設置する方針であること。また、

あらかじめ定めた連絡体制に基づき、夜間及

び休日を含めて必要な要員が招集されるよ

う定期的に連絡訓練を実施することにより

円滑な要員招集を可能とする方針であるこ

と。 

 

ｅ．再処理事業部長（原子力防災管理者）は，警戒事象（その時点では，公衆

への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが，原災法第 10

条第１項に基づく特定事象に至るおそれがある事象）においては警戒事態

を，特定事象が発生した場合には第１次緊急時態勢を，原災法第 15 条第１

項に該当する事象が発生した場合には第２次緊急時態勢を発令し，非常時対

策組織要員の非常招集及び通報連絡を行い，非常時対策組織を設置する。そ

の中に再処理事業部長（原子力防災管理者）を本部長とする非常時対策組織

本部，実施組織及び支援組織を設置し，重大事故等対策を実施する。 

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）において，重大事故等が発生した

場合でも，速やかに対策を行えるよう，再処理事業所内に必要な重大事故等

に対処する要員を常時確保する。 

非常時対策組織（全体体制）が構築されるまでの間，宿直している非常時

対策組織本部の本部長代行者（副原子力防災管理者）の指揮の下，非常時対

策組織本部要員（宿直者及び電話待機者），支援組織要員（当直員及び宿直

者）及び実施組織要員（当直員及び宿直者）による初動体制を確保し，迅速

な対応を図る。 

重大事故等が発生した場合に迅速に対応するため，再処理施設の重大事故

等に対処する非常時対策組織（初動体制）の要員として，統括管理及び全体

指揮を行う非常時対策組織本部の本部長代行者（副原子力防災管理者）１人，

社内外関係各所への通報連絡に係る連絡補助を行う連絡責任補助者２人，電

話待機する再処理施設の核燃料取扱主任者１人，電話待機するＭＯＸ燃料加

工施設の核燃料取扱主任者１人，支援組織要員 12 人，実施組織要員 185 人

の合計 202 人を確保する。 

非常時対策組織（初動体制）の非常時対策組織本部の本部長代行者（副原

子力防災管理者）１人，社内外関係各所への通報連絡に係る連絡補助を行う

連絡責任補助者２人，重大事故等への対処に係る情報の把握及び社内外関係

各所への通報連絡に係る役割を持つ支援組織要員４人，建屋外対応班の班員

２人，制御建屋対策班の対策作業員 10 人は，夜間及び休日（平日の勤務時

間帯以外）における宿直及び当直とする。 

宿直者の構成を第 5.1.4－５表に示す。 

非常時対策組織本部及び支援組織の宿直者は，大きな揺れを伴う地震の発

生又は実施責任者（統括当直長）の連絡を受け，緊急時対策所に移動し，非

常時対策組織の初動体制を立ち上げ，施設状態の把握及び社内外関係各所へ

の通報連絡を行う。 

実施組織の宿直者は，大きな揺れを伴う地震の発生又は実施責任者（統括

当直長）の連絡を受け，中央制御室へ移動し，重大事故等対策を実施する。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（22/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

重大事故等が発生した場合に速やかに対応するため，再処理施設の重大事

故等に対処する非常時対策組織の実施組織について， 実施責任者（統括当

直長）１人，建屋対策班長７人，現場管理者６人，要員管理班３人，情報管

理班３人，通信班長１人，放射線対応班 15 人，建屋外対応班 20 人，再処理

施設の各建屋対策作業員 105 人の合計 161 人で対応を行う。ＭＯＸ燃料加工

施設の重大事故等に対処する非常時対策組織の実施組織については, 建屋

対策班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者１人，ＭＯＸ燃料加工施設情

報管理班長１人，放射線対応班２人，建屋対策作業員 16 人の合計 21 人で対

応を行う。また，予備要員として再処理施設に３人を確保する。再処理施設

とＭＯＸ燃料加工施設が同時に発災した場合には，それぞれの施設の実施組

織要員 182 人で重大事故対応を行う。再処理施設は，夜間及び休日を問わず，

予備要員を含め 164 人が駐在し，ＭＯＸ燃料加工施設では，夜間及び休日を

問わず，21 人が駐在する。両施設を合わせた実施組織の必要要員数は 182 人

で，これに予備要員３人を加えた 185 人が夜間及び休日を問わず駐在する。

重大事故等への対処に係る要員配置を記載したタイムチャートを第 5.1.4－

９図に示す。 

非常時対策組織（全体体制）については，事象発生後 24 時間を目途に緊

急時対策所にて支援活動等ができる体制を整備する。 

宿直者以外の非常時対策組織本部要員及び支援組織要員については，緊急

連絡網等により非常招集連絡を受けて参集拠点に参集する体制とする。 

また，地震により通信障害が発生し，緊急連絡網等による非常招集連絡が

できない場合においても，再処理施設周辺地域（六ヶ所村）で震度６弱以上

の地震の発生により，宿直者以外の非常時対策組織本部要員及び支援組織要

員が参集拠点に自動参集する体制とする。 

参集拠点は，緊急時対策所まで徒歩で約３時間 30 分の距離にあり，社員

寮及び社宅がある六ヶ所村尾駮地区に設ける。六ヶ所村尾駮地区から緊急時

対策所までのルートを第 5.1.4－10 図に示す。 

実施組織要員については，緊急連絡網等を活用して事象発生後 24 時間以

内に交替要員を確保する。 

地震により通信障害が発生し，緊急連絡網等による招集連絡ができない場

合においても，事象発生時以降に勤務予定の当直（運転員）は再処理施設周

辺地域（六ヶ所村）で震度６弱以上の地震が発生した場合には，参集拠点に

自動参集する体制とする。 

参集拠点には，災害時にも使用可能な通信連絡設備を整備し，これを用い

て再処理施設の情報を入手し，必要に応じて交替要員を再処理施設へ派遣す

る体制を整備する。 

平常運転時は，病原性の高い新型インフルエンザや同様の危険性を有する

新感染症等の発生に備えた体制管理を行う。重大事故等の対策を行う要員を

確保できなくなるおそれがある場合には，交替要員を呼び出すことにより要

員を確保する。 

重大事故等に対処する要員の補充の見込みが立たない場合は，統括当直長

(実施責任者)の判断のもと，運転手順書に基づき再処理施設の各工程を停止

する操作を開始し，再処理施設を安定な状態に移行させることとする。 

火災に対する消火活動については，敷地内に駐在する自衛消防組織の消火

班に属する消火専門隊が実施する体制を整備する。また，火災が発生した場

合は，消火班員が必要に応じて消火活動の支援を行う体制を整備する。 

再処理施設において重大事故等が発生するおそれがある場合又は発生し

た場合，再処理施設の重大事故等対策の実施に影響を与える可能性を考慮

し，隣接施設の状況を共有する体制を整備する。 

中央制御室のカメラの表示装置にて，航空機落下による火災を確認した場

合は，実施責任者（統括当直長）の指示に基づき，実施組織の建屋外対応班

による消火活動を実施する。 

ｆ）再処理事業者において、重大事故等対策の

実施組織及び支援組織の機能と支援組織内

に設置される各班の機能が明確になってお

り、それぞれ責任者を配置する方針であるこ

と。 

ｆ．再処理施設における重大事故等対策の実施組織及び支援組織の機能は，ｃ，

ｄ項に示す通り明確にするとともに，責任者としてそれぞれ班長を配置す

る。 

添付資料八 

8-5-282 

1 月申請予定。 

別紙２ 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（23/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

 

ｇ）再処理事業者において、指揮命令系統を明

確化する方針であること。また、指揮者等が

欠けた場合に備え、順位を定めて代理者を明

確化する方針であること。 

 

g．重大事故等対策の判断については全て再処理事業部にて行うこととし，非常

時対策組織における指揮命令系統を明確にするとともに，指揮者である非常

時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）が欠けた場合に備え，代行者

として副原子力防災管理者をあらかじめ定め明確にする。また，非常時対策

組織の実施組織及び支援組織の各班長並びに実施責任者（統括当直長）につ

いても，代行者と代行順位をあらかじめ明確にする。 

非常時対策組織本部の本部長は，非常時対策組織の統括管理を行い，責任

を持って，原子力防災の活動方針の決定を行う。 

非常時対策組織本部の本部長が欠けた場合は，副原子力防災管理者が，あ

らかじめ定めた順位に従い代行する。 

非常時対策組織の実施組織及び支援組織の各班長が欠けた場合には，同じ

機能を担務する下位の要員が代行するか，又は上位の職位の要員が下位の職

位の要員の職務を兼務することとし，具体的な代行者の配置については上位

の職位の要員が決定することをあらかじめ定める。 

実施責任者（統括当直長）が欠けた場合は，統括当直長代理が代務に当た

ることをあらかじめ定める。 

添付資料八 

8-5-282～

283 

一部記載あり。1月申請にて記載を充実する。 

ｈ）再処理事業者において、上記の実施体制が

実効的に活動するための施設及び設備等を

整備する方針であること。 

 

h．非常時対策組織要員が実効的に活動するための施設及び設備等を整備する。 

重大事故等が発生した場合，実施組織及び支援組織が定められた役割を遂

行するために，関係各所との連携を図り，迅速な対応により事故対応を円滑

に実施することが必要となることから，以下の施設及び設備を整備する。 

実施組織は，中央制御室，中央制御室内の中央安全監視室，現場及び緊急

時対策所間の連携を図るため，所内携帯電話の使用可否を確認し，その結果

に基づき，可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トランシーバ（屋内用）等を整

備する。 

支援組織は，再処理施設内外と通信連絡を行い，関係各所と連携を図るた

めの統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備等（テレビ会議シ

ステムを含む。）を備えた緊急時対策所を整備する。 

また，電源が喪失し照明が消灯した場合でも，迅速な現場への移動，操作

及び作業を実施し，作業内容及び現場状況の情報共有を実施するため可搬型

照明を整備する。 

これらは，重大事故等対策時において，初期に使用する施設及び設備であ

り，これらの施設又は設備を使用することによって再処理施設の状態を確認

し，必要な社内外関係機関への通報連絡を行う。 

また重大事故等対策のため，夜間においても速やかに現場へ移動する。 

添付資料八 

8-5-283～

284 

一部記載あり。1月申請にて記載を充実する。 

ｉ）支援組織は、再処理施設の状態及び重大事

故等対策の実施状況について、適宜工場等の

内外の組織へ通報及び連絡を行い、広く情報

提供を行う体制を整える方針であること。 

 

i．支援組織は，再処理施設の状態及び重大事故等対策の実施状況について，全

社対策本部，国，関係地方公共団体等の社内外関係機関への通報連絡が実施

できるように衛星電話設備及び統合原子力防災ネットワークを用いた通信

連絡設備等を配備し，広く情報提供を行う。 

添付資料八 

8-5-284 

1 月申請予定。 

J）再処理事業者において、工場等外部からの

支援体制を構築する方針であること。 

 

J．重大事故等発生時に，社外からの支援を受けることができるように支援体制

を整備する。外部からの支援計画を定めるために，あらかじめ支援を受ける

ことができるようにプラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原子

力事業者との重大事故等発生時の支援活動に係る覚書又は協定等の締結を

行う。 

非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）は，再処理施設におい

て，警戒事象が発生した場合には警戒態勢を，特定事象が発生した場合には

第１次緊急時態勢を，原災法第 15 条第１項に該当する事象が発生した場合

には第２次緊急時態勢を発令するとともに社長へ直ちにその旨を連絡する。 

報告を受けた社長は，警戒事象が発生した場合には全社における警戒態勢

を，特定事象が発生した場合には全社における第１次緊急時態勢を，原災法

第 15 条第１項に該当する事象が発生した場合には全社における第２次緊急

時態勢を直ちに発令し，全社対策本部の要員を非常招集する。 

社長は，全社における警戒態勢，第１次緊急時態勢又は第２次緊急時態勢

を発令した場合，速やかに事務建屋に全社対策本部を設置し，全社対策本部

の本部長としてその職務を行う。社長が不在の場合は，あらかじめ定めた順

位に従い，副社長及び社長が指名する役員がその職務を代行する。 

添付資料八 

8-5-284～

287 

1 月申請予定。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（24/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

全社対策本部は，非常時対策組織が重大事故等対策に専念できるように技

術面及び運用面で支援する。 

全社対策本部の本部長は，全社対策本部の各班等を指揮し，非常時対策組

織の行う応急措置の支援を行うとともに，必要に応じ全社活動方針を示す。

また，原子力規制庁緊急時対応センターの対応要員を指名し，指名された対

応要員は，原子力規制庁緊急時対応センターに対して各施設の状況，支援の

状況を説明するとともに，質問対応等を行う。 

全社対策本部の事務局は，全社対策本部の運営，非常時対策組織との情報

連絡及び社外との情報連絡の総括を行う。社外からの問合せ対応にあたり，

各施設の情報（回答）は再処理事業部の連絡員を通じて非常時対策組織より

入手する。 

全社対策本部の事務局は，非常時対策組織が実施する応急措置状況を把握

し，全社対策本部の本部長に報告するとともに，必要に応じ全社対策本部の

本部長の活動方針に基づき，関係各設備の応急措置に対し，指導又は助言を

行う。 

全社対策本部の電力対応班は，プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社

及び他の原子力事業者への協力要請並びにそれらの受入れ対応，支援拠点の

運営を行う。 

全社対策本部の放射線情報収集班は，非常時対策組織の支援組織の放射線

管理班が実施する放射線影響範囲の推定及び評価結果を把握し，全社対策本

部の本部長に報告する。 

放射線情報収集班は，非常時対策組織の支援組織の放射線管理班が実施す

る放射線防護上の措置について必要に応じ支援を行う。 

全社対策本部の総務班は，全社対策本部の本部長が必要と認めた場合に，

当社従業員等の安否の状況を確認し，全社対策本部の本部長へ報告する。 

全社対策本部の総務班は，非常時対策組織の支援組織の総務班が実施する

避難誘導状況を把握し，必要に応じ非常時対策組織の支援組織の総務班と協

力して再処理事業部以外の人員に係る避難誘導活動を行う。 

全社対策本部の総務班は，負傷者発生に伴い，非常時対策組織の支援組織

の総務班が実施する緊急時救護活動状況を把握し，必要に応じ指導又は助言

を行う。 

全社対策本部の総務班は，非常時対策組織の支援組織の総務班から社外の

医療機関への搬送及び治療の手配の依頼を受けた場合は，関係機関へ依頼す

る。 

全社対策本部の広報班は，記者会見，当社施設見学者の避難誘導及びオフ

サイトセンター広報班等との連携を行う。 

全社対策本部の東京班は，国，電気事業連合会及び報道機関対応を行う。 

全社対策本部の青森班は，青森県及び報道機関対応を行う。 

全社対策本部の構成を第 5.1.4－11 図に示す。 

ｋ）再処理事業者において、重大事故等の中

長期的な対応が必要となる場合に備えて、適

切な対応を検討できる体制を整備する方針

であること。 

ｋ．重大事故等発生後の中長期的な対応が必要になる場合に備えて，全社対策

本部が中心となり，プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原子

力事業者を含めた社内外の関係各所と連携し，適切，かつ，効果的な対応を

検討できる体制を整備する。 

重大事故等への対応や作業が長期間にわたる場合に備えて，機能喪失した

設備の部品取替による復旧手段を整備するとともに，主要な設備の取替部品

をあらかじめ確保する。 

また，重大事故等対策時に，機能喪失した設備の復旧を実施するための作

業環境の線量低減対策や，放射性物質を含んだ汚染水が発生した場合の対応

等について，事故収束対応を円滑に実施するため，平常時から必要な対応を

検討できる協力体制を継続して構築する。 

ⅼ．全社対策本部は，再処理施設において重大事故等が発生した際に，当社施

設の六ヶ所ウラン濃縮工場加工施設及び廃棄物埋設施設で同時期に事象が

発生した場合においても，J.項及びｋ.項に記載した対応を行う。 

添付資料八 

8-5-287 

 

 

1 月申請予定。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（25/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

再処理事業者において、セル内において核燃料物

質が臨界に達することを防止するための機能を有

する施設において、再処理規則第１条の３第１号

に規定する重大事故の拡大を防止するために必要

な次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

― 省略 添付資料八 

8-7-1～6 

添付 1 

8-添 1-1～

5 

8-添 1-20 

1)セル内において発生する臨界事故 

高放射性廃液の主成分は核分裂生成物であり，臨界事故に至るウラン及び

プルトニウムを含まないことから事故は発生しない。 

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために

必要な手順等 

 

１ 第１号に規定する「未臨界に移行し、及び

未臨界を維持するために必要な手順等」と

は、例えば、設計基準の要求により措置した

設備とは異なる中性子吸収材の貯槽への注

入設備、溶液の回収・移送設備を作動させる

ための手順等をいう。 

 

省略 添付資料八 

8-7-6～10 

8-7-13～34 

表 

8-7-57～93 

図 

8-7-94～

105 

添付 1 

8-添 1-5～

10 

8-添 1-20

～34 

 

― 

二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統

の配管の流路を遮断するために必要な手順等及

び換気系統の配管内が加圧状態になった場合に

セル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

 

２ 第２号に規定する「臨界事故が発生した設

備に接続する換気系統の配管の流路を遮断

するために必要な手順等及び換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設

置された配管の外部へ放射性物質を排出す

るために必要な手順等」とは、例えば、換気

系統（機器及びセル）の流路を閉止するため

の閉止弁、密閉式ダンパ、セル内に設置され

た配管の外部へ放射性物質を排出するため

の設備を作動させるための手順等をいう。 

 

省略 添付資料八 

8-7-10～13 

有効性評価 

8-7-34～50 

図 

8-7-106～

123 

 

添付 1 

8-添 1-10

～20 

8-添 1-34

～39 

表 

8-添 1-40

～58 

図 

8-添 1-59

～88 

 

― 

三 臨界事故が発生した場合において放射性物質

の放出による影響を緩和するために必要な手順

等 

 

３ 第３号に規定する「臨界事故が発生した場

合において放射性物質の放出による影響を

緩和するために必要な手順等」とは、例えば、

セル換気系統の有する機能及び性能のうち、

事故に対応するために必要なものを代替す

る設備を作動させるための手順等をいう。 

 

省略 ― 

 ４ 上記１から３までの手順等には、対策を実

施するために必要となる電源、補給水、施設

の状態を監視するための手順等を含む。 

 

省略 添付資料八

8-7-51～

8-7-55 

 

― 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（26/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

１．２ 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する

ための手順等 

再処理事業者において、セル内において使用済

燃料から分離された物であって液体状のもの又は

液体状の放射性廃棄物を冷却する機能を有する施

設において、再処理規則第１条の３第２号に規定

する重大事故の発生又は拡大を防止するために必

要な次に掲げる手順等が適切に整備されている

か、又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

 

― 7.2 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処 

(１) 冷却機能の喪失による蒸発乾固の特徴 

蒸発乾固の発生を仮定する冷却が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニ

ウム溶液及び高レベル廃液（以下 7.2 では「高レベル廃液等」という。）を内

包する貯槽及び濃縮缶（以下 7.2 では「貯槽等」という。）は，崩壊熱を有す

るため，平常運転時には，その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全

冷却水系（再処理設備本体用）（以下 7.2 では「安全冷却水系」という。）に

より冷却を行い，高レベル廃液等の沸騰を防止している。 

安全冷却水系は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の崩壊熱を除去する内

部ループ及び内部ループによって除かれた熱を外部ループに伝える熱交換

器並びに外部ループに移行した熱を最終ヒートシンクである大気中へ逃が

す冷却塔で構成される。 

貯槽等，貯槽等を収納するセル及びセルを取り囲む建屋は，それぞれ塔槽

類廃ガス処理設備，建屋換気設備のセルからの排気系（以下 7.2 では「セル

排気系」という。），建屋排気系により換気され，貯槽等の圧力を最も低くし，

次いでセル，建屋の順に圧力を低くできる設計としている。 

安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，高レベル廃液等の温度が崩

壊熱により上昇し，沸騰に至った場合には，液相中の気泡が液面で消失する

際に発生する飛まつが放射性エアロゾルとして蒸気とともに気相中に移行

することで，大気中へ放出される放射性物質の量が増加する。 

さらに，ルテニウムを内包する高レベル廃液濃縮缶において蒸発濃縮した

廃液（以下「高レベル濃縮廃液」という。）は，沸騰の継続により硝酸濃度が

約６規定以上でかつ温度が 120℃以上に至った場合に，ルテニウムが揮発性

の化学形態となり気相中に移行する。さらに，高レベル廃液等は，沸騰が継

続した場合には，乾燥し固化に至る。 

蒸発乾固は５建屋，13 機器グループ，合計 53 の貯槽等で発生する。冷却

機能喪失の状態が継続した場合，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの最短の

時間は，前処理建屋の溶解液を内包する貯槽等において約 140 時間，分離建

屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等において約 15 時間，精製建屋のプ

ルトニウム濃縮缶で濃縮された後の硝酸プルトニウム溶液（以下「プルトニ

ウム濃縮液」という。）を内包する貯槽等において約 11 時間，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋のプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等において約

19 時間及び高レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯

槽等において約 23 時間である。 

また，乾燥し固化に至るまでの最短の時間は，前処理建屋の溶解液を内包

する貯槽等において約 1,000 時間，分離建屋の高レベル濃縮廃液を内包する

貯槽等において約 110 時間，精製建屋のプルトニウム濃縮液を内包する貯槽

等において約 59 時間，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋のプルトニウム

濃縮液を内包する貯槽等において約 65 時間及び高レベル廃液ガラス固化建

屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等において約 180 時間である。 

 

(２) 蒸発乾固への対処の基本方針 

蒸発乾固への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則の第二十八条及び第三十五条に規定される要求を満足する蒸発乾固

の発生防止対策及び拡大防止対策を整備する。 

蒸発乾固の発生防止対策として，高レベル廃液等の沸騰を未然に防止する

ため，喪失した冷却機能を代替する設備である代替安全冷却水系により，沸

騰に至る前に高レベル廃液等の冷却を実施するための対策を整備する。 

蒸発乾固の発生防止対策が機能せず，高レベル廃液等が沸騰に至った場合

には，「7.2 (１) 冷却機能の喪失による蒸発乾固の特徴」に記載したとおり，

気相中へ移行する放射性エアロゾルの量が増加する可能性がある。 

沸騰が継続し，貯槽等の液位が低下した場合には，ルテニウムを内包する

高レベル濃縮廃液において揮発性のルテニウムが発生する可能性があるこ

と，さらに，沸騰が継続することで乾燥し固化に至る可能性がある。 

以上を考慮し，蒸発乾固の拡大防止対策として，沸騰が継続し，高レベル

廃液等の濃縮を防止するための貯槽等への注水を実施するための対策を整

備する。 
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1.2 蒸発乾固への対処の基本方針 

高放射性廃液の沸騰を未然に防止するため，喪失した崩壊熱除去機能を代

替する設備により，沸騰に至る前に高放射性廃液の冷却を実施する対策を整

備する｡ 

崩壊熱除去機能が喪失した場合には，未然防止として，蒸発乾固の未然防

止対策及び遅延対策を行う。 

未然防止対策の完了には外部支援水源又は自然水利の水が必要であり水の

確保に時間を要することが予想されることから，沸騰の未然防止対策を実施

するための十分な時間余裕の確保を目的として，施設内水源の高放射性廃液

貯槽への注水により沸騰に至る時間を延ばすための遅延対策を未然防止対

策と同時に着手し実施する。 

未然防止対策及び遅延対策については，エンジン付きポンプや消防ポンプ

車を配備するなど，多様な対処方法とすることで事故対処の信頼性を向上さ

せる。また，外部から高放射性廃液貯槽及び中間貯槽に水を供給する接続口

が共通要因により同時に損傷することがないよう位置的分散を図り，対策の

信頼性を向上させるため，外部から注水可能な接続口を新たに設ける（図 2-

2-1，図 2-2-2 参照）。未然防止対策及び遅延対策を行う際，又は中間排気モ

ニタが使用できない場合は，可搬型モニタリング設備により放射線状況を監

視する。このため，可搬型モニタリング設備を接続する接続口を新たに設け

る（図 2-2-3 参照）。 

高放射性廃液の崩壊熱除去機能喪失後，発熱密度が最も大きい高放射性廃

液貯槽（272V35）が沸騰に到達するまでには，断熱評価で約 77 時間の時間余

裕がある。起因事象発生後においては，遅延対策の実施により更なる時間余

裕を確保するとともに，継続的に冷却状態を維持する未然防止対策を実施す

る。これらの対策では，複数の対処手段を確保して対策の信頼性を高め，沸

騰に至るまでの間に確実に対策を完了させる方針である。 

また，廃止措置段階にある再処理施設では今後再処理に伴う新たな高放射

性廃液の発生はなく，時間経過による放射性物質の減衰及び高放射性廃液の

ガラス固化処理に伴う内蔵放射能量の減少等により，沸騰に至るまでの時間

余裕は更に増加する。 

このように十分な時間余裕を有する中で沸騰の未然防止に重点を置き対処

することから沸騰状態に至らないことを有効性評価で確認する。このため，

沸騰後に実施する拡大防止対策及び影響緩和対策を有効性評価に含まない。 

別紙２ 

< 30 >



必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（27/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実
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JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

さらに，事態を収束させるため，安全冷却水系による冷却及び蒸発乾固の

発生防止対策とは異なる位置から貯槽等の冷却コイル又は冷却ジャケット

（以下 7.2 では「冷却コイル等」という。）へ通水することにより，高レベル

廃液等を冷却し，未沸騰状態に導くとともに，これを維持するための対策を

整備する。 

高レベル廃液等が沸騰に至ると，蒸気の影響によって塔槽類廃ガス処理設

備の高性能粒子フィルタの処理能力が低下する可能性があることから，気相

中に移行した放射性物質の大気中への放出を防止するため，塔槽類廃ガス処

理設備の流路を遮断し，気相中に移行した放射性物質をセルに導出するため

の対策を整備する。この際，セル内の圧力上昇を抑制するため，貯槽等内で

発生した蒸気を凝縮器で凝縮し，発生する凝縮水は，セル又は貯槽に回収し

貯留する。また，放出される放射性物質量の低減のため，凝縮器の下流側に

設置するセル導出ユニットフィルタの高性能粒子フィルタを経由してセル

に導出するための対策を整備する。 

さらに，代替セル排気系により，放射性エアロゾルを可搬型フィルタの高

性能粒子フィルタで低減した上で，主排気筒を介して，大気中に放出するた

めの対策を整備する。 

蒸発乾固の発生を仮定する貯槽等を第 7.2－１表に，各対策の概要図を第

7.2－１図～第 7.2－４図に示す。また，各対策の基本方針の詳細を以下に示

す。 

ａ．蒸発乾固の発生防止対策 

安全冷却水系の機器が損傷し冷却機能が喪失した場合には，高レベル廃液

等の沸騰を未然に防止するため，安全冷却水系の内部ループに通水し，蒸発

乾固を仮定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに完了させる。 

ｂ．蒸発乾固の拡大防止対策 

内部ループへの通水が機能せず，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰

に至る場合には，貯槽等に注水することにより，高レベル濃縮廃液において

揮発性のルテニウムが発生することを防止し，高レベル廃液等が乾燥し固化

に至ることを防止する。 

さらに，蒸発乾固への対策に使用する常設重大事故等対処設備の配管以外

に，貯槽等に接続しているその他の配管を活用した貯槽等への注水手順書を

整備することにより，貯槽等への注水を確実なものとする。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに準備を完了させる。また，

貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態の収束の観点から，冷

却コイル等への通水を実施し，貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却する

ことで未沸騰状態に導くとともに，これを維持する。冷却コイル等への通水

の準備は，対策の準備に要する作業が多く，他の拡大防止対策と同時に準備

作業を実施した場合，大気中への放射性物質の放出を抑制できる状態を整備

する前に高レベル廃液等が沸騰する可能性があることから，貯槽等への注

水，貯槽等において沸騰に伴い気相中へ移行した放射性物質のセルへの導

出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去並びに放射性物質の放

出経路及び可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去に関する対処を

優先して実施し，大気中への放射性物質の異常放出に至る可能性のある事態

を防止した後に実施することを基本とする。 

外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失するとと

もに，全交流動力電源も喪失し，安全冷却水系の冷却機能以外にも塔槽類廃

ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。 

したがって，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽等に接

続する塔槽類廃ガス処理設備内の圧力が上昇する場合には，塔槽類廃ガス処

理設備の配管の流路を遮断し，放射性物質をセルに導出するための経路を構

築することで，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を導出先セルに開放するとと

もに，放射性物質を導出先セルに導出する。 

また，冷却機能が喪失している状況において，高レベル廃液等が未沸騰状

態であっても水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されることに伴い，貯槽

等の気相部の放射性物質は，水素掃気用の圧縮空気に同伴し，冷却機能が喪

失した貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管に設置されている水
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封安全器からセル等へ移行した後，平常運転時の排気経路以外の経路から漏

えいする可能性がある。 

このため，気相中に移行した放射性物質の大気中への放出を可能な限り低

減するため，放射線分解により発生する水素による爆発を仮定する貯槽等内

の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至る時間が長い建屋への水素掃気用

の圧縮空気の供給を停止し，放射性物質の移行を停止するとともに，各建屋

の塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに導出する経路を速やかに構築す

る。 

導出先セルへ放射性物質を導出した場合，塔槽類廃ガス処理設備の浄化機

能を期待できないため，塔槽類廃ガス処理設備における放射性物質の除去効

率に相当する代替換気設備を設置及び配置し，放射性物質を可能な限り除去

する。 

具体的には，高レベル廃液等が未沸騰状態で貯槽等の気相中へ移行し，水

素掃気用の圧縮空気により同伴された放射性物質については，セルへの導出

経路である塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット上に設置し

たセル導出ユニットフィルタの高性能粒子フィルタにより放射性エアロゾ

ルを除去し，高レベル廃液等の沸騰に伴い発生した蒸気及び放射性物質は，

導出先セルに導出する前に，凝縮器により沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮

し，蒸気に同伴する放射性物質を凝縮水として回収し貯留する。 

また，放射性物質を導出先セルへ導出した後は，平常運転時の排気経路以

外の経路からの大気中への放射性物質の放出を防止するため，可搬型排風機

を運転し，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除去することで大気中

へ放出される放射性物質量を低減し，主排気筒を介して，大気中へ管理しな

がら放出する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに実施する。 

 

一 蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要

な手順等 

 

１ 第１号に規定する「蒸発乾固の発生を未然

に防止するために必要な手順等」とは、例え

ば、設計基準の要求により措置した設備とは

異なる冷却設備や回収・移送設備を作動する

ための手順、冷却管を用いた直接注水を実施

するための手順等をいう。 

 

7.2.1 蒸発乾固の発生防止対策 

7.2.1.1 蒸発乾固の発生防止対策の具体的内容 

安全冷却水系の冷却機能の喪失に対して，貯槽等に内包する高レベル廃液等

が沸騰に至ることを防止するため，代替安全冷却水系を構成する可搬型中型移

送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬型排水受槽，可搬型建屋内ホース，弁等

を敷設し，内部ループに水を供給するために可搬型建屋外ホースと可搬型中型

移送ポンプを接続し，第１貯水槽から建屋へ水を供給するための経路を構築す

る。 

また，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホースと内部ループの給水口を接

続することで，建屋へ供給された水を内部ループへ供給するための経路を構築

する。 

冷却に使用した排水を第１貯水槽へ移送するため，内部ループの排水口と可

搬型建屋内ホースを接続し，建屋近傍に敷設した可搬型排水受槽への排水経路

を構築する。 

また，可搬型排水受槽，可搬型建屋外ホースと可搬型中型移送ポンプを接続

し，可搬型排水受槽から第１貯水槽への排水経路を構築する。 

給水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，第１貯水槽から内部ルー

プへ通水する。冷却に用いた水は，可搬型排水受槽に一旦貯留した後，排水側

の可搬型中型移送ポンプを運転することで，排水経路を経由して第１貯水槽に

移送し，再び，内部ループへの通水の水源として用いる。 

本対策は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間が短い

機器グループを優先して実施する。 

また，可搬型漏えい液受皿液位計を設置し，貯槽等の損傷による安全冷却水

及び貯槽等に内包する高レベル廃液等の漏えいの発生の有無を確認する。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第 7.2－５図

(１)に，対策の手順の概要を第 7.2－６図に，また，各建屋の対策における手

順及び設備の関係を第 7.2－２表に，必要な要員及び作業項目を精製建屋を例

として第 7.2－７図及び第 7.2－８図に示す。 

 

(１) 内部ループへの通水の着手判断 

添付資料八 

8-7-131～

151 

表 

8-7-208～

266 

図 

8-7-293～

297 

フォルトツ

リー等 

8-7-310～

337 

作業項目

（表） 

8-7-302～

309 

 

添付 1 

8-添 1-93

～100 

8-添 1-115

～136 

表 

8-添 1-162

～245 

図 

8-添 1-246

～315 

1.3 蒸発乾固の未然防止対策及び遅延対策 

(1)蒸発乾固の未然防止対策及び遅延対策の具体的内容 

a.未然防止対策 

未然防止対策は,喪失した崩壊熱除去機能の代替として，移動式発電機を運転

し常設冷却設備に給電することにより崩壊熱除去機能を維持する対策又は移

動式発電機からの給電ができない場合に既存水源，外部支援水源又はこれらを

使用できない場合に自然水利を利用して，冷却コイルに水を供給する事で崩壊

熱除去機能を維持する対策である。 

研究所内の使用可能な水源及び燃料の有無を 1.7 項（１）②の考え方に従い

確認し，被災状況の集約を行う。情報集約の結果及びか表に示す各対策の必要

水量等を基に使用する水源等を選定・判断する。 

なお，研究所内の既存水源，燃料の使用が困難な場合は，外部支援にて要求

する。 

 

  

未然防止対策については，上記のとおり，移動式発電機からの給電の有無に

より対応が異なるため，各対応について以下に示す。 

 

(a)移動式発電機からの給電がある場合（図 2-3-1 参照） 

移動式発電機からの給電がある場合には，冷却塔，二次冷却水ポンプ及び一

次冷却水系の予備循環ポンプの冷却設備の運転が可能であるが，移動式発電機

を運転するための燃料及び冷却塔への補給水が必要となる。 

移動式発電機からの給電がある場合の未然防止対策の手順及び設備の関係を

表 2-3-1 に示す｡ 

 

イ.移動式発電機の運転準備 

移動式発電機の燃料が運転に必要な量を確保されていることについて確認す

る。また，冷却塔への補給水として必要な量の水が確保されていることを確認

する。 

移動式発電機の給電ケーブルをプルトニウム転換技術開発施設管理棟駐車場

に設置されている接続端子盤に接続する。なお，計画しているプルトニウム転
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（29/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループ

の冷却水を循環させるためのポンプが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が

喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼル発電機を運転

できない場合は，内部ループへの通水の着手を判断し，以下の(２)及び(３)に

移行する。 

 

(２) 建屋外の水の給排水経路の構築 

第１貯水槽から各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを第１

貯水槽近傍に敷設する。 

可搬型中型移送ポンプに可搬型屋外ホースを接続し，第１貯水槽から各建屋

まで水を供給するための経路を構築する。 

また，可搬型建屋供給冷却水流量計を可搬型建屋外ホースの経路上に設置す

る。 

冷却に使用した水を第１貯水槽へ移送するために，可搬型排水受槽及び可搬

型中型移送ポンプを各建屋近傍に敷設する。 

可搬型中型移送ポンプ及び可搬型排水受槽に可搬型建屋外ホースを接続し，

各建屋から第１貯水槽まで水を移送するための経路を構築する。 

外的事象の「火山の影響」を要因として冷却機能が喪失した場合には，降灰

により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，給水用及び

排水用の可搬型中型移送ポンプを保管庫内に敷設し，給排水経路を構築する。 

可搬型中型移送ポンプは可搬型中型移送ポンプ運搬車，可搬型建屋外ホース

はホース展張車及び運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋供給冷却水流量計

は運搬車により運搬する。 

 

(３) 内部ループへの通水による冷却の準備 

常設重大事故等対処設備により貯槽等の温度を計測できない場合は，第 7.2

－１表に示す貯槽等へ可搬型貯槽温度計を設置し，高レベル廃液等の温度を計

測する。 

また，膨張槽に可搬型膨張槽液位計を設置し，第 7.2－１表に示す機器グルー

プの内部ループの損傷の有無を膨張槽の液位により確認する。 

ただし，分離建屋内部ループ１の内部ループの損傷の有無は，当該内部ルー

プが高レベル廃液濃縮缶の加熱運転時の加熱蒸気の供給経路を兼ねており，当

該内部ループには膨張槽がないことから，第１貯水槽から安全冷却水系の内部

ループへ水を供給するための経路を構築後，可搬型冷却コイル圧力計を可搬型

建屋内ホースの経路上に設置し，可搬型中型移送ポンプにより安全冷却水系の

内部ループを加圧することで，可搬型冷却コイル圧力計の指示値から確認す

る。 

建屋内の通水経路を構築するために，可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型

冷却水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの給水側の接続口に接続

し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続することで，第１貯水槽

から各建屋の内部ループに通水するための経路を構築する。 

冷却に使用した水を可搬型排水受槽へ移送するために，可搬型建屋内ホース

を敷設する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの排水側の接続口に接続

し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続することで，冷却に使用

した水を可搬型排水受槽に排水するための経路を構築する。 

また，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，水の給排水経路として冷却

水給排水配管・弁も用いる。 

 

(４) 内部ループへの通水の実施判断 

安全冷却水系の内部ループへの通水の準備が完了後直ちに，安全冷却水系の

内部ループへの通水の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

 

(５) 内部ループへの通水の実施 

可搬型中型移送ポンプを運転し，第１貯水槽の水を安全冷却水系の内部ルー

プに通水する。通水流量は，可搬型冷却水流量計の指示値を基に調整する。 

換技術開発施設管理棟駐車場の地盤補強工事が完了するまでの間に，起因事象

の発生によりプルトニウム転換技術開発施設管理棟駐車場の移動式発電機か

ら給電することができない場合は，南東地区に分散配備している移動式発電機

を高放射性廃液貯蔵場(HAW)の近傍に移動し，直接，高放射性廃液貯蔵場(HAW)

の緊急電源接続盤に接続する。 

 

ロ.冷却水系の系統構成の構築 

移動式発電機からの給電により運転を行う冷却塔，二次冷却水ポンプ及び一

次冷却水系の予備循環ポンプの系統構成を行う。 

冷却塔への給水のため，エンジン付きポンプ，組立水槽及びホースにより，

冷却塔に給水する経路を構築する｡なお，高台から高放射性廃液貯蔵場（HAW）

近傍へのアクセスルートにおいて車両走行が可能な場合は，高台に退避してい

る消防ポンプ車を使用し，冷却塔に給水する経路を構築する（図 2-3-1）｡ 

 

ハ.移動式発電機の運転の実施判断 

イ.移動式発電機の運転準備及びロ.冷却水系の系統構成の構築の準備が完了

後，移動式発電機の運転の実施を判断し，以下のホ.に移行する。 

 

ニ.移動式発電機の運転の実施 

移動式発電機の運転を行い，給電を開始する。 

 

ホ.移動式発電機の運転による崩壊熱除去機能維持の成否判断 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の冷却塔，二次冷却水ポンプ及び一次冷却水系の予

備循環ポンプが運転していること，また，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の高

放射性廃液の温度が設計上の運転温度の 60℃以下であることを確認すること

により，崩壊熱除去機能が維持されていることを判断する｡ 

移動式発電機の運転により崩壊熱除去機能が維持されていることを判断する

ために必要な監視項目は，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の高放射性廃液の温

度である｡ 

また，恒設の冷却系統設備を使用して，崩壊熱除去機能の維持が可能であり，

施設の復旧までの間，機能維持に必要な資源及び資機材の調達が可能な状態に

回復した場合は、事故後の状態が安定したと判断する。 

 

(b)移動式発電機からの給電がない場合（図 2-3-2 参照） 

移動式発電機からの給電がない場合の未然防止対策の手順及び設備の関係を

表 2-3-2 に示す｡ 

 

イ.冷却コイルへの通水の着手判断 

外部電源が喪失し，移動式発電機からの給電がない場合は，冷却コイルへの

通水の実施を判断し，以下のロ.及びハ.に移行する｡ 

 

ロ.建家外の水供給経路の構築 

高放射性廃液貯蔵場（HAW)近傍に組立水槽を設置し既存水源又は外部支援資

源からの水を確保する。なお，既存水源及び外部支援資源が利用できない場合

には自然水利を利用する。 

エンジン付きポンプに使用する燃料を確保する。エンジン付きポンプ及び組

立水槽からホースを敷設し，冷却コイルに水を供給する経路を構築する｡なお，

高台から高放射性廃液貯蔵場（HAW）近傍へのアクセスルートにおいて車両走

行が可能な場合は，高台に退避している消防ポンプ車を使用し，冷却コイルに

水を供給する経路を構築する｡ 

 

ハ.冷却コイルへの通水による冷却の準備 

常設事故等対処設備により高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の温度を計測でき

ない場合は，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽へ可搬型貯槽温度計を設置する｡ 

ホースを敷設し，冷却コイルに接続する｡ 

 

ニ.冷却コイルへの通水の実施判断 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（30/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

内部ループへの通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染

の有無を監視する。 

また，可搬型排水受槽に回収し，可搬型試料分析設備可搬型放射能測定装置

を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移送する。 

安全冷却水系の内部ループへの通水時に必要な監視項目は，建屋給水流量，

内部ループ通水流量，第 7.2－１表に示す貯槽等の貯槽等温度及び排水線量で

ある。 

 

(６) 内部ループへの通水の成否判断 

第7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が85℃以下で安

定していることを確認することにより，安全冷却水系の内部ループへの通水に

よる冷却機能が維持されていることを判断する。 

冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，第 7.2

－１表に示す貯槽等の貯槽等温度である。 

 

7.2.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価 

7.2.1.2.1 有効性評価 

(１) 代表事例 

蒸発乾固の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の

条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」で示したとおり，外的

事象の「地震」及び「火山の影響」並びに内的事象の「動的機器の多重故障」

及び「長時間の全交流動力電源の喪失」である。 

これらの要因において，安全冷却水系の冷却機能の喪失の範囲，重大事故等

への対処の種類及び重大事故等への対処時に想定される作業環境の苛酷さを

考慮すると，外的事象の「地震」を要因とした場合が厳しい結果を与えること

から，外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施する。 

外的事象の「地震」を要因とした場合の蒸発乾固の発生箇所は，５建屋，13 

機器グループ，53 貯槽等である。 

外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施するのは，蒸発乾固の拡

大防止対策も同様である。 

 

(２) 代表事例の選定理由 

ａ．安全冷却水系の冷却機能の喪失の範囲 

蒸発乾固の発生の前提となる要因は，「6.1 重大事故の発生を仮定する際の

条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において，フォールト

ツリー分析により明らかにした。安全冷却水系の冷却機能の喪失を頂上事象と

した場合のフォールトツリーを第 7.2－９図に示す。また，安全冷却水系の系

統概要図を第 7.2－10 図に示す。 

フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，安全冷却水系の冷却機

能の喪失は，外的事象の「地震」において，冷却塔，外部ループの冷却水循環

ポンプ，内部ループの冷却水循環ポンプ，外部電源及び第２非常用ディーゼル

発電機の動的機器の直接的な機能喪失並びに全交流動力電源の喪失による動

的機器の間接的な機能喪失により発生する。 

また，外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全交流動力電源

の喪失」において，全交流動力電源の喪失による動的機器の間接的な機能喪失

により，安全冷却水系の冷却機能が喪失する。内的事象の「動的機器の多重故

障」において，同一機能を有する動的機器のいずれか１種類の動的機器におけ

る直接的な機能喪失により冷却機能が喪失する。 

以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「地震」を要因とした場

合が，動的機器の機能喪失及び全交流動力電源の喪失が同時に発生し，機能喪

失する機器が多く，その範囲も広い。 

本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

ｂ．重大事故等対策の種類 

重大事故等対策は，冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ等の動的機器及

び動的機器を起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備故障に対応で

き，かつ，複数の設備故障が発生した場合においても対処が可能となるような

対策を選定している。 

ハ.冷却コイルへの通水の準備が完了後，冷却コイルへの通水の実施を判断

し，以下のホ.に移行する｡ 

 

ホ.冷却コイルへの通水の実施 

エンジン付きポンプ及び組立水槽からホースを敷設し，冷却コイルに水を供

給する｡なお，高台から高放射性廃液貯蔵場（HAW）近傍へのアクセスルートに

おいて車両走行が可能な場合は，高台に退避している消防ポンプ車を使用し，

冷却コイルに水を供給する｡ 

燃料を消防ポンプ車又はエンジン付きポンプに補給する。 

冷却コイルへの通水時に必要な監視項目は高放射性廃液の温度である｡ 

冷却コイルへの通水に使用した冷却水は，組立水槽に回収し，サーベイメー

ター等を用いて汚染の有無を確認した上で，建家外へ移送する｡ 

 

ヘ.冷却コイルへの通水の成否判断 

高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の高放射性廃液の温度が設計上の運転温度で

ある 60℃以下であることを確認することにより，冷却コイルへの通水による崩

壊熱除去機能が維持されていることを判断する｡ 

崩壊熱除去機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の高放射性廃液の温度である｡ 

また，恒設の冷却系統設備を使用して，崩壊熱除去機能の維持が可能であり，

施設の復旧までの間，機能維持に必要な資源及び資機材の調達が可能な状態に

回復した場合は、事故後の状態が安定したと判断する。 

 

  

(c)移動式発電機からの給電がなく，可搬型冷却塔を使用する場合（図 2-3-3

参照） 

移動式発電機からの給電がない場合の未然防止対策の手順及び設備の関係を

表 2-3-2 に示す｡ 

 

イ.冷却コイルへの通水の着手判断 

外部電源が喪失し，移動式発電機からの給電がない場合は，冷却コイルへの

通水の実施を判断し，以下のロ.及びハ.に移行する｡ 

 

ロ.建家外の水供給経路の構築 

高放射性廃液貯蔵場（HAW)に既存水源又は外部支援資源からの水を確保する。 

エンジン付きポンプに使用する燃料を確保する。エンジン付きポンプ及び組

立水槽からホースを敷設し，冷却コイルに水を供給する経路を構築する｡また，

排水用組立水槽から可搬型冷却塔を接続し，供給用組立水槽に冷却された水が

送水される経路を構築する。なお，高台から高放射性廃液貯蔵場（HAW）近傍へ

のアクセスルートにおいて車両走行が可能な場合は，高台に退避している消防

ポンプ車を使用し，補給水を供給する経路を構築する｡ 

 

ハ.冷却コイルへの通水による冷却の準備 

常設事故等対処設備により高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の温度を計測でき

ない場合は，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽へ可搬型貯槽温度計を設置する｡ 

ホースを敷設し，冷却コイルに接続する｡ 

 

ニ.冷却コイルへの通水の実施判断 

ハ.冷却コイルへの通水の準備が完了後，冷却コイルへの通水の実施を判断

し，以下のホ.に移行する｡ 

 

ホ.冷却コイルへの通水の実施 

エンジン付きポンプ及び可搬型冷却塔を起動し，排水経路及び供給経路に異

常がないことを確認する｡ 

なお，高台から高放射性廃液貯蔵場（HAW）近傍へのアクセスルートにおいて

車両走行が可能な場合は，高台に退避している消防ポンプ車を使用し，補給水

を供給する｡ 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（31/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第 7.2－９図のフォールト

ツリーに示すとおりである。 

整備した重大事故等対策が，外的事象の「地震」を含む全ての要因で想定さ

れる機能喪失をカバーできており，重大事故等への対処の種類の観点から，外

的事象の「地震」以外の要因に着目する必要性はない。 

本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点 

重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」を要因

とした場合には，基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計とした設備

以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が想定される。建屋内で

は，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードが発生する可能性があり，

また，全交流動力電源の喪失により換気空調が停止し，照明が喪失する。一方，

建屋外では，不等沈下及び屋外構築物の倒壊による環境悪化が想定される。 

外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋内では，全交流動力

電源の喪失に伴い換気空調が停止し，照明が喪失するものの，外的事象の「地

震」の場合のように，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は

想定されない。一方，建屋外では，降灰による環境悪化が想定される。 

内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」において建屋内の換気空調が

停止し，照明が喪失するものの，外的事象の「地震」の場合のように溢水，化

学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定されず，また，内的事象の

「動的機器の多重故障」を要因とした場合には，建屋内の環境条件が有意に悪

化することはない。 

また，これらを要因とした場合に，建屋外の環境条件が悪化することはない。 

以上より，外的事象の「地震」が建屋内外の作業環境を最も悪化させる可能

性があるものの，建屋外の環境条件では外的事象の「地震」及び「火山の影響」

において想定される環境悪化要因の特徴が異なることを考慮し，これらの特徴

の違いが重大事故等対策の有効性に与える影響を不確かさとして分析する。 

本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

 

(３) 有効性評価の考え方 

高レベル廃液等の沸騰が未然に防止できるかについて確認するために，高レ

ベル廃液等の温度上昇の推移を評価する。 

高レベル廃液等の温度の推移は，貯槽等からセルへの放熱を考慮せず，断熱

として評価する。 

沸騰に至るまでの時間算出の前提となる高レベル廃液等の沸点は，沸騰に至

るまでの時間を安全側に評価するため，溶質によるモル沸点上昇を考慮せず，

高レベル廃液等の硝酸濃度のみを考慮することとし，溶解液及び抽出廃液では

103℃，プルトニウム溶液（約 24ｇＰｕ/Ｌ）では 101℃，プルトニウム濃縮液

（約 250ｇＰｕ/Ｌ）では 109℃，プルトニウム濃縮液（約 154ｇＰｕ/Ｌ）では

105℃，高レベル濃縮廃液では 102℃とし，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの

時間は，貯槽等の熱容量を考慮して評価する。 

高レベル廃液等の温度の推移の評価は，解析コードを用いず，水の定圧比熱

等を用いた簡便な計算に基づき算出する。 

 

(４) 有効性評価の評価単位 

蒸発乾固は，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間及び講ずる対処が機器

グループ及び建屋単位で整理されることを考慮し，有効性評価は機器グループ

及び建屋単位で整理し，重大事故等対策ごとに実施する。蒸発乾固の発生を仮

定する貯槽等の機器グループを第 7.2－１表に，機器グループの概要を第 7.2

－11 図～第 7.2－15 図に示す。 

有効性評価の評価単位の考え方は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様であ

る。 

 

(５) 機能喪失の条件 

外的事象の「地震」を要因とした場合の安全機能の喪失の想定は，基準地震

動の1.2倍の地震動を入力した場合においても必要な機能を損なわない設計と

した設備以外の設備は全て機能喪失するものとし，また，全ての動的機能の喪

燃料を消防ポンプ車又はエンジン付きポンプに補給する。 

冷却コイルへの通水時に必要な監視項目は高放射性廃液の温度である｡ 

冷却コイルへの通水に使用した冷却水は，組立水槽に回収し，サーベイメー

ター等を用いて汚染の有無を確認した上で，建家外へ移送する｡ 

 

ヘ.冷却コイルへの通水の成否判断 

高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の高放射性廃液の温度が設計上の運転温度で

ある 60℃以下であることを確認することにより，冷却コイルへの通水による崩

壊熱除去機能が維持されていることを判断する｡ 

崩壊熱除去機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の高放射性廃液の温度である｡ 

また，恒設の冷却系統設備を使用して，崩壊熱除去機能の維持が可能であり，

施設の復旧までの間，機能維持に必要な資源及び資機材の調達が可能な状態に

回復した場合は、事故後の状態が安定したと判断する。 

 

  

b.遅延対策（図 2-3-4 参照） 

遅延対策は，発熱密度の希釈を目的として，高放射性廃液貯槽の予備貯槽

（272V36）等にあらかじめ貯留した水を高放射性廃液貯槽に注水する対策と，

外部支援の水を高放射性廃液貯槽に注水する対策である。 

遅延対策の外部支援の水を用いた注水については，a.未然防止対策と同様の

経路，手順にて注水を実施する。 

遅延対策については，上記のとおり，予備貯槽からの注水と外部支援の水を

用いた注水により対応が異なるため，各対応について以下に示す。 

なお，事故時の被災状況に応じて，上記の水源に加え，使用可能な水源があ

る場合には利用する。 

 

(a)予備貯槽からの注水 

予備貯槽に貯留した水を高放射性廃液貯槽へ注水する対策の手順及び設備の

関係を表 2-3-4 に示す｡ 

 

イ.予備貯槽からの注水の着手判断 

崩壊熱除去機能が喪失した場合，予備貯槽からの注水の実施を判断し，以下

のロ.及びハ.に移行する｡ 

 

ロ.予備貯槽からの注水経路の構築 

高放射性廃液貯槽に直接注水するために，予備貯槽からスチームジェットの

移送経路を設定する。 

 

ハ.スチームジェット用の蒸気供給ラインの構築 

可搬型蒸気発生器にて使用する蒸気用の水源として，プルトニウム転換技術

開発施設管理棟駐車場に保管する水を確保する。また，可搬型蒸気発生器及び

可搬型蒸気発生器の運転に必要となる可搬型発電機に使用する燃料を確保す

る。可搬型蒸気発生器と可搬型発電機を建家近傍に設置し，可搬型蒸気発生器

からスチームジェットの蒸気配管まで，可搬型の蒸気供給ホースの移送経路を

構築する。 

 

ニ.予備貯槽からの注水の実施判断 

ロ.予備貯槽からの注水経路の構築及びハ.スチームジェット用の蒸気供給ラ

インの構築が完了後，予備貯槽からの注水の実施を判断し，以下のホ.に移行

する｡ 

 

ホ.予備貯槽からの注水の実施 

可搬型発電機を起動後，可搬型蒸気発生器を運転し，移送用のスチームジェッ

トに蒸気を供給する事で予備貯槽からの注水を実施する｡ 

また，高放射性廃液貯槽は耐震裕度の更なる確保を目的として貯蔵量を 90 

㎥に管理する。これにより予備貯槽を除く各貯槽内の空き容量は１基当たり 30 
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失を前提として，外部電源も含めた全ての電源喪失も想定していることから，

更なる安全機能の喪失は想定しない。 

機能喪失の条件の設定の考え方は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様であ

る。 

 

(６) 事故の条件及び機器の条件 

本重大事故は，５建屋，13 機器グループ，53 貯槽等で同時に発生すること

を仮定する。 

高レベル廃液等の温度上昇の推移の評価条件を第 7.2－３表～第 7.2－７表

に示す。 

蒸発乾固の発生防止対策に使用する機器を第 7.2－８表に示す。また，主要

な機器の条件を以下に示す。 

ａ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約 240 ㎥/ｈの容量を有し，安全冷却

水系の内部ループへの通水を実施する場合には，前処理建屋における蒸発乾固

の発生防止対策の実施に対して１台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発生防止対策の実施に対して１台を

兼用し，高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の発生防止対策の実施

に対して１台を使用し，各機器グループに属する貯槽等の冷却に必要な水を供

給できる設計としていることから，各機器グループへの水の供給流量は，内包

する高レベル廃液等の崩壊熱を踏まえて調整し，以下に示す設定値以上で通水

する。また，「7.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策」に示す貯槽等への注水，冷却コ

イル等への通水及び凝縮器への通水の実施に必要な水の供給は，同じ可搬型中

型移送ポンプを用いて実施する。 

前処理建屋内部ループ１ 約 13 ㎥/ｈ 

前処理建屋内部ループ２ 約 16 ㎥/ｈ 

分離建屋内部ループ１ 約 14 ㎥/ｈ 

分離建屋内部ループ２ 約 8.8 ㎥/ｈ 

分離建屋内部ループ３ 約 10 ㎥/ｈ 

精製建屋内部ループ１ 約 2.9 ㎥/ｈ 

精製建屋内部ループ２ 約 1.2 ㎥/ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ループ 約 1.3 ㎥/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ１ 約 17 ㎥/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ２ 約 14 ㎥/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ３ 約 13 ㎥/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ４ 約 13 ㎥/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ５ 約 13 ㎥/ｈ 

ｂ．高レベル廃液等の核種組成，濃度及び崩壊熱密度 

「6.5.2.1 使用済燃料の冷却期間」に記載したとおり，高レベル廃液等の核

種組成は，再処理する使用済燃料の冷却期間を 15 年として得られる使用済燃

料の核種組成を基に設定し，高レベル廃液等の濃度及び崩壊熱密度は，これを

基準として，平常運転時における再処理する使用済燃料の核種組成の変動幅を

考慮した最大値を設定する。 

ｃ．高レベル廃液等の液量 

「6.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量」に記載したとおり，

貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量は，貯槽等の公称容量とする。 

 

(７) 操作の条件 

内部ループへの通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベル廃液等

が沸騰に至る前までに準備が整い次第開始し，安全冷却水系の冷却機能の喪失

から沸騰に至るまでの時間が最も短い精製建屋において，沸騰に至るまでの時

間である 11 時間に対して８時間 50 分後までに内部ループへの通水を開始す

る。 

内部ループへの通水の準備作業及び実施時に想定される作業環境を考慮し

た内部ループへの通水に必要な作業と所要時間を，精製建屋を例として第 7.2

－７図及び第 7.2－８図に示す。また，安全冷却水系の冷却機能の喪失から第

7.2－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間を

㎥となることから，予備貯槽（120 ㎥）を施設内水源として利用する場合であっ

ても高放射性廃液の漏えい時等に貯槽への回収が可能である。 

なお，漏洩液の回収や HAW 貯槽の冷却機能喪失時等で、高放射性廃液を健全

な貯槽へ移動させるような非常時の場合には、本来の貯蔵能力である 120 ㎥

まで入れることが可能とする。 

 

へ.予備貯槽からの注水の成否判断 

予備貯槽の液位の減少及び移送先の高放射性廃液貯槽の液位の上昇により，

予備貯槽からの注水の成否判断を行う。 

予備貯槽からの注水が成功したことを判断するために必要な監視項目は，予

備貯槽と高放射性廃液貯槽の液位である｡ 

 

(b)外部支援水源を用いた注水 

外部支援水源を高放射性廃液貯槽に注水するための対策の手順及び設備の関

係を表 2-3-5 に示す｡ 

 

イ.外部支援の水を用いた注水の着手判断 

崩壊熱除去機能が喪失した場合，外部支援水源を用いた注水の実施を判断し，

以下のロ.及びハ.に移行する｡ 

 

ロ.建家外の注水経路の構築 

高放射性廃液貯槽に注水する外部支援水源を確保する。また，エンジン付き

ポンプ等に使用する外部支援燃料を確保する。消防ポンプ車又はエンジン付き

ポンプ，組立水槽を屋外に設置し，ホースを接続し，組立水槽から高放射性廃

液貯槽に注水するための経路を構築する｡ 

 

ハ.建家内の注水準備 

常設事故等対処設備により高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の温度を計測でき

ない場合は，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽に可搬型貯槽温度計を設置する。

ホースを敷設し，高放射性廃液貯槽の注水接続口にホースを接続する｡ 

 

ニ.外部支援の水を用いた注水の実施判断 

ロ.建家外の注水経路の構築及びハ.建家内の注水準備が完了後，外部支援の

水を用いた注水の実施を判断し，以下のホ.に移行する｡ 

 

ホ.外部支援の水を用いた注水の実施 

消防ポンプ車又はエンジン付きポンプを運転し，組立水槽から高放射性廃液

貯槽への注水を開始する｡ 

燃料を消防ポンプ車又はエンジン付きポンプに補給する。 

 

へ.外部支援の水を用いた注水の成否判断 

移送先の高放射性廃液貯槽の液位の上昇により，外部支援の水を用いた注水

の成否判断を行う。 

注水されていることを判断するために必要な監視項目は，高放射性廃液貯槽

の液位である｡ 

 

(2)蒸発乾固の未然防止対策及び遅延対策の有効性評価 

a.有効性評価 

(a)代表事例 

「地震」及び「津波」を条件とした場合が 1.3(1)1)に記載のとおり，厳しい

結果を与えることから，「地震」及び「津波」を代表として有効性評価を実施す

る｡ 

 

(b)有効性評価の考え方 

高放射性廃液の沸騰を未然に防止できることを確認するため，高放射性廃液

の温度の推移を評価する｡ 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（33/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

第 7.2－９表，第 7.2－12 表，第 7.2－15 表，第 7.2－18 表及び第 7.2－21 表

に示す。 

(８) 判断基準 

蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりとする。 

ａ．内部ループへの通水 

蒸発乾固の発生を未然に防止できること。 

具体的には，高レベル廃液等が崩壊熱により温度上昇し，沸騰に至る前に，

第１貯水槽から内部ループに水を通水することで，高レベル廃液等の温度が沸

点に至らずに低下傾向を示すこと。 

 

7.2.1.2.2 有効性評価の結果 

(１) 有効性評価の結果 

建屋内及び建屋外における内部ループへの通水準備作業の完了を確認した

上で，可搬型中型移送ポンプによる安全冷却水系の内部ループへの通水を開始

する。 

可搬型中型移送ポンプによる精製建屋内部ループ１及び精製建屋内部ルー

プ２の安全冷却水系の内部ループへの通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失

から 63 人にて８時間 50 分で作業を完了するため，安全冷却水系の冷却機能の

喪失から沸騰に至るまでの時間である 11 時間以内に内部ループへの通水が可

能である。内部ループへの通水開始時の高レベル廃液等の温度は，沸騰までの

時間が最も短い精製建屋内部ループ１のプルトニウム濃縮液一時貯槽におい

て約 96℃であり，また，内部ループへの通水実施後は，プルトニウム濃縮液一

時貯槽に内包するプルトニウム濃縮液の温度が低下傾向を示し，プルトニウム

濃縮液一時貯槽おいてプルトニウム濃縮液の温度が約 59℃で平衡に至る。 

内部ループへの通水開始時の高レベル廃液等の温度と高レベル廃液等の沸

点の温度差が最も小さくなるウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ループの

硝酸プルトニウム貯槽の場合，内部ループへの通水実施開始時のプルトニウム

濃縮液の温度は約 102℃であり，また，内部ループへの通水実施後は，硝酸プ

ルトニウム貯槽に内包するプルトニウム濃縮液の温度が低下傾向を示し，硝酸

プルトニウム貯槽においてプルトニウム濃縮液の温度が約 56℃で平衡に至る。 

以上の有効性評価の結果を第 7.2－９表～第 7.2－23 表に，対策実施時のパ

ラメータの推移を第 7.2－16 図～第 7.2－20 図に示す。 

 

(２) 不確かさの影響評価 

ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

(ａ) 想定事象の違い 

内的事象の「動的機器の多重故障」を要因として安全冷却水系の冷却機能が

喪失した場合，重大事故等への対処が必要な建屋，設備の範囲が限定される。

当該有効性評価では，外的事象の「地震」を要因として，安全冷却水系の冷却

機能の喪失が５建屋，13 機器グループ，53 貯槽等の全てで同時に発生するこ

とを前提に，各建屋で並行して作業した場合の対策の成立性を確認しているこ

とから，有効性評価の結果は変わらない。 

外的事象の「火山の影響」及び内的事象の「長時間の全動力電源の喪失」を

要因として安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，現場状況確認のための初

動対応及びアクセスルート確保のための作業において，外的事象の「地震」を

要因とした場合と比較して，早い段階で重大事故等対策に着手できることか

ら，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はない。 

外的事象の「火山の影響」を想定した場合の準備作業及び実施時に想定され

る作業環境を考慮した蒸発乾固への対処に必要な作業と所要時間を，精製建屋

を例として第 7.2－８図に示す。 

(ｂ) 実際の熱条件の影響 

沸騰に至るまでの時間余裕の算出では，水及び高レベル廃液等の物性値の変

動が影響を与えると考えられるものの，より厳しい結果を与えるように，高レ

ベル廃液等の崩壊熱密度は，冷却期間 15 年を基に算出した平常運転時の最大

値を設定した上で，貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量は貯槽等の公称容

量とし，貯槽等からセル雰囲気への放熱を考慮せず断熱評価で実施している。 

高放射性廃液の温度の推移の評価に当たっては，高放射性廃液貯槽及び中間

貯槽からセルへの放熱を考慮せず，断熱条件にて評価する｡ 

沸騰に至るまでの時間算出の前提となる高放射性廃液の沸点は，沸騰に至る

までの時間を安全側に評価するため，溶質によるモル沸点上昇を考慮せず，溶

液の硝酸濃度のみを考慮することとし，高放射性廃液では 102℃とする｡ 

高放射性廃液の温度の推移の評価は，解析コードを用いず，簡便な計算によ

り算出する｡ 

高放射性廃液の温度上昇の推移に係る主要評価条件を表 2-3-5 に示す｡ 

 

(c)有効性評価の評価単位 

有効性評価は，高放射性廃液貯蔵場(HAW)に対して行う｡ 

 

(d)機能喪失の条件 

外的事象の「地震」及び「津波」を要因とした場合の安全機能の喪失の想定

は，外部電源も含め全ての電源喪失を想定していることから，更なる安全機能

の喪失は想定しない｡ 

 

(e)機器の条件 

主要な機器の機器条件を以下に示す｡ 

 

イ.エンジン付きポンプ及び消防ポンプ車 

エンジン付きポンプは，1台当たり約 60 ㎥/h の送水能力を有し，冷却コイ

ルへの通水を実施する場合，高放射性廃液貯槽の冷却に必要な約 12 ㎥/h の送

水が可能となる設計としている。 

消防ポンプ車は 1 台当たり約 168 ㎥/h の送水能力を有し，高放射性廃液貯

槽の冷却に必要な水量を供給できる。 

各貯槽に必要となる冷却水量は下記のとおり。なお，除熱量評価の詳細を「高

放射性廃液の除熱に必要な冷却水流量の計算書」に示す。 

高放射性廃液貯槽(272V31) 約 1.7 ㎥/h 

高放射性廃液貯槽(272V32) 約 2.5 ㎥/h 

高放射性廃液貯槽(272V33) 約 1.8 ㎥/h 

高放射性廃液貯槽(272V34) 約 2.7 ㎥/h 

高放射性廃液貯槽(272V35) 約 3.0 ㎥/h 

 

ロ.高放射性廃液の核種組成等 

2020 年 8 月 31 日時点における高放射性廃液の核種組成等を使用する。 

 

ハ.高放射性廃液の保有量 

高放射性廃液貯槽の保有量（2020 年 8 月 31 日時点）は下記のとおり。 

高放射性廃液貯槽(272V31) 約 55 ㎥ 

高放射性廃液貯槽(272V32) 約 66 ㎥ 

高放射性廃液貯槽(272V33) 約 69 ㎥ 

高放射性廃液貯槽(272V34) 約 75 ㎥ 

高放射性廃液貯槽(272V35) 約 72 ㎥ 

 

(f)操作の条件 

冷却コイルへの通水は，沸騰に至るまでの時間が最も短い高放射性廃液貯槽

(272V35)が沸騰に至る時間（約 77 時間）までに冷却コイルへの通水を開始す

る｡崩壊熱除去機能の喪失から高放射性廃液貯槽が沸騰に至るまでの時間を添

四別紙１-１-１に示す｡また，遅延対策及び未然防止対策実施時の高放射性廃

液貯槽の温度及び液量傾向の例を図 2-3-5 に示す。 

 

(g)判断基準 

未然防止対策及び遅延対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりとする｡ 

 

イ.未然防止対策 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（34/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

これらのうち，高レベル廃液等の崩壊熱密度の最大値が有する安全余裕は，

高レベル廃液等の崩壊熱密度の中央値に対して 1.0 倍から約 1.2 倍となる。 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量に着目すると，実際の運転時には，

全ての貯槽等が公称容量の高レベル廃液等を内包しているわけではなく，公称

容量よりも少ない液量を内包している状態が想定されるが，この場合，高レベ

ル廃液等の崩壊熱は小さくなり，沸騰に至るまでの時間が延びることになる。 

また，貯槽等の表面からセル雰囲気への放熱の効果は，貯槽等の表面温度と

セル雰囲気の温度差に依存し，温度差が 20℃～80℃の範囲において鉛直平板を

仮定した場合，貯槽等の表面とセル雰囲気間の熱伝達率は約 1.8Ｗ/（ｍ２・Ｋ）

～約 3.3Ｗ/（ｍ２・Ｋ）となる。 

放熱の効果は，高レベル廃液等の崩壊熱密度に高レベル廃液等の体積を乗じ

て算出された崩壊熱を，放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して算出される値

に依存し，この値が大きい高レベル濃縮廃液及びプルトニウム濃縮液に対する

放熱効果は，温度差を 20℃と仮定した場合，数％となる。一方，高レベル廃液

等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して算出される値が小さく

なる溶解液，抽出廃液及びプルトニウム溶液に対する放熱効果は，温度差を

20℃と仮定した場合，溶解液に対して約 30％，抽出廃液に対して約 40％，プ

ルトニウム溶液に対して 100％となる。 

高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して算出さ

れる値が大きい高レベル濃縮廃液及びプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等

は，沸騰に至るまでの時間が短いという特徴を有している。高レベル廃液等の

崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して算出される値が小さい溶解

液，抽出廃液及びプルトニウム溶液を内包する貯槽等は，沸騰に至るまでの時

間が長いという特徴を有していることから，断熱条件においても沸騰に至るま

での時間が長い溶解液，抽出廃液及びプルトニウム溶液を内包する貯槽等が沸

騰に至るまでの時間は，断熱条件において沸騰に至るまでの時間が短い高レベ

ル濃縮 

廃液及びプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等に比べてより長くなること

になる。 

以上より，実際の熱条件の下では，評価結果に示す沸騰に至るまでの時間は，

全ての高レベル廃液等においてより長い時間となる可能性があるが，その効果

は崩壊熱の小さな高レベル廃液等ほど顕著であり，高レベル廃液等の沸騰まで

の時間が逆転することはないことから，蒸発乾固への対処の作業の優先順位及

び実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はない。 

(ｃ) 内部ループへの通水開始タイミングが高レベル廃液等の平衡温度に与

える影響内部ループへの通水時の高レベル廃液等の温度は，内部ループへの通

水の開始時間及び通水流量に応じて変動する。内部ループへの通水は，通水の

準備が完了した内部ループから順次通水を開始するため，内部ループへの通水

開始初期において，複数系統ある内部ループのうち，特定の内部ループへ集中

して通水する時間帯が生じる。 

この場合，計画している流量以上が通水されることにより，当該内部ループ

によって冷却されている貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度の低下速度

が速まるものの，その他の内部ループへの通水が開始された後の定常状態で

は，高レベル廃液等の平衡温度は評価値と同じ値となり，通水初期の流量が高

レベル廃液等の平衡温度に影響を与えることはない。 

ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

(ａ) 実施組織要員の操作 

「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び

「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響を考慮し，重

大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安全冷却水系の冷却機能の喪失を

もって着手し，対処の制限時間である高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間

に対して，２時間前までに完了できるよう計画することで，これら要因による

影響を低減した。 

作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して整備しており，必要な時

期までに操作できるよう体制を整えていることから，実際の重大事故等への対

処では，より早く作業を完了することができる。また，可搬型中型移送ポンプ

等の可搬型重大事故等対処設備の設置等の対処に時間を要した場合や，予備の

高放射性廃液が崩壊熱により温度上昇し，沸騰に至る前に，貯水槽から冷却

コイルに冷却水を通水することで，高放射性廃液の温度が沸点に至らずに，設

計上の運転温度の 60℃以下で安定すること｡ 

 

ロ.遅延対策 

高放射性廃液が崩壊熱により温度上昇し，沸騰に至る前に，高放射性廃液貯

槽に注水することで，高放射性廃液の温度が沸点に至らないこと。  

 

b.有効性評価の結果 

有効性評価の結果については，事故対処の訓練の結果を踏まえ，令和 3 年 1

月申請にて示す。 

 

c.同時発生又は連鎖 

(a)同時発生 

蒸発乾固が同時に発生する場合については，条件に示すとおり，5 基の高放

射性廃液貯槽で同時に発生する可能性があることから，本評価は同時発生する

ものとして評価した。 

 

(b)連鎖 

未然防止対策及び遅延対策を実施する際の環境については，高放射性廃液の

状態が平常運転時と大きく変わるものではないため，他の事故事象が連鎖して

発生することはない｡ 

 

イ.温度 

高放射性廃液は沸騰に至らないことから，機器の材質の強度が大きく低下す

ることはなく，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽に接続する機器が損傷又は機能

劣化することはない｡ 

 

ロ.圧力 

溶液が沸騰していない状態であり大きな圧力上昇はなく，安全機能を有する

機器が損傷又は機能劣化することはない｡ 

 

ハ.湿度 

溶液の温度上昇に伴い多湿環境下となるが，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽

自体及び高放射性廃液貯槽及び中間貯槽に接続する機器が損傷することはな

い｡ 

 

ニ.放射線 

高放射性廃液貯槽及び中間貯槽内の放射線環境は通常環境下から変化するこ

とはなく，機器が損傷又は機能劣化することはない｡ 

 

ホ.物質(水素，煤煙，放射性物質及びその他)及びエネルギの発生 

新たな物質及びエネルギが発生することはなく，機器が損傷又は機能劣化す

ることはない｡ 

 

ヘ.落下・転倒による荷重 

高放射性廃液の温度が上昇したとしても，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽の

材質の強度が大きく低下することはなく，高放射性廃液貯槽及び中間貯槽が落

下・転倒することはない｡ 

 

ト.腐食環境 

ハ.と同様である｡ 

 

d.判断基準への適合性の検討 

判断基準への適合性の検討については，事故対処の訓練の結果を踏まえ，令

和 3年 1月申請にて示す。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（35/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

可搬型重大事故等対処設備による対処を想定したとしても，余裕として確保し

た２時間以内に対処を再開することができる。 

(ｂ) 作業環境 

沸騰開始までは放射性物質の放出による有意な作業環境の悪化はなく，内部

ループへの通水の準備及び実施は沸騰開始前までに実施することから，作業環

境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えることはない。 

また，外的事象の「火山の影響」を要因とした場合であっても，建屋外にお

ける重大事故等対策に係る作業は降灰予報（「やや多量」以上）を受けて作業に

着手することから，降灰の影響を受けることはない。 

降灰発生後は，対策の維持に必要な燃料の運搬が継続して実施されるが，除

灰作業を並行して実施することを前提に作業計画を整備しており，重大事故等

対策を維持することが可能である。 

 

7.2.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

内部ループへの通水実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変わるもの

ではなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大きく変わるものでは

ない。 

ａ．温度 

内部ループへの通水開始時の温度は，最大でも約 102℃であり，安全機能を

有する機器の材質の強度が有意に低下することはなく，貯槽等に接続する安全

機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはない。 

ｂ．圧力 

高レベル廃液等が未沸騰状態であり，蒸気の発生もないことから，有意な圧

力上昇はなく，安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはない。 

ｃ．湿度 

高レベル廃液等の温度上昇に伴い多湿環境下となるが，貯槽等自体及び貯槽

等に接続する安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはなく，ま

た，湿度の影響が貯槽等のバウンダリを超えて波及することはない。 

ｄ．放射線 

貯槽等内の放射線環境は平常運転時の環境下から変化することはなく，安全

機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはない。 

ｅ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発生 

新たな物質及びエネルギが発生することはなく，安全機能を有する機器が損

傷又は機能が喪失することはない。 

ｆ．落下又は転倒による荷重 

高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が有意に低

下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。 

ｇ．腐食環境 

ｃ．と同様である。 

 

(２) 重大事故等の同時発生 

重大事故等が同時に発生する場合については，同種の重大事故等が同時に発

生する場合及び異種の重大事故等が同時に発生する場合が考えられる。 

蒸発乾固は，事故の条件に示すとおり，５建屋，13 機器グループ 53 貯槽等

で同時に発生する可能性があり，本評価は同時発生するものとして評価した。 

蒸発乾固と同時発生する可能性のある異種の重大事故等は，「6.1 重大事故の

発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」に

示すとおり，外的事象の「地震」及び「火山の影響」並びに内的事象の「長時

間の全交流動力電源の喪失」により，安全冷却水系，安全圧縮空気系，プール

水冷却系及び補給水設備が同時に機能を喪失することから，これらの機能喪失

により発生する放射線分解により発生する水素による爆発及び使用済燃料貯

蔵槽における燃料損傷である。 

異種の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効性については，

「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」にまとめる。 

 

(３) 重大事故等の連鎖 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（36/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

「7.2.1.2.3(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとお

り，内部ループへの通水実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変わるも

のではなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大きく変わるもので

はないため，他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

7.2.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

蒸発乾固の発生を未然に防止することを目的として，内部ループへの通水手

段を整備しており，これらの対策について，外的事象の「地震」を要因として

有効性評価を行った。 

内部ループへの通水は，沸騰開始前までに内部ループへの通水に係る準備作

業を完了し，沸騰開始前に内部ループへ通水することで高レベル廃液等の温度

を沸点未満に維持し，高レベル廃液等が沸騰に至ることを防止している。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時間に与え

る影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火山の影響」

を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

外的事象の「火山の影響」を要因とした場合には，建屋外における内部ルー

プへの通水の準備に要する時間に与える影響及び内部ループへの通水の維持

に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以上）を受けて建屋外作業に着

手すること及び除灰作業を考慮した作業計画を整備していることから，内部

ループへの通水の有効性へ与える影響が排除されていることを確認した。 

以上の有効性評価は，蒸発乾固の発生を仮定する５建屋，13 機器グループ，

53 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を

実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効であることを確認した。また，想

定される高レベル廃液等の状態において他の重大事故等が連鎖して発生する

ことがないことを確認し，想定される事故時環境において，蒸発乾固の発生を

仮定する貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又は機能喪失するこ

とはなく，他の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

以上のことから，内部ループへの通水により蒸発乾固の発生を未然に防止で

きる。 

以上より，「7.2.1.2.1(８) 判断基準」を満足する。 

二 蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質

の発生を抑制し、及び蒸発乾固の進行を緩和す

るために必要な手順等 

 

２ 第２号に規定する「蒸発乾固が発生した

場合において、放射性物質の発生を抑制

し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために

必要な手順等」とは、例えば、ルテニウム

の気相への大量移行を抑制するための

ショ糖等の注入、希釈材の注入を行うため

の手順等をいう。 

 

省略 添付資料八 

8-7-152～

195 

表 

8-7-267～

272 

8-7-283～

292 

図 

8-7-298～

299 

作業項目

（表）（セ

ル導出含

む） 

8-7-338～

359 

 

添付 1 

8-添 1-100

～103 

8-添 1-136

～151 

1.4 蒸発乾固の拡大防止対策 

十分な時間余裕を有する中で沸騰の未然防止に重点を置き対処することか

ら沸騰状態に至らないことを有効性評価で確認する。このため，沸騰後に実

施する拡大防止対策及を有効性評価に含まない。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（37/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

三 蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統

の配管の流路を遮断するために必要な手順等及

び換気系統の配管内が加圧状態になった場合に

セル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

 

３ 第３号に規定する「蒸発乾固が発生した

設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系

統の配管内が加圧状態になった場合にセ

ル内に設置された配管の外部へ放射性物

質を排出するために必要な手順等」とは、

例えば、換気系統（機器及びセル）の流路

を閉止するための閉止弁、密閉式ダンパ、

セル内に設置された配管の外部へ放射性

物質を排出するための設備を作動させる

ための手順等をいう。 

 

省略 ②コイル注

水・直接

注水と

セットで

記載 

表 

8-7-273～

292 

 

添付 1 

8-添 1-103

～108 

8-添 1-151

～161 

1.5 蒸発乾固の影響緩和対策 

十分な時間余裕を有する中で沸騰の未然防止に重点を置き対処することか

ら沸騰状態に至らないことを有効性評価で確認する。このため，沸騰後に実

施する影響緩和対策を有効性評価に含まない。 

四 蒸発乾固が発生した場合において放射性物質

の放出による影響を緩和するために必要な手順

等 

 

４ 第４号に規定する「蒸発乾固が発生した

場合において放射性物質の放出による影

響を緩和するために必要な手順等」とは、

例えば、セル換気系統の有する機能及び性

能のうち、事故に対応するために必要なも

のを代替する設備を作動させるための手

順等をいう。 

 

省略 ③セルへの

導出と

セットで

記載 

 

 ５ 上記１から４までの手順等には、対策を

実施するために必要となる電源、補給水、

施設の状態を監視するための手順等を含

む。 

 

7.2.3 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源蒸発乾

固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源を以下に示す。 

(１) 必要な要員の評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策において，外的事象の「地震」

を要因とした場合の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要

員は 141 人である。 

外的事象の「地震」とは異なる環境条件をもたらす可能性のある外的事象

の「火山の影響」を要因とした場合の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止

対策に必要な要員は 140 人である。 

また，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」及び「動的機器の多

重故障」を要因とした場合は，外的事象の「地震」を要因とした場合に想定

される環境条件より悪化することが想定されず，重大事故等対策の内容にも

違いがないことから，必要な要員は合計 141 人以内である。 

以上より，蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は，最

大でも 141 人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は 164 人であ

り，必要な作業が可能である。 

(２) 必要な資源の評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な水源，燃料及び電源を

以下に示す。 

ａ．水源 

(ａ) 内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水による水

の温度影響評価 

第１貯水槽の一区画及び通水経路からの放熱を考慮せず断熱を仮定した

場合であっても，内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器へ

の通水で使用する第１貯水槽の一区画の水温の上昇は１日あたり約 3.1℃で

あり，実際の放熱を考慮すれば冷却を維持することは可能である。 

水の温度影響評価の詳細を以下に示す。 

内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に使用し

た排水は，第１貯水槽の一区画へ戻し再利用する。 

この場合，第１貯水槽の水量は，貯槽等への注水並びに第１貯水槽及び可

搬型排水受槽の開口部からの自然蒸発によって減少するが，第１貯水槽及び

可搬型排水受槽の開口部は小さく，自然蒸発の影響は小さいことから，貯槽

添付資料八 

8-7-196～

203 

添付 1 

8-添 1-108

～115 

 

1.6 蒸発乾固の未然防止対策及び遅延対策に必要な要員及び資源 

蒸発乾固の未然防止対策及び遅延対策に必要な要員及び資源については，事

故対処の訓練の結果を踏まえ，令和 3年 1月申請にて示す。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（38/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

等への注水による減少分を考慮した第１貯水槽の一区画の温度上昇を算出

するとともに，冷却への影響を分析した。 

第１貯水槽の水の温度への影響の評価の条件は，外的事象の「地震」又は

「火山の影響」の想定によらず同じである。 

第１貯水槽の水温の上昇は以下の仮定により算出した。 

冷却対象貯槽の総熱負荷 ：1,470kW 

第１貯水槽の水量 ：9,970 ㎥※１ 

第１貯水槽の初期水温 ：29℃ 

第１貯水槽の水の密度 ：996kg/㎥※２ 

第１貯水槽の水の比熱 ： 4,179J/kg/Ｋ※２ 

※１ 貯槽等に内包する溶液が沸騰することによって消費する蒸発量約 26

㎥を切り上げて 30 ㎥とし，第１貯水槽の一区画分の容積約 10,000 ㎥か

ら減じて設定。 

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を引用 

貯槽等から回収した熱量はそのまま第１貯水槽の水に与えられること

から，第１貯水槽の１日あたりの水温上昇⊿Ｔは次のとおり算出され

る。 

⊿Ｔ[℃/日] ＝ 1,470,000[J/s]×86,400[s/日] 

/（9,970[㎥]×996[kg/㎥]×4,179[J/kg/Ｋ] 

＝ 約 3.1℃/日 

なお，上記に示したとおり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少は，第

１貯水槽及び可搬型排水受槽の開口部の構造上の特徴から，有意な量の水が

蒸発することは考え難いが，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少が第１貯

水槽の水の温度に与える影響を把握する観点から，現実的には想定し得ない

条件として，冷却対象貯槽等の総熱負荷により第１貯水槽の水が蒸発する想

定を置いた場合の第１貯水槽の水の温度上昇を評価する。 

本想定における第１貯水槽の水の蒸発量は約 310 ㎥となる。これを考慮

し，第１貯水槽の水量を 9,690 ㎥と設定した場合，第１貯水槽の温度上昇は

約 3.2℃/日であり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少が第１貯水槽の水

の温度に与える影響は小さいと判断できる。 

(ｂ) 水の使用量の評価 

貯槽等への注水によって消費される水量は，冷却コイル等への通水を開始

し，高レベル廃液等が未沸騰状態に移行するまでの期間を考慮すると，外的

事象の「地震」又は「火山の影響」の想定によらず，合計約 26 ㎥の水が必要

である。また，内部ループへの通水，凝縮器への通水及び冷却コイル等への

通水の実施において，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環させるために

必要な水量は，約 3,000 ㎥である。 

水源として，第１貯水槽の貯水槽Ａ及び貯水槽Ｂにそれぞれ約 10,000 ㎥

の水を保有しており，蒸発乾固への対処については，このうち一区画を使用

し，他方の区画は使用済燃料貯蔵槽の燃料損傷への対処に使用する。これに

より必要な水源は確保可能である。 

貯槽等への注水によって消費される水量についての詳細を以下に示す。 

前処理建屋 約 0.0 ㎥ 

分離建屋 約 1.4 ㎥ 

精製建屋 約 2.1 ㎥ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 0.2 ㎥ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 23 ㎥ 

全建屋合計 約 26 ㎥ 

ｂ．燃料 

全ての建屋の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策を７日間継続し

て実施するのに必要な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場合，合計で

約 62 ㎥である。また，外的事象の「火山の影響」を想定した場合，合計で約

63 ㎥である。 

軽油貯槽にて合計約 800 ㎥の軽油を確保していることから，外部支援を考

慮しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

必要な燃料についての詳細を以下に示す。 
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（39/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

(ａ) 内部ループへの通水，貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び凝縮器

への通水に使用する可搬型中型移送ポンプ蒸発乾固の発生防止対策及び拡

大防止対策に使用する可搬型中型移送ポンプによる各建屋の水の給排水に

ついては，可搬型中型移送ポンプの起動から７日間の対応を考慮すると，外

的事象の「地震」又は「火山の影響」の想定によらず，運転継続に合計約 40

㎥の軽油が必要である。 

前処理建屋 約 12 ㎥ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 14 ㎥ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 14 ㎥ 

全建屋合計 約 40 ㎥ 

(ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型発電機 

蒸発乾固の拡大防止対策に使用する可搬型発電機は，可搬型発電機の起動

から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山の影響」の

想定によらず，運転継続に合計約 12 ㎥の軽油が必要である。 

前処理建屋 約 2.9 ㎥ 

分離建屋 約 3.0 ㎥ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 3.0 ㎥ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 3.0 ㎥ 

全建屋合計 約 12 ㎥ 

(ｃ) 可搬型排気モニタリング用発電機 

可搬型排気モニタリング用発電機による電源供給は，可搬型排気モニタリ

ング用発電機の起動から７日間の運転を想定すると，外的事象の「地震」又

は「火山の影響」の想定によらず，運転継続に合計約 0.22 ㎥の軽油が必要

である。 

(ｄ) 可搬型空気圧縮機 

可搬型貯槽液位計への圧縮空気の供給に使用する可搬型空気圧縮機は，可

搬型空気圧縮機の起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」

又は「火山の影響」の想定によらず，運転継続に合計約 5.9 ㎥の軽油が必要

である。 

前処理建屋 約 1.4 ㎥ 

分離建屋 約 1.7 ㎥ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 1.4 ㎥ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 1.6 ㎥ 

全建屋合計 約 5.9 ㎥ 

(ｅ) 蒸発乾固対応時の運搬等に必要な車両 

燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び敷設並びにアクセス

ルートの整備等に使用する軽油用タンクローリ，可搬型中型移送ポンプ運搬

車，ホース展張車及び運搬車並びにホイールローダは，外的事象の「地震」

を想定した場合，車両の使用開始から７日間の対応を考慮すると，運転継続

に合計約 4.7 ㎥の軽油が必要となる。また，外的事象の「火山の影響」を想

定した場合，車両の使用開始から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合

計約 4.8 ㎥の軽油が必要である。 

ｃ．電源 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処理建屋における蒸発乾固の拡

大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約 5.2kVA であり，必要な

給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約 39kVA である。 

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80kVA であり，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建屋における蒸発乾固の拡大防

止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約 5.2kVA であり，必要な給電

容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約 39kVA である。 

分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80kVA であり，必要負荷に対して

の電源供給が可能である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷は，精製建屋

及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の拡大防止対策に

必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬

型排風機の約 11kVA である。精製建屋の可搬型排風機の起動は，冷却機能の
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必要な技術的能力に係る審査基準における要求事項、解釈及び JNFL 申請書と TRP 申請書の比較 

（40/40） 

使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

要求事項の解釈 
JNFL 申請書の記載 

（R2.4.28 申請 2020 再計発第 31 号） 

JNFL 申請書 

該当ページ 
TRP 申請書(R2.10.30 時点)の記載 

喪失から６時間 40 分後，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風

機の起動は，冷却機能の喪失から 15 時間後であり，可搬型排風機の起動タ

イミングの違いを考慮すると，約 45kVA の給電が必要である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80kVA

であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷は，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋における蒸発乾固の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型

排風機の約 5.2kVA であり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考

慮しても約 39kVA である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80kVA であ

り，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

可搬型排気モニタリング用発電機の電源負荷は，主排気筒を介した大気中

への放射性物質の放出状況の監視に必要な負荷として，約 1.8kVA であり，

対象負荷の起動時を考慮しても約 1.8kVA である。 

代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリング用発電機の供給容量は，

約３kVA であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。  
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事故対処の有効性評価に係るコメント対応リスト 

1 

 

①事故対処の各手順を実施するに際しての判断基準と優先順位の明確化に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

事
故
対
処
の
各
手
順
を
実
施
す
る
に
際
し
て
の
判
断
基
準
と
優
先
順
位
の
明
確
化 

【10/22 監視チーム会合】 

事故対処の各手順に対して、判断基準と優先順位を明確化すること。 

・使用する事故対処設備の組み合わせに応じて、事故対処のケース分けを行い、使用する水、燃料と

の関係を整理し、申請書に記載した。 

・所内の既存施設の水、燃料については、被災状況を確認した上で使用可能な場合は利用を考慮する

旨、コメントを受けており、位置関係をマップに示すとともに、遡上津波による浸水の有無を踏まえ、水

源及び燃料の優先度の考え方を整理し、申請書に記載した。 

・所内の既存施設から、事故対処に使用する水、燃料が確保可能かを点検により確認する判断フロー

を追加し、申請書に記載した。 

・電源車からの給電の有無によるケース分けについては、記述を見直し、申請書に反映した。 

・１月申請に向け、組立水槽やポンプ等の事故対処設備の展開について、敷地内に残った水への対応

を考慮し作業時間を見積もり、訓練により確認して、タイムチャートとともに有効性評価に反映する。 

・１月申請に向け、判断フロー図の充実、事故対処設備の使用時間、必要な資源量の積み上げ根拠等

の説明の追加、本文の記載内容の充実を図る。 

 

【10/1 面談】 

蒸発乾固に係る未然防止対策及び遅延対策について、高放射性廃液の沸騰の遅延対策を実施する

判断の基準や、未然防止対策において用いる水源の選択の基準など、各々の対策を実施する判断の

基準を説明すること。 

 

【10/6 監視チーム会合】 

蒸発乾固に係る対策について、事象進展に伴う電力（燃料）、水源への対応として、様々な判断と手順

が伴うことから、必要な判断基準を明確にして説明すること。例えば、高放射性廃液の沸騰の遅延対策

を実施判断する基準や、未然防止対策において用いる水源や燃料の選択の判断をする基準など、実

際に対策を実施する現場において必要な判断基準を考慮して説明すること。 

 

【10/6 監視チーム会合】 

高放射性廃液の冷却について、事故対処の結果、安定したと判断する条件（資機材、資源の供給体制

等）を具体的に説明すること。 

・恒設設備による冷却機能の回復を図り、事故対処が安定化したと判断する旨、申請書に記載した。 

・事故の制圧判断では、外部支援を受けられない状況を想定しても対策を安定的に継続する必要があ

り（10/15 面談）、使用する水・燃料の資源の削減のため可搬型チラー等の設備、所内にタンクトレー

ラー等を配備し資源を確保する等の対策を検討する旨、面談で提示した。 

・事故対処の有効性評価に係る検討体制について、検討項目、体制図、役割分担について、資料化

し、面談資料及び会合資料として提示した。 

・１月申請に向け、事故の制圧に係る判断等の説明の追加、本文の記載内容の充実を図る。 
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事故対処の有効性評価に係るコメント対応リスト 

2 

 

②事故対処に従事する人員を確保できることを示す根拠に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

事
故
対
処
に
従
事
す
る
人
員
を
確
保
で
き
る
こ
と
を
示
す
根
拠 

【10/22 監視チーム会合】 

事故対処に従事する人員確保の根拠（体制図など）を示すこと。 

・対処要員の召集に要する時間の考え方について、本文及びタイムチャート に示し、申請書に反映し

た。 

・１月申請に向け、召集範囲の設定根拠や、使用する事故対処設備に応じた対処要員のスキルとの関

係等を含め説明を追記し、記載の充実を図る。 

 

【10/15 面談】 

実際に事故が発生した際に対処する人員の体制、収束に必要な資機材及び時間余裕の根拠が、示さ

れている資料では不明確であることから、これらの根拠を示すこと。 

 

【10/6 監視チーム会合】 

タイムチャートに記載されている要員数や参集時間の実現性、津波の状況を想定した作業開始までの

タイムラグ等の数値の根拠（考え方）を説明すること。 

 

【10/6 監視チーム会合】 

今回示された事故対処の手順について、対応が現実的なものとなっているか、手順書に落とし込めるこ

とができるのか、施設の運転経験がある者からの意見聴取や現地調査等の実施を通して確認するこ

と。 ・事故対処の有効性評価に係る検討体制について、検討項目、体制図、役割分担について、資料化

し、面談資料及び会合資料として提示した。 

・１月申請に向け、事故対処の現場対応を担う実施組織、現場の復旧活動を支援する支援組織等の説

明を追記し、記載の充実を図る。 

 

【10/6 監視チーム会合】 

組織体制が示されているが、具体的にどのような検討がされるのか明確ではない。役割分担を明確に

するとともに、組織の中で客観的な評価を実施していくこと。 

 

【9/29 面談】 

事故対処のタイムチャートについて、昼間及び夜間の体制図など、タイムチャート中に記載されている

要員数や参集時間などの根拠となる情報を整理して資料に追加すること。 

・１月申請に向け、事故時に要員が入構する高台の門や移動ルート、要員招集に要する時間等につい

て、本文の説明を追記し、記載の充実を図る。 
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事故対処の有効性評価に係るコメント対応リスト 

3 

 

③事故の収束のために必要な資源量の算定根拠に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

事
故
の
収
束
の
た
め
に
必
要
な
資
源
量
の
算
定
根
拠 

【10/22 監視チーム会合】 

事故の終息のために必要な資源量の算定根拠を示すこと。 
・10/15 面談において、外部支援を受けられない状況を想定するよう指導を受け、水・燃料の資源につ

いては、可搬型チラー等の設備を用い使用量を削減するとともに、所内にタンクトレーラー等により資

源を確保する対策を検討する旨、面談で提示。 

・所内の既存施設の水、燃料については、被災状況を確認した上で使用可能な場合は利用を考慮する

旨、コメントを受けており、位置関係をマップに示すとともに、遡上津波による浸水の有無を踏まえ、水

源及び燃料の優先度の考え方（津波の浸水がない高所に位置する水源、燃料を優先して被災状況を

確認し使用可能な場合は利用する）を整理し、申請書に記載した。 

・１月申請に向け、事故対処設備の使用時間、必要な資源量の積み上げ根拠等について、本文の記載

内容の充実を図る。 

・１月申請に向け、操作の容易性、照明等の配備による操作性の確保等についての説明を追記すると

ともに、審査基準との適合性について、対比資料を作成し整理する。 

 

 

【10/22 監視チーム会合】 

事故の収束のために必要な資源量の算定に当たっては、十分な外部支援が見込めない状況が想定さ

れる中、長期的に安定した状態を維持できることが必要であるが、定量的な説明がないため、充実して

いく必要がある。 
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④沸騰に至らないとする未然防止対策を講じるための現実的な時間の猶予に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

沸
騰
に
至
ら
な
い
と
す
る
未
然
防
止
対
策
を
講
じ
る
た
め
の
現
実
的
な
時
間
の
猶
予 

【10/22 監視チーム会合】 

沸騰の未然防止策に対する現実的な時間猶予（遅延対策を講じた場合を含む）を示すこと。 

・１月申請に向け、より現実的な時間裕度の評価について遅延対策を講じた場合を含め、本文の記載

内容の充実を図る 
 

【10/6 監視チーム会合】 

断熱評価で約 77 時間としているが、断熱条件を実際の設備条件とするとどの程度の時間となるの

か。 

・実測範囲のデータに基づき推定し面談資料として説明した。  

【9/29 面談】 

事故対処の手順について、複数の対策手段による手順の分岐がある箇所については、その内容を具

体的に示すこと。 

・複数の接続口からの供給が可能である旨図示するとともに、更なる対策を行えるよう、追加で接続口

を設置する旨、申請書に記載した（10/22 会合）。 
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⑤想定される外部事象が発生した際の所内にある燃料及び水源の使用の優先順位に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

想
定
さ
れ
る
外
部
事
象
が
発
生
し
た
際
の
所
内
に
あ
る
燃
料
及
び
水
源
の
使
用
の
優
先
順
位 

【10/22 監視チーム会合】 

想定される外部事象が発生した際の、所内燃料、水源の使用の優先順位。どれが一番期待できるか示

すこと。 

・所内の既存施設の水、燃料については、被災状況を確認した上で使用可能な場合は利用を考慮する

旨、コメントを受けており、位置関係をマップに示すとともに、遡上津波による浸水の有無を踏まえ、水

源及び燃料の優先度の考え方（津波の浸水がない高所に位置する水源、燃料を優先して被災状況を

確認し使用可能な場合は利用する）を整理し、申請書に記載した。 

・所内の既存施設から、事故対処に使用する水、燃料が確保可能かを点検により確認する判断フロー

を追加し、申請書に記載した。 

・10/15 面談において、外部支援を受けられない状況を想定するよう指導を受け、水・燃料の資源につ

いては、可搬型チラー等の設備を用い使用量を削減するとともに、所内にタンクトレーラー等により資

源を確保する対策を検討する旨、面談で提示。 

・１月申請に向け、判断フロー図の充実、本文の記載内容の充実を図る。 

 

【10/15 面談】 

最終的に事故対処の手順書として整理することを念頭に、サイト内にある燃料及び水源は想定される

外部事象が発生した際に何処が期待できるのか、また、どこを優先的に使用するのか、配置場所や設

備の実際の耐震性を考慮の上整理すること。 

 

【10/6 監視チーム会合】 

事故対処の際に実際に期待し得る既存の施設内の燃料、水資源等の容量（事故対処に期待する期間

を含む。）や位置関係等について、具体的に説明すること。 

 

【10/1 面談】 

事故対処の際に期待する燃料、水資源等の容量や位置関係等について具体的に説明すること。 
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⑥外部支援が見込めない状況が想定される中、長期的に安定した状態の維持に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

外
部
支
援
が
見
込
め
な
い
状
況
が
想
定
さ
れ
る
中
、
長
期
的
に
安
定
し
た
状
態
の
維
持 

【9/29 面談】 

自然水利として想定している新川については、津波の影響による地形変化や水質悪化により津波発生

後短時間で取水するのが困難であることが想定されることから、そのことを考慮し時間余裕の考え方を

整理すること。 

・10/15 面談において、外部支援を受けられない状況を想定するよう指導を受け、水・燃料の資源につ

いては、可搬型チラー等の設備を用い使用量を削減するとともに、所内にタンクトレーラー等により資

源を確保する対策を検討する旨、面談で提示。 

・使用する事故対処設備の組み合わせに応じて、事故対処のケース分けを行い、使用する水、燃料と

の関係を整理し、申請書に記載した。 

・所内の既存施設の水、燃料については、被災状況を確認した上で使用可能な場合は利用を考慮する

旨、コメントを受けており、位置関係をマップに示すとともに、遡上津波による浸水の有無を踏まえ、水

源及び燃料の優先度の考え方を整理し、申請書に記載した。 

・所内の既存施設から、事故対処に使用する水、燃料が確保可能かを点検により確認する判断フロー

を追加し、申請書に記載した。 

・１月申請に向け、判断フロー図の充実、より現実的な時間裕度の評価、本文の記載内容の充実を図

る 

 

【10/15 面談】 

収束のために必要な資源量については、十分な外部支援が見込めない状況下において、最低限どの

程度の資源を確保することができれば長期的に安定した状態を維持できるのか、定量的に示すこと。 

 

【9/29 面談】 

資料中に記載されている「外部支援」については、具体的にどのような内容を想定しているのか定量的

に説明すること。 
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⑦事故対処の有効性評価に係る審査基準等へ対比に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

事
故
対
処
の
有
効
性
評
価
に
係
る
審
査
基
準
等
へ
対
比 

【10/22 監視チーム会合】 

説明に際しては、事故対処の有効性評価に係る審査基準等に照らした説明を行う必要がある。 

・１月申請に向け、判断フロー図の充実、本文の記載内容等の充実を図るとともに、審査基準との適合

性について、対比資料を作成し整理する。 

 

 

【10/19 面談】 

事業指定基準規則の他、技術的能力に係る審査基準と申請内容を対比して説明すること。 
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⑧ウェットサイトであることを踏まえた対策に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

ウ
ェ
ッ
ト
サ
イ
ト
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
対
策 

【9/29 面談】 

地震、津波等の災害による機能喪失を想定するユーティリティ関連施設等については、その内容を具

体的に示すこと。 

・設計津波の遡上による機能喪失範囲について、申請書に追記した。  

【9/15 監視チーム会合】 

津波が遡上した際の敷地の状況を想定する際には、引き波を含む津波の遡上解析結果 を活用し、サ

イト内に水がたまりやすい場所や漂流物等によってアクセス性が悪化する場所などを丁寧に洗い出し、

適切に有効性評価に反映すること。 ・屋外での復旧活動の作業環境条件として、津波が引いた後の浸水状況を遡上解析結果（浸水深さ

50cm 程度）に基づき評価し、敷地内のマップに示して申請書に記載した。 

・引き波を含む遡上津波の流況を考慮し、津波瓦礫が新川近傍へ流れ付くことを想定し、自然水利の

使用には、瓦礫撤去等の作業時間を要する想定を置く旨、申請書に記載した。 

・自然水利の利用には、瓦礫撤去等の準備作業に時間を要することから、この間に沸騰の遅延対策を

行う旨、申請書に記載した。また、瓦礫等の撤去に係る訓練を実施し、有効性評価に反映する旨、申

請書に記載した。 

・組立水槽やポンプ等の事故対処設備の配置にあたっては、敷地内に残った水への対応を考慮し作業

時間を見積もり、訓練により確認して、タイムチャートとともに有効性評価に反映する（１月申請範

囲）。 

・１月申請に向け、判断フロー図の充実、本文の記載内容の充実を図る。 

 

【9/10 面談】 

津波が遡上した際の敷地の状況を想定する際には、津波の遡上解析結果を活用し、サイト内に水がた

まりやすい場所や漂流物等によってアクセス性が悪化する場所などを丁寧に洗い出し、有効性評価に

反映すること。 

 

【8/25 面談】 

津波遡上による影響を踏まえた現実味のある事故シナリオに基づく有効性評価となるよう、今後具体的

な検討を進めること。 
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⑨評価に使用したデータに関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

評
価
に
使
用
し
た
デ
ー
タ 

【10/1 面談】 

タイムチャートに記載されている要員数や参集時間の実現性、津波の状況を想定した作業開始までの

タイムラグ等の数値の根拠を説明すること。 

・水、燃料の使用量、使用時間について、考え方を追記し、申請書に反映した。 

・使用時間については、少なくとも１週間は外部支援を受けずに未沸騰状態を維持する必要がある

（10/15 面談時コメント）ことから、当該期間中の必要資源を可搬型設備等により確保する旨を検討

し、申請書に反映する（１月申請範囲）。 

・事故対処では、沸騰に至らない範囲で有効性評価を実施することとしており、仮に沸騰に至った場合

の放出量評価については、参考資料の扱い（9/29 面談）としている。 

・放出量評価においては、過度の保守性は不要（10/1 面談）とのコメントを受け、六ケ所再処理施設の

申請書を参考に、沸騰時に気相に同伴する飛沫が放出経路の配管曲がり部を通過する際の DF（10）を

考慮して放出量を見直し、申請書に記載した。 

 

【10/8 面談】 

貯槽の断熱条件による評価と放熱を考慮した評価との比較については、解析条件の相違点を明確に

するとともに、どのような点でより現実的な条件であるのかを説明すること。 

・評価条件を揃えた比較表を追記し面談資料を修正した。  

【10/8 面談】 

高放射性廃液の昇温データの取得について、貯槽の下部と中部の平均温度で整理しているが、管理

目標値も同様に平均温度として管理されているのか説明すること。 

・実測範囲のデータに基づき推定し面談資料として説明した。  
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⑩使用する設備・ユーティリティに関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

使
用
す
る
設
備
･ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ 

【10/6 監視チーム会合】 

操作現場と制御室・緊対所との通信連絡手段について、想定しているハザードに対して機能を期待す

ることができるのか説明すること。 

・１月申請に向け、事故対処設備の使用場所、保管場所、運搬経路、各地点との通信連絡手段等に関

する記述の充実を図る。 
 

【9/29 面談】 

事故対処設備の写真及び配置場所を資料中で示すこと。事故対処設備の配置場所として使用する予

定であるプルトニウム転換技術開発施設駐車場について、今後地盤補強工事を実施する予定としてい

るが、地盤補強工事完了前における事故対処の手順についても併せて説明すること。 

・１月申請に向け、旧転換駐車場の地盤改良対策については、R4 年度末の完成を予定しており、それ

までの間の対応について、説明を追記する。 
 

【8/27 面談】 

防護対象機器の考え方を再度整理して説明すること。 

・主な事故対処設備の所内の保管場所、HAW、TVF との位置関係について、屋外復旧活動を行う際の

環境条件となる遡上津波が引いた後の所内の浸水状況と合わせて、マップ上に示し、申請書に記載

した。 
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⑪RRP 申請書における記載内容の参考に関すること 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

R
R

P

申
請
書
に
お
け
る
記
載
内
容
の
参
考 

【10/6 監視チーム会合】 

資料全般について、前回会合の指摘を踏まえ、先行する六ヵ所再処理施設を参考に資料作成が進め

られていると認識した。他方、本記載内容は、実際の手順書に落とし込めるのか、訓練で確認できるの

か、実際に対応可能かどうか、引き続き評価して記載内容の充実を行うこと。 

・参考とすべき先行施設の申請書については、具体的に規制庁より該当箇所（添付資料 8 の 7.2 項（蒸

発乾固への対処））の提示を受け、資料構成を当該申請書の項目に沿う形で作成し直し、申請書に記

載した。 

・TRP の事故対処の特徴を踏まえた基本方針については、これまでの会合等のコメントを反映し、上記

申請書に記載した。 

・事故の選定及び選定理由については、資料を追加し面談及び会合で内容を確認した上で、申請書に

記載した。 

・１月申請に向け、判断フロー図の充実、本文の記載内容の充実を図る。 

・１月申請に向け、審査基準との適合性について、対比資料を作成し整理する。 

 

【9/15 監視チーム会合】 

前提となる条件や有効性の判断基準などを論理立てて整理して説明すること。また、説明に当たって

は、審査が先行する六カ所再処理施設や実用炉の例を参考とすること。 

 

【9/10 面談】 

これまでの会合でも同様の指摘をしているが、審査が終了している六カ所再処理施設や実用炉の例を

参考に、前提となる条件や有効性の判断基準などを論理立てて整理して説明すること。 
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⑫事故選定に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

事
故
選
定 

【9/7 面談】 

事故対処の有効性評価の説明にあたっては、その前提となる事象選定の考え方について明確にする

こと。 

・事故選定結果及び選定理由について整理し、申請書に記載した（10/22 会合）。  
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⑬申請書の体裁、記載方法に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

申
請
書
の
体
裁
、
記
載
方
法 

【10/6 監視チーム会合】 
事象進展の状況を踏まえると、事故対処が発生防止対策のみであり、拡大防止対策を行う必要がない
とする説明について、東海再処理施設の現況から、六ヶ所再処理施設との相違点等も考慮して資料に
明確に記載すること。 

・TRP における事故対処の特徴を踏まえ、発生防止策に重点を置いた対応をとる旨、事故対処の基本

方針（（全体説明箇所）及び施設個別対策の説明箇所に整理し、申請書に記載した（10/22 会合）。 

 

【9/29 面談】 
蒸発乾固の拡大防止対策を考慮する必要がないとする理由について、発生時間の差異が主な理由で
あると説明があったが、六ケ所再処理施設と東海再処理施設との相違点等を整理して詳細に説明する
こと。 

 

【8/25 面談】 
事故対処の有効性評価の検討状況について、大きな方向性を理解した。 

・１月申請に向け、判断フローや対策の優先順位等に訓練結果を反映させる計画。  
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⑭スケジュール・申請範囲に関するコメント 

規制庁コメント コメントに対する JAEA 対応内容 備考 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
・
申
請
範
囲 

【10/20 面談】 

来年 1 月に予定している廃止措置計画変更認可申請の範囲が広くなることから、さらにスケジュールが

後ろ倒しになることのないよう、進捗管理をしっかりと行っていく必要があると考える。当該申請に向け

た事故対処の有効性評価の検討スケジュールを来月中に示すこと。 

・検討スケジュールについては、11/5 の面談を予定 

・1 月申請では、訓練結果に基づくタイムチャート により有効性を確認した結果を申請する旨、申請書

に記載した（10/22 会合） 

 

【10/19 面談】 

事故対処の有効性評価について、原子力機構は令和 2 年 10 月と令和 3 年 1 月の２回に分けて廃止

措置計画変更認可申請を行うこととしているが、全体像を示すとともに、２回の申請の範囲を明確にし、

全体が網羅されていることを示すこと。 

・申請時期及び申請範囲の整理について、新たに章立てし申請書に記載した（10/22 会合）。  

【8/27 面談】 

可搬型設備の接続口等の設置工事の内容については、単独での説明では工事の必要性も含め適否

が判断できないことから、事故対処の有効性評価の検討内容と併せて説明すること。 

・安全対策工事の前倒しが可能なものについては、事故対処の有効性評価と並行して進めることとして

おり、事故対処の有効性評価の申請書に実施内容を記載した（10/22 会合）。 

・今後申請を計画している事故対処の有効性評価の認可を受けて、対策工事の内容に変更が生じた

場合には、見直しを行う旨を設計及び工事の計画に記載した。 

 

【9/15 監視チーム会合】 

令和２年１０月及び令和３年１月に申請するとしている事故対処の有効性評価の各々の内容について、

例えば１０月申請で含まれる工事が、１月申請で申請するとしている有効性評価とどのように関連する

のかなど、詳細に整理して説明すること。 
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参考文献 

1）”アイソトープ手帳 11 版”，日本アイソトープ協会 （2011） 

2）日本原燃サービス，三菱重工業株式会社，三菱原子力工業株式会社，”核分裂により生成す

る短半減期の放射性物質の評価について”，JNFS R-91-003 J/M-1003 (1991) 
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【質問②】放出量評価における Ru の取扱いについて 

 放射性廃液中の Ru の総量を示すこと。その上で、高放射性廃液が沸騰に至った際のルテ 

ニウムの揮発割合の考え方を説明すること。 

 

【回答②】 

高放射性廃液貯蔵場の高放射性廃液貯槽(272V31～V35)中の Ru の放射能量を表 2 に示す。 

高放射性廃液中の Ru の内蔵放射能量は時間経過による減衰により、高放射性廃液中の主要

核種である Cs-137 と比較して 10-6 倍程度*と内蔵放射能量は少ない。東海再処理施設の事故対処

の有効性評価では、遅延対策の実施により沸騰までの更なる時間余裕を確保するとともに、継続

的に冷却状態を維持する未然防止対策を実施するため、高放射性廃液が沸騰に至ることはないと

評価しているが、仮に高放射性廃液が沸騰に至った際は、Ru は他の核種と同様に飛沫同伴 (移行

率：0.005% 3))により気相中へ移行する。更に、高放射性廃液の蒸発濃縮が継続し廃液温度が

120℃に到達した場合、揮発性の Ru として放出されるため、移行率は 12% 4)に増加する。 

* 高放射性廃液貯槽(272V31～V35)中の Cs-137 の放射能量の総量：9.30E+17 [Bq] 

 

表 2 高放射性廃液貯槽(272V31～V35) 中の Ru の放射能量 

 半減期 272V31 272V32 272V33 272V34 272V35 合計 

Ru-103 [Bq] 約 39 日 3.32E-33 7.43E-33 1.41E-33 3.62E-33 2.34E-33 1.81E-32 

Ru-106 [Bq] 約 374 日 6.07E+10 1.10E+11 2.60E+10 5.25E+10 3.20E+10 2.82E+11 

 

 

参考文献 

3）「再処理施設における放射性物質移行挙動に係る研究」運営管理グループ．再処理施設にお

ける放射性物質移行挙動に係る研究報告書．2014-02 

4）吉田一雄、石川淳、阿部仁, "再処理施設の蒸発乾固事故での放射性物質の移行挙動解析",

原子力学会和文論文誌(2015)  
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【質問③】強制換気による高放射性廃液の沸騰遅延策の検討について 

前回（10/8）の面談資料 p7 のグラフ中の換気を考慮した除熱評価の曲線 Cを見ると、換

気を考慮した場合、高放射性廃液の温度は 95℃付近に収束するように見えることから、水

利を要しない沸騰遅延対策として強制換気も有効な手段となり得ると考えるため、検討して

いただきたい。 

 

【回答③】 

高放射性廃液貯槽が設置されるセルの換気により貯槽が空冷されるため、冷却水の供給が行え

ない状態であっても、廃液温度の上昇は抑制される。今後、除熱評価の精度を高めるため、高放

射性廃液貯槽への冷却水供給を停止した際の廃液温度の上昇について範囲を拡張しデータを

取得することを検討している。 
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分離精製工場(MP)等の津波防護に関する詳細調査の状況 

令和 2 年 11 月 5 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

１．概要 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)，ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発

棟及びそれらに関連する施設以外の分離精製工場(MP)等の施設(以下「分離精製工

場(MP)等」という。)のうち，廃棄物容器・製品容器を貯蔵・保管する施設のプラ

ントウォークダウンの結果，評価，対策案を以下に示す。

２．プラントウォークダウンの結果 

一次スクリーニングでの保守的な評価において，放射性物質の流出を想定した

廃棄物容器・製品容器を貯蔵・保管する施設のプラントウォークダウンの結果を別

紙1～8に示す。 

３．評価及び対策案 

プラントウォークダウンを踏まえた放射性物質の流出の評価及び対策案を別紙

9，対策案の詳細を別紙10～12に示す。容器の転倒・落下防止及び建家外への流出

防止の対策を実施することにより，廃棄物容器・製品容器に起因する有意な放射性

物質の建家外への流出を防止する。 

以上 
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〇保管状況 

 【廃棄物を収納したドラム缶及びコンテナ】 

・焼却しない廃棄物は、ドラム缶又はコンテナに収納し、満杯になるまでの間、一時的に低

放射性固体廃棄物受入処理室（A143）において平積みで保管している。 

・満杯になったドラム缶及びコンテナは、速やかに貯蔵施設へ搬出する。 

 【低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）】 

・焼却処理する低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）は、焼却処理するまでの間、廃

棄物処理場の所定の保管場所（棚）において保管している。 

・保管場所（棚）は、不燃性のシートで棚前面及び側面を覆うとともに、溢水発生時におい

て流出により機器に損傷を与えることがないよう出し入れ口をネットで覆っている。 

ドラム缶及びコンテナの保管状況、低放射性固体廃棄物の保管場所（上段） 
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〇放射性物質の建家外への流出 

【廃棄物を収納したドラム缶及びコンテナ】 

・地震が発生した場合、焼却しない廃棄物は、平積みで保管していることから荷崩れの可

能性は極めて低い。 

・建家内に海水が侵入した場合、保管しているドラム缶及びコンテナは、浮き上がり、流出

する可能性があることから、ドラム缶及びコンテナを建家外に流出しない対策を講じる。 

 【低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）】 

・地震が発生した場合、所定の保管場所（棚）で保管している低放射性固体廃棄物（カート

ンボックス、袋）は、落下する可能性は否定できないもののカートンボックス及び袋は二

重梱包されており、放射性物質が放出される可能性は極めて低い。 

・地上２階は、当該室の窓まで浸水しないことから、流出する可能性は極めて低い。 

・地上１階の保管場所（棚）が浸水した場合、低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）は、

浮き上がり、流出する可能性があることから、建家外に流出しない対策を講じる。 

 

以上 
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〇保管状況 

 【焼却灰を収納したドラム缶】 

・低放射性固体廃棄物（可燃）を焼却処理して発生する焼却灰は、焼却灰ドラム保管室

（A006）においてドラム缶に収納して平積みで保管している。 

・焼却灰を収納したドラム缶は、分析結果が出るまで焼却灰ドラム保管室（A006）に保管

したのち、貯蔵施設へ搬出する。 

 【低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）】 

・焼却処理する低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）は、焼却処理の都度、廃棄物処

理場から適宜受入れ、所定の保管場所（棚）で2～3段積みで保管している。 

・保管場所（棚）は、不燃性のシートで棚前面及び側面を覆うとともに、溢水発生時におい

て流出により機器に損傷を与えることがないよう出し入れ口をネットで覆っている。 

 

ドラム缶保管状況          低放射性固体廃棄物保管状況 
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〇放射性物質の建家外への流出 

【焼却灰を収納したドラム缶】 

・地震が発生した場合、焼却灰を収納したドラム缶は、平積みで保管していることから荷

崩れの可能性は極めて低い。 

・焼却灰ドラム保管室（A006）の扉は、遮蔽機能を有した強固なものであり（扉重量約

2.4t）、扉のロックピン（SS400 φ25丸棒）も強固なことから、浸水した海水による水

位で扉が開く可能性は極めて低い。 

・焼却灰ドラム保管室(A006)に保管するドラム缶複数本をベルトにより固縛し、転倒に

よるドラム缶の蓋の解放を防止する対策を講じる。 

【低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）】 

・地震が発生した場合、所定の保管場所（棚）で保管している低放射性固体廃棄物（カート

ンボックス、袋）は、落下する可能性は否定できないもののカートンボックス及び袋は二

重梱包されており、放射性物質が放出される可能性は極めて低い。 

・地下１階の保管場所（棚）が浸水した場合、低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）は、

浮き上がる可能性があるが壁等で仕切られていることから、当該室から移動しないと考

えられ、流入した海水は地下階に留まることから、地下１階から低放射性固体廃棄物が

建家外に流出する可能性は極めて低い。 

・地上１階の保管場所(棚)が浸水した場合、低放射性固体廃棄物（カートンボックス、袋）は、

浮き上がる可能性があり、扉部から流出する可能性があることから、建家外に流出しな

い対策を講じる。 

 

以上 
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廃棄物処理場
（AAF)

低放射性固体廃棄物 カートンボックス、袋

－
（アンバー区域で保管）
地上1 階
・低放射性固体廃棄物カー
トン保管室(A142)
・低放射性固体廃棄物受
入処理室(A143)

地上2 階
・予備室(A241)

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②b]

カートンボックス及び袋はラック内に貯蔵し
ており、カートンボックス及び袋が落下する
可能性は否定できない。カートンの場合は
内袋があること、ビニル袋の場合は２重で
あることから、有意な放射性物質が流出す
ることは無いと考えられる。貯蔵場所が浸
水した場合、カートン及び袋は浮き上がる
可能性があり、窓・扉・シャッター部から建
家外への流出対策を行う。このため、有意
な放射性物質の流出はない。

シャッター部からカートンボッ
クス、袋が建家外へ流出す
ることを防止するための対策
を実施

廃棄物処理場
（AAF)

ヨウ素フィルタ（AgX） 保管容器

－
（アンバー区域で保管）
地上1 階
・排気フィルタ室(A102) 地震・津波の影響により外

壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①a-②b]

保管容器は平置きして貯蔵しており、容器
の形状から転倒・落下の可能性は無いと考
えられる。排気フィルタ室が浸水した場合、
容器は浮き上がる可能性があり、扉部から
建家外への流出対策を行う。このため、有
意な放射性物質の流出はない。

扉部から容器が建家外へ流
出することを防止するための
対策を実施

廃棄物処理場
（AAF)

ヨウ素フィルタ（活性
炭）

保管容器

－
（アンバー区域で保管）
地上1 階
・排気フィルタ室(A102) 地震・津波の影響により外

壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①a-②b]

保管容器は平置きして貯蔵しており、容器
の形状から転倒・落下の可能性は無いと考
えられる。排気フィルタ室が浸水した場合、
容器は浮き上がる可能性があり、扉部から
建家外への流出対策を行う。このため、有
意な放射性物質の流出はない。

扉部から容器が建家外へ流
出することを防止するための
対策を実施

アスファルト固化
体貯蔵施設
（AS1)

アスファルト固化体 ドラム缶

地下1 階
・貯蔵セル（R051,R052）

地上1 階
・貯蔵セル（R151,R152）

貯蔵セルと繋がっている移
送セル（R050,R150）には
ケーブルダクト、遮蔽扉等
が設置されており、セル内
に海水が流入する可能性
がある。

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①a-②a]

ドラム缶4 本を鋼製フレームに収納し、セル
内に隙間なく貯蔵しており、転倒・落下の可
能性は無いと考えられる。貯蔵セルが浸水
した場合、ドラム缶は浮き上がることはなく、
移送セル・遮蔽扉を経由し、建家外に流出
することは無いと考えられる。このため、有
意な放射性物質の流出はない。

不要

分離精製工場(MP)等の津波防護に関する整理（製品容器・廃棄物容器） 案

評価主なインベントリ等施設 機器・容器 セル 建家 対策
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評価主なインベントリ等施設 機器・容器 セル 建家 対策

アスファルト固化
体貯蔵施設
（AS1)

プラスチック固化体 ドラム缶

地下1 階
・貯蔵セル（R051,R052）

地上1 階
・貯蔵セル（R151,R152）

貯蔵セルと繋がっている移
送セル（R050,R150）には
ケーブルダクト、遮蔽扉等
が設置されており、セル内
に海水が流入する可能性
がある。

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①a-②a]

ドラム缶4 本を鋼製フレームに収納し、セル
内に隙間なく貯蔵しており、転倒・落下の可
能性は無いと考えられる。貯蔵セルが浸水
した場合、ドラム缶は浮き上がる可能性は
あるが、移送セル・遮蔽扉を経由し、建家外
に流出することは無いと考えられる。このた
め、有意な放射性物質の流出はない。

不要

第二アスファルト
固化体貯蔵施設
（AS2）

アスファルト固化体 ドラム缶

地上1 階
・貯蔵セル（R151）

地上2 階（浸水深以上）
・貯蔵セル（R251）

貯蔵セル（R151）には入気
ダクト、遮蔽扉等が設置さ
れており、セル内に海水が
流入する可能性がある。

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②a]

ドラム缶4 本をパレット上に置き、最大3 段
積みで貯蔵しており、端部等のドラム缶が
転倒・落下し蓋が外れる可能性は否定でき
ない。固化体自体に放射性物質が閉じ込め
られており，固化体と海水が接触しても有
意な放射性物質が流出することは考えにく
い。貯蔵セルが浸水した場合、ドラム缶は
浮き上がることはなく、遮蔽扉を経由し、建
家外に流出することは無いと考えられる。こ
のため、有意な放射性物質の流出はない。

不要
（潜在的なリスク低減の観点
からドラム缶の転倒・落下対
策を行うことが望ましいが，
作業員の被ばくの観点から
実施しないこととする。）

第二アスファルト
固化体貯蔵施設
（AS2）

プラスチック固化体 ドラム缶

地上1 階
・貯蔵セル（R151）

地上2 階（浸水深以上）
・貯蔵セル（R251）

貯蔵セル（R151）には入気
ダクト、遮蔽扉等が設置さ
れており、セル内に海水が
流入する可能性がある。

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②a]

ドラム缶4 本をパレット上に置き、最大3 段
積みで貯蔵しており、端部等のドラム缶が
転倒・落下し蓋が外れる可能性は否定でき
ない。ドラム缶は2重であり、固化体自体に
放射性物質が閉じ込められており，固化体
と海水が接触しても有意な放射性物質が流
出することは無いと考えられる。貯蔵セルが
浸水した場合、ドラム缶は浮き上がる可能
性はあるが、遮蔽扉を経由し、建家外に流
出することは無いと考えられる。このため、
有意な放射性物質の流出はない。

不要
（潜在的なリスク低減の観点
からドラム缶の転倒・落下対
策を行うことが望ましいが，
作業員の被ばくの観点から
実施しないこととする。）

第二アスファルト
固化体貯蔵施設
（AS2）

雑固体廃棄物 ドラム缶

地下1 階
・貯蔵セル(R051)

貯蔵セル（R051）には入気
ダクト、遮蔽扉等が設置さ
れており、セル内に海水が
流入する可能性がある。

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②a]

ドラム缶4 本をパレット上に平置きして貯蔵
しており、転倒し蓋が外れる可能性は否定
できない。容器内の廃棄物は内容器に収納
されており、有意な放射性物質が流出する
ことは無いと考えられる。貯蔵セルが浸水し
た場合、ドラム缶は浮き上がる可能性はあ
るが、遮蔽扉を経由し、建家外に流出する
ことは無いと考えられる。このため、有意な
放射性物質の流出はない。

不要
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評価主なインベントリ等施設 機器・容器 セル 建家 対策

ウラン貯蔵所
(UO3)

ウラン製品
（三酸化ウラン粉末）

三酸化ウラン容器

－
（アンバー区域で保管）
地上1 階
・貯蔵室

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③a-②a]

1.6%濃縮ウラン容器はバードケージに収納
し2段積みで4%濃縮ウラン容器はバード
ケージに収納し、平積みで貯蔵している。
バードケージ同士の締結、床へ固定する対
策を行うことから転倒・落下の可能性は無
いと考えられる。貯蔵室が浸水した場合、
容器は浮き上がることは無く、建家外に流
出することは無いと考えられる。このため、
有意な放射性物質の流出はない。

容器の転倒・落下対策を実
施

焼却施設
（IF)

低放射性固体廃棄物
（可燃）

カートンボックス、袋

－
（アンバー区域で保管）
地下1 階
・カートン貯蔵室(A001)
・オフガス処理室(A005)
1 階
・予備室(A102)
3 階（浸水深以上）
・カートン投入室(A305)
・機材室(A309)

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②b]

カートンボックス及び袋はラック内に貯蔵し
ており、カートンボックス及び袋が落下する
可能性は否定できない。カートンの場合は
内袋があること、ビニル袋の場合は２重で
あることから、有意な放射性物質が流出す
ることは無いと考えられる。貯蔵場所が浸
水した場合、カートン及び袋は浮き上がる
可能性があり、扉部から建家外への流出対
策を行う。このため、有意な放射性物質の
流出はない。

扉部からカートンボックス及
び袋が建家外へ流出するこ
とを防止するための対策を
実施

焼却施設
（IF)

焼却灰 ドラム缶

－
（アンバー区域で保管）
地下1 階
・焼却灰ドラム保管室
(A006)

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③a-②a]

ドラム缶を平積みで貯蔵しており、転倒対策
を行う。焼却灰ドラム保管室が浸水した場
合、ドラム缶は浮き上がる可能性がある
が、扉は強固であり、建家外に流出すること
は無いと考えられる。このため、有意な放射
性物質の流出はない。

転倒を防止するための対策
を実施

第二低放射性固
体廃棄物貯蔵場
（2LASWS)

雑固体廃棄物 ドラム缶・コンテナ

－
（グリーン区域及びアン
バー区域で保管）
地下1 階
・貯蔵室（A001）

地上1 階
・貯蔵室（A101）

地上2 階
・貯蔵室（G201）

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②b]

ドラム缶4 本をパレット上に置き、最大3 段
積みで貯蔵しており、3段目のドラムの固縛
を行っているが、端部等のドラム缶が転倒・
落下し、蓋が外れる可能性は否定できな
い。また、コンテナは最大3 段積みで貯蔵し
ており、端部等のコンテナが転倒・落下する
可能性は否定できない。容器内の廃棄物は
ビニル袋や内容器に収納されており、有意
な放射性物質が流出することは無いと考え
られる。貯蔵室が浸水した場合、容器は浮
き上がる可能性があり、地上1階シャッター
部、地上2階の外壁部（破損を想定）から建
家外への流出対策を行う。このため、有意
な放射性物質の流出はない。

シャッター部、地上2階の外
壁部から容器が建家外へ流
出することを防止するための
対策を実施
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評価主なインベントリ等施設 機器・容器 セル 建家 対策

第二ウラン貯蔵
所
(2UO3)

ウラン製品
（三酸化ウラン粉末）

三酸化ウラン容器

－
（アンバー区域で保管）
地上1 階
・貯蔵室(A103)

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②a]

ウラン容器はバードケージに収納し、貯蔵
棚内に貯蔵している。貯蔵棚からの落下対
策を行うが、容器が落下する可能性は否定
できない。落下が考慮された容器であり、放
射性物質が流出することは無い。貯蔵室が
浸水した場合、容器は浮き上がることは無
く、建家外に流出することは無いと考えられ
る。このため、有意な放射性物質の流出は
ない。

容器の貯蔵棚からの落下対
策を実施

第一低放射性固
体廃棄物貯蔵場
（1LASWS)

雑固体廃棄物 ドラム缶・コンテナ

－
（グリーン区域及びアン
バー区域で保管）
地下1 階
・貯蔵室（A001）

地上1 階
・貯蔵室（A101）

地上2 階
・貯蔵室（A201）

地上3 階（浸水深以上）
・貯蔵室（G301）

地上4 階（浸水深以上）
・貯蔵室（G401）

地上5 階（浸水深以上）
・貯蔵室（G501）

地震・津波の影響により外
壁から浸水する可能性が
ある。

[フロー（3/3）：①b-③b-④a-②b]

ドラム缶4 本をパレット上に置き、最大3 段
積みで貯蔵しており、3段目のドラムの固縛
を行っているが、端部等のドラム缶が転倒・
落下し蓋が外れる可能性は否定できない。
また、コンテナは最大3 段積みで貯蔵して
おり、端部等のコンテナが転倒・落下する可
能性は否定できない。容器内の廃棄物はビ
ニル袋や内容器に収納されており、有意な
放射性物質が流出することは無いと考えら
れる。貯蔵室が浸水した場合、容器は浮き
上がる可能性があり、地上1階シャッター部
から建家外への流出対策を行う。このた
め、有意な放射性物質の流出はない。

シャッター部から容器が建家
外へ流出することを防止す
るための対策を実施
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▽面談、◇監視チーム会合 

 
 

面談項目 

（下線：1月変更申請 

青字：監視チーム会合コメント） 

令和 2 年 

11 月 12 月 

2～6 ～13 ～20 ～27 30～4 ～11 ～18 ～25 

内部火

災 

○火災影響評価 

○防護対策の検討 

        

溢水 

○溢水影響評価 

○溢水源の特定と対策の検討 

 

 

 

      

制御室 

○有毒ガス影響評価 

 

○換気対策の有効性評価 

 

 

 

 

 

 

 

      

その他

施設の

安全対

策 

○その他施設の津波防護 

-津波流入経路、廃棄物等流出経路に係

る各建家のウォークダウン 

-放射性物質の流出の恐れのある施設に

関する詳細評価 

-廃棄物等の建家外流出のおそれに対す

る対応方針 

-対策の内容、対策の評価 

 

 

       

その他         

廃止措

置計画

の既変

更申請

案件の

補正 

○TVF 保管能力増強 

 

○LWTF のセメント固化設備及び硝酸根分

解設備の設置 

 

 

       

保安規

定変更

申請 

保安規定変更申請（貯槽 

       

▽26 ▽10 ▽24 

（▽3）

（▽3）

（▽17） 
(評価・対策) 

（▽26） 
(発生源調査) 
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